
                        主　　　　　　　　文
    一　本件訴えのうち、被告が原告に対して平成１３年３月２７日付けでした、原告の平成１１年４月１日から平
成１２年３月３１日までの事業年度の法人税についての過少申告加算税賦課決定（平成１５年３月１８日付け
裁決で一部取り消された後のもの）の取消しを求める部分を却下する。
    二　本件訴えのうち、被告が原告に対して平成１５年５月３０日付けでした、原告の平成１２年４月１日から平
成１３年３月３１日までの事業年度の法人税についての過少申告加算税賦課決定（平成１５年１１月１７日付け
裁決で一部取り消された後のもの）のうち、過少申告加算税１６６１万９０００円を超える部分の取消しを求める
部分を却下する。
    三　本件訴えのうち、被告が原告に対して平成１５年５月３０日付けでした、原告の平成１２年４月１日から平
成１３年３月３１日までの事業年度の法人税についての再更正（平成１５年１１月１７日付け裁決で一部取り消
された後のもの）のうち、納付すべき法人税額８０６億９７０６万３２００円を超える部分の取消しを求める部分を
却下する。
    四　被告が原告に対して平成１２年３月２８日付けでした、原告の平成１０年４月１日から平成１１年３月３１
日までの事業年度の法人税についての更正及び過少申告加算税賦課決定（いずれも平成１５年３月１８日付
け裁決で一部取り消された後のもの）のうち、更正については納付すべき法人税額３３９億００３２万０５００円を
超える部分、賦課決定については過少申告加算税３０４９万円を超える部分をいずれも取り消す。
    五　被告が原告に対して平成１３年９月２７日付けでした、原告の平成１１年４月１日から平成１２年３月３１
日までの事業年度の法人税についての更正の請求には更正をすべき理由がない旨の通知処分（平成１５年
３月１８日付け裁決で一部取り消された後のもの）のうち、納付すべき法人税額７３０億８６８０万７０００円を超え
る部分を取り消す。
    六　原告のその余の請求をいずれも棄却する。
    七　訴訟費用は、これを２０分し、その１を原告の負担とし、その余を被告の負担とする。
事実及び理由
第一　請求
  一　第一事件の請求
    １　主文第四項と同旨。
    ２　被告が原告に対して平成１３年９月２７日付けでした、原告の平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日
までの事業年度の法人税についての更正の請求には更正をすべき理由がない旨の通知処分（平成１５年３
月１８日付け裁決で一部取り消された後のもの）のうち、納付すべき法人税額７２９億１１７１万８９００円を超える
部分を取り消す。
    ３　被告が原告に対して平成１３年３月２７日付けでした、原告の平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日
までの事業年度の法人税についての過少申告加算税賦課決定（平成１５年３月１８日付け裁決で一部取り消
された後のもの）を取り消す。
  二　第二事件の請求
    １　主位的請求
      (一)　被告が原告に対して平成１４年１０月１１日付けでした、原告の平成１２年４月１日から平成１３年３月
３１日までの事業年度の法人税についての更正の請求には更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消
す。
      (二)　被告が原告に対して平成１５年５月３０日付けでした、原告の平成１２年４月１日から平成１３年３月３
１日までの事業年度の法人税についての過少申告加算税賦課決定（平成１５年１１月１７日付け裁決で一部
取り消された後のもの）のうち、過少申告加算税１６６１万９０００円を超える部分を取り消す。
    ２　上記１(一)の予備的請求
        被告が原告に対して平成１５年５月３０日付けでした、原告の平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日
までの事業年度の法人税についての再更正（平成１５年１１月１７日付け裁決で一部取り消された後のもの）の
うち、納付すべき法人税額８０６億９７０６万３２００円を超える部分を取り消す。
第二　答弁
  一　本案前の答弁
      主文第一項から第三項までと同旨。
  二　本案の答弁
      原告の請求のうち、本案前の答弁に係る部分を除くその余の部分をいずれも棄却する。
第三　事案の概要
  一　事案の骨子
      本件は、原告が、被告が原告に対して行った下記①記載の更正及び過少申告加算税賦課決定（以下、
過少申告加算税賦課決定一般を単に「賦課決定」という。）、下記②記載の更正の請求には更正をすべき理
由がない旨の通知処分（以下、更正の請求には更正をすべき理由がない旨の通知処分一般を単に「通知処
分」という。）、下記③記載の賦課決定、下記④記載の通知処分、下記⑤記載の賦課決定並びに下記⑥記載
の再更正は、原告がエヌ・ティ・ティ中央パーソナル通信網株式会社（以下「ＮＴＴパーソナル」という。）及び日
本電信電話株式会社（なお、平成１１年７月１日に東日本電信電話株式会社に事業を承継した。以下「ＮＴＴ」
という。）から取得した権利の取得価額を、法人税法施行令１３３条に規定する「内国法人がその事業の用に
供した減価償却資産で取得価額が１０万円未満であるもの」（以下「少額減価償却資産」という。）の取得価額
として、全額を損金の額に算入することを認めない点で違法である旨主張して、下記①記載の更正、下記②、
④記載の通知処分及び下記⑥記載の再更正のうち、上記取得価額を損金の額に算入して算出した納付す
べき法人税額を超える部分の各取消し（下記④記載の通知処分については全部取消請求となる。）、並びに
下記①、③、⑤記載の賦課決定のうち、上記納付すべき法人税額を基礎として算定した過少申告加算税の
税額を超える部分の各取消し（下記③記載の賦課決定については全部取消請求となる。）を求める事案であ
る。なお、下記⑥記載の再更正について上記のとおりその一部の取消しを求める請求（前記第一の二２）は、
下記④記載の通知処分について上記のとおりその取消しを求める請求（前記第一の二１(一)）の予備的請求
とされている。
    記



      ①　被告が原告に対して平成１２年３月２８日付けでした、原告の平成１０年４月１日から平成１１年３月３１
日までの事業年度（以下「平成１１年３月期」という。）の法人税についての更正及び過少申告加算税賦課決
定（いずれも平成１５年３月１８日付け裁決で一部取り消された後のもの）
      ②　被告が原告に対して平成１３年９月２７日付けでした、原告の平成１１年４月１日から平成１２年３月３１
日までの事業年度（以下「平成１２年３月期」という。）の法人税についての更正の請求には更正をすべき理由
がない旨の通知処分（平成１５年３月１８日付け裁決で一部取り消された後のもの）
      ③　被告が原告に対して平成１３年３月２７日付けでした、原告の平成１２年３月期の法人税についての過
少申告加算税賦課決定（平成１５年３月１８日付け裁決で一部取り消された後のもの）
      ④　被告が原告に対して平成１４年１０月１１日付けでした、原告の平成１２年４月１日から平成１３年３月３
１日までの事業年度（以下「平成１３年３月期」という。）の法人税についての更正の請求には更正をすべき理
由がない旨の通知処分
      ⑤　被告が原告に対して平成１５年５月３０日付けでした、原告の平成１３年３月期の法人税についての過
少申告加算税賦課決定（同年１１月１７日付け裁決で一部取り消された後のもの）
      ⑥　被告が原告に対して平成１５年５月３０日付けでした、原告の平成１３年３月期の法人税についての再
更正（平成１５年１１月１７日付け裁決で一部取り消された後のもの）
  二　関係法令の定め
    １　法人税法
      (一)　２条
          この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
        １号から２２号まで　（省略）
        ２３号　減価償却資産　建物、構築物、機械及び装置、船舶、車両及び運搬具、工具、器具及び備品、
鉱業権その他の資産で償却をすべきものとして政令で定めるものをいう。
        （以下省略）
      (二)　３１条１項
          内国法人の各事業年度終了の時において有する減価償却資産につきその償却費として第２２条第３
項（各事業年度の損金の額に算入する金額）の規定により当該事業年度の所得の金額の計算上損金の額に
算入する金額は、その内国法人が当該事業年度においてその償却費として損金経理をした金額（…（略）…）
のうち、その内国法人が当該資産について選定した償却の方法（…（略）…）に基づき政令で定めるところによ
り計算した金額（…（略）…）に達するまでの金額とする。
      (三)　３１条６項
          第１項の選定をすることができる償却の方法の種類、その選定の手続その他減価償却資産の償却に
関し必要な事項は、政令で定める。
    ２　平成１６年政令第１０１号による改正前の法人税法施行令（以下、単に「法人税法施行令」という。）
      (一)　１３条（この項における「法」とは、法人税法を指す。）
          法第２条第２３号（減価償却資産の意義）に規定する政令で定める資産は、棚卸資産、有価証券及び
繰延資産以外の資産のうち次に掲げるもの（事業の用に供していないもの及び時の経過によりその価値の減
少しないものを除く。）とする。
        １号から７号まで　（省略）
        ８号　次に掲げる無形固定資産
          イからレまで省略
          ソ　電気通信施設利用権（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条第１項（事業の開始の義
務）に規定する第一種電気通信事業者に対して同法第４１条第１項（電気通信設備の維持）に規定する事業
用電気通信設備の設置に要する費用を負担し、その設備を利用して同法第２条第３号（定義）に規定する電
気通信役務の提供を受ける権利（電話加入権及びこれに準ずる権利を除く。）をいう。）
        （以下省略）
      (二)　１３２条
          内国法人が、修理、改良その他いずれの名義をもってするかを問わず、その有する固定資産につい
て支出する金額で次に掲げる金額に該当するもの（そのいずれにも該当する場合には、いずれか多い金額）
は、その内国法人のその支出する日の属する事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。
        １号　当該支出する金額のうち、その支出により、当該資産の取得の時において当該資産につき通常の
管理又は修理をするものとした場合に予測される当該資産の使用可能期間を延長させる部分に対応する金
額
        ２号　当該支出する金額のうち、その支出により、当該資産の取得の時において当該資産につき通常の
管理又は修理をするものとした場合に予測されるその支出の時における当該資産の価額を増加させる部分に
対応する金額
      (三)　１３３条
          内国法人がその事業の用に供した減価償却資産（…（略）…）で、前条第１号に規定する使用可能期
間が１年未満であるもの又は取得価額（第５４条第１項各号（減価償却資産の取得価額）の規定により計算し
た価額をいう。…（中略）…）が１０万円未満であるものを有する場合において、その内国法人が当該資産の当
該取得価額に相当する金額につきその事業の用に供した日の属する事業年度において損金経理をしたとき
は、その損金経理をした金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。
      (四)　５４条（減価償却資産の取得価額）
          減価償却資産の第４８条から第５０条まで（減価償却資産の償却の方法）に規定する取得価額は、次
の各号に掲げる資産の区分に応じ当該各号に定める金額とする。
        １号　購入した減価償却資産　次に掲げる金額の合計額
          イ　当該資産の購入の代価（引取運賃、荷役費、運送保険料、購入手数料、関税（…（略）…）その他
当該資産の購入のために要した費用がある場合には、その費用の額を加算した金額）
          ロ　当該資産を事業の用に供するために直接要した費用の額
        （以下省略）



    ３　平成１１年法律第１６０号による改正前の電気通信事業法（以下、単に「電気通信事業法」というときは、
平成１１年法律第１６０号による改正前の電気通信事業法を指す。）
      (一)　２条
          この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
        １号　電気通信　　　　有線、無線その他の電磁的方式により、符号、音響又は影像を送り、伝え、又は
受けることをいう。
        ２号　電気通信設備　　電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備をいう。
        ３号　電気通信役務　　電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、その他電気通信設備を他人の通
信の用に供することをいう。
        ４号　電気通信事業　　電気通信役務を他人の需要に応ずるために提供する事業（…（略）…）をいう。
        ５号　電気通信事業者　電気通信事業を営むことについて、第９条第１項の許可を受けた者、第２２条第
１項の規定による届出をした者及び第２４条第１項の登録を受けた者をいう。
        ６号　電気通信業務　　電気通信事業者の行う電気通信役務の提供の業務をいう。
      (二)　６条１項
          電気通信事業の種類は、第一種電気通信事業及び第二種電気通信事業とする。
      (三)　６条２項
          第一種電気通信事業は、電気通信回線設備（送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設
備及びこれと一体として設置される交換設備並びにこれらの附属設備をいう。以下同じ。）を設置して電気通
信役務を提供する事業とする。
      (四)　９条１項
          第一種電気通信事業を営もうとする者は、郵政大臣の許可を受けなければならない。
      (五)　１２条１項
          第９条第１項の許可を受けた者（以下「第一種電気通信事業者」という。）は、郵政大臣が指定する期
間内に、その事業を開始しなければならない。
      (六)　３４条
          第一種電気通信事業者は、正当な理由がなければ、その業務区域における電気通信役務の提供を
拒んではならない。
      (七)　３８条
          第一種電気通信事業者は、他の電気通信事業者から当該他の電気通信事業者の電気通信設備を
その電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けたときは、次に掲げる場合を除き、これに応じなければ
ならない。
        １号　電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき。
        ２号　当該接続が当該第一種電気通信事業者の利益を不当に害するおそれがあるとき。
        ３号　前２号に掲げる場合のほか、郵政省令で定める正当な理由があるとき。
      (八)　３８条の２第１項
          郵政大臣は、郵政省令で定めるところにより、全国の区域を分けて電気通信役務の利用状況及び都
道府県の区域を勘案して郵政省令で定める区域ごとに、その一端が利用者の電気通信設備と接続される伝
送路設備のうち同一の第一種電気通信事業者が設置するものであって、その伝送路設備の電気通信回線の
数の、当該区域内に設置されるすべての同種の伝送路設備の電気通信回線の数のうちに占める割合が郵政
省令で定める割合を超えるもの及び当該区域において当該第一種電気通信事業者がこれと一体として設置
する電気通信設備であって郵政省令で定めるものの総体を、他の電気通信事業者の電気通信設備との接続
が利用者の利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に欠くことのできない電気通信設備として
指定することができる。
      (九)　３８条の２第２項
          前項の規定により指定された電気通信設備（以下「指定電気通信設備」という。）を設置する第一種電
気通信事業者は、当該指定電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備との接続に関し、当該第
一種電気通信事業者が取得すべき金額（以下この条において「接続料」という。）及び接続の条件（…（略）
…）について接続約款を定め、郵政大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様
とする。
      (一〇)　３８条の２第５項
          指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者は、第２項の規定により認可を受け又は前項の
規定により届け出た接続約款（…（略）…）によらなければ、他の電気通信事業者との間において、指定電気
通信設備との接続に関する協定を締結し、又は変更してはならない。
      (一一)　４１条１項
          第一種電気通信事業者及び特別第二種電気通信事業者は、その電気通信事業の用に供する電気
通信設備（以下「事業用電気通信設備」という。）を郵政省令で定める技術基準に適合するように維持しなけ
ればならない。
    ４　国税通則法（以下「通則法」という。）
      (一)　１０４条２項（なお、「更正決定等」とは、通則法５８条１項１号イに規定する「更正若しくは第２５条（決
定）の規定による決定又は賦課決定」のことを意味する。以下同じ。）
          更正決定等について不服申立てがされている場合において、当該更正決定等に係る国税の課税標
準等又は税額等についてされた他の更正決定等があるときは、国税不服審判所長等は、前項の規定によるも
ののほか、当該他の更正決定等についてあわせて審理することができる。ただし、当該他の更正決定等につ
いて不服申立ての決定又は裁決がされているときは、この限りでない。
      (二)　１０４条３項
          前項の規定の適用がある場合には、国税不服審判所長等は、当該不服申立てについての決定又は
裁決において当該他の更正決定等の全部又は一部を取り消すことができる。
      (三)　１０４条４項
          前２項の規定は、更正の請求に対する処分について不服申立てがされている場合において、当該更



正の請求に係る国税の課税標準等又は税額等についてされた他の更正又は決定があるときについて準用す
る。
      (四)　１１５条１項
          国税に関する法律に基づく処分（…（略）…）で不服申立てをすることができるものの取消しを求める訴
えは、異議申立てをすることができる処分（…（略）…）にあっては異議申立てについての決定を、審査請求を
することができる処分にあっては審査請求についての裁決をそれぞれ経た後でなければ、提起することができ
ない。ただし、次の各号の一に該当するときは、この限りでない。
        １号及び２号省略
        ３号　異議申立てについての決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる著しい損害を避
けるため緊急の必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
  三　前提事実
      本件の前提となる事実は、次のとおりである。なお、証拠及び弁論の全趣旨により容易に認めることがで
きる事実並びに当裁判所に顕著な事実は認定根拠を付記しており、その余の事実は当事者間に争いがな
い。
    １　当事者について
        原告は、携帯・自動車電話事業等を営む株式会社であり、平成１０年１２月１日に、ＮＴＴパーソナルから
簡易型携帯電話（以下「ＰＨＳ」という。）事業の営業譲渡を受け、ＰＨＳ事業も営んでいる（乙２、１２、弁論の全
趣旨）。
    ２　エントランス回線について
        エントランス回線とは、ＮＴＴの設置するＰＨＳ接続装置又は加入者交換機と、ＰＨＳ事業者が設置する
無線接続装置（以下「基地局」という。）との間に設置される端末回線であり、基地局回線とも呼ばれる。
        ＰＨＳのシステム構成には、大別して「ＮＴＴ網依存型」と「ＮＴＴ網接続型」があり、前者はＮＴＴ電話網の
機能を活用してＰＨＳ事業を提供する方式であり、後者はＰＨＳ交換機から回線設備まですべてを備えたＰＨＳ
のシステムをＮＴＴ電話網との間で網間接続する方式である。なお、ＮＴＴ網依存型ＰＨＳ事業者は、活用型Ｐ
ＨＳ事業者とも呼ばれる。
        原告の行っているＰＨＳ事業は、ＮＴＴ網依存型のシステムを採用している。このようなＮＴＴ網依存型の
システムにおいては、ＰＨＳ加入者がＰＨＳ端末を利用して固定電話加入者との間で通話を行うためには、音
声等の情報は、ＰＨＳ端末から、無線電信、原告の設置する基地局を経由して、ＮＴＴの設置するエントランス
回線、ＰＨＳ接続装置を経て、ＮＴＴ電話網に伝達され、最終的には固定電話等に到達する必要がある。
        このように、エントランス回線は、ＰＨＳ事業者が設置する基地局をＮＴＴのＰＨＳ接続装置を経由してＮ
ＴＴ電話網に接続するための「入口」となる回線であるという意味で、エントランス回線と呼称されている。
    ３　ＮＴＴパーソナルから原告への営業譲渡の経緯について
        原告は、平成１０年１２月１日午前零時（以下「譲渡日」という。）をもって、ＮＴＴパーソナルから、ＮＴＴパ
ーソナルが行っていたＰＨＳ事業に関するすべての営業を譲り受けるとともに、ＮＴＴパーソナルがＮＴＴとの間
で締結していた電気通信設備の相互接続に関する協定（以下「本件接続協定」という。）におけるＮＴＴパーソ
ナルの地位（以下「本件接続協定上の地位」という。）を引き継ぎ、第一種電気通信事業者としてＰＨＳ事業を
行っている。その経緯は以下のとおりである。（乙２から４まで、弁論の全趣旨）
      (一)　ＮＴＴパーソナルは、ＰＨＳ接続装置、ＰＨＳ制御局等のＮＴＴの設備及びその機能を活用する活用
型ＰＨＳ事業者（ＮＴＴ網依存型ＰＨＳ事業者）であった。
      (二)　ＮＴＴは、平成１０年３月２４日、「電気通信事業法第３８条の２第２項及び第４項に基づく指定電気通
信設備との接続に関する契約約款」（以下、この約款を「本件接続約款」といい、現行の約款を「現行接続約
款」という。）を実施した。
      (三)　原告（当時の商号はエヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社）は、平成１０年７月１日、ＮＴＴパーソナル
との間で、譲渡日をもって譲渡日前にＮＴＴパーソナルが行っていたＰＨＳ事業に関するすべての営業を譲り
受ける旨の契約（以下「本件営業譲渡契約」という。）を締結した。
      (四)　本件営業譲渡契約においては、①ＮＴＴパーソナルから原告に譲渡すべき財産（以下「譲渡財産」
という。）は、譲渡日現在のＰＨＳ事業に関するすべての営業に属する固定資産及び流動資産とし、その細目
は両者協議の上決定すること、②譲渡財産の譲渡価額は譲渡日現在における時価とし、両者協議の上確定
すること、③対価の支払方法、支払時期等については、両者協議の上決定することが定められていた。
      (五)　ＮＴＴパーソナル及び原告は、本件営業譲渡契約に基づき、本件営業譲渡契約の細目を定めた平
成１０年１１月１８日付け「営業譲渡細目協定書」（以下「本件細目協定書」という。）を作成した。
          本件細目協定書には、①譲渡財産の細目及び譲渡価額の見込額、②譲渡日現在における譲渡財産
の明細及びその譲渡価額について、譲渡日後可及的速やかに確認書を締結すること、③原告は、譲渡価額
及び譲渡財産に関する消費税等を当該確認書の締結後遅滞なく支払うこと、④この支払は、譲渡日における
ＮＴＴパーソナルの負債を原告が引き受ける方法によること、⑤ＮＴＴパーソナルは、原告に対し、譲渡日をも
って、ＰＨＳ事業に関するすべての営業についてＮＴＴパーソナルが有する施設利用権等を譲渡することが記
載されているほか、⑥譲渡財産の平成１０年１１月末見込額として、施設利用権等について、簿価１００億７１０
０万円、時価（譲渡価額）１１２億８８００万円と記載されていた。
      (六)　ＮＴＴパーソナル及び原告は、郵政大臣に対し、本件営業譲渡契約による事業譲渡譲受の認可を
申請し、郵政大臣は、平成１０年１１月３０日付けでこれを認可した。
      (七)　ＮＴＴは、本件営業譲渡契約に伴い、本件接続協定上の地位がＮＴＴパーソナルから原告へ移転
することを承諾した。
      (八)　ＮＴＴパーソナル及び原告は、本件細目協定書に基づき、譲渡財産の明細を定めた平成１１年１月
１３日付け「譲渡財産の明細等に関する確認書」（以下「本件明細確認書」という。）を作成した。
          本件明細確認書には、①譲渡財産の譲渡日現在の譲渡価額の合計が８３８億９４７２万４３８９円、消費
税等の合計が３４億０１７８万８１３３円、引受負債の合計が１５６億１４０６万２４００円であること、②譲渡価額及
び消費税等の合計額の支払方法については、原告が、負債１５６億１４０６万２４００円を引き受け、原告が譲渡
日現在ＮＴＴパーソナルに対して有する金銭債権のうち６９０億円を相殺し、残金２６億８２４５万０１２２円を平
成１１年２月３日に銀行口座振込により支払うこと、③施設利用権等については、合計の数量１５万４５３４、帳



簿価額１００億２９１３万１５９８円、譲渡価額１１２億５７９０万８２００円であり、その内訳として、基地局回線の数
量１５万３１７８、帳簿価額９９億３３８５万５７９８円、譲渡価額１１１億５１３５万８４００円、電話加入権の数量１２５
０、帳簿価額９５２７万５８００円、譲渡価額９５２７万５８００円、専用線の数量５６、帳簿価額０円、譲渡価額６５６
万４０００円、パケット回線の数量５０、帳簿価額０円、譲渡価額４７１万円と記載されていた。
      (九)　原告とＮＴＴパーソナルは、本件明細確認書のとおりの決済を行い、原告は、上記(八)の③の施設
利用権等のうち基地局回線（エントランス回線）に関するもの、数量１５万３１７８、譲渡価額合計１１１億５１３５
万８４００円の譲渡財産（以下「本件資産」という。）を「無形固定資産（施設利用権）」として経理したが、平成１
１年３月期の決算において、その全額を「施設保全費」として損金経理した。
      (一〇)　ＮＴＴパーソナルから本件接続協定上の地位を引き継いだ原告は、譲渡日以降、本件接続協定
に基づき、原告による基地局回線（エントランス回線）設置申込みについてＮＴＴが承諾するたびに、基地局
回線（エントランス回線）の設置工事及び手続に関する費用の額として、本件接続約款に定められた１回線当
たり合計７万２８００円の金員（以下「本件設置負担金」という。）をＮＴＴに支払っている。原告は、本件設置負
担金を支出するたびに、その支出額を「設備投資勘定」に計上していたが、平成１１年３月期、平成１２年３月
期及び平成１３年３月期の決算において、その全額を「施設保全費」としてそれぞれ損金経理した。
    ４　更正の経緯等
      (一)　平成１１年３月期の法人税について
        (1)　原告は、平成１１年６月３０日、原告の平成１１年３月期の法人税について、別表１の「確定申告」欄
記載のとおり、青色の申告書（以下「平成１１年３月期確定申告書」という。）により確定申告（以下「平成１１年３
月期確定申告」という。）をした。
        (2)　被告は、原告に対し、平成１２年３月２８日付けで、原告の平成１１年３月期の法人税について、別
表１の「更正・決定」欄記載のとおり、更正（平成１５年３月１８日付け裁決で一部取り消される前のもの。以下
「平成１１年３月期更正（取消前）」という。）及び過少申告加算税賦課決定（平成１５年３月１８日付け裁決で一
部取り消される前のもの。以下「平成１１年３月期賦課決定（取消前）」という。）をした。
        (3)　原告は、平成１１年３月期更正（取消前）及び平成１１年３月期賦課決定（取消前）を不服として、国
税不服審判所長に対し、平成１２年５月８日、別表１の「審査請求」欄記載のとおり、審査請求（以下「平成１１
年３月期審査請求」という。）をした。
        (4)　国税不服審判所長は、原告に対し、平成１５年３月１８日付けで、平成１１年３月期審査請求につい
て、別表１の「審査裁決」欄記載のとおり、平成１１年３月期更正（取消前）及び平成１１年３月期賦課決定（取
消前）の一部を取り消す旨の裁決をした（以下、この裁決を「平成１１年３月期裁決」といい、平成１１年３月期
裁決によって一部取り消された後の上記更正及び賦課決定を、それぞれ「平成１１年３月期更正」及び「平成
１１年３月期賦課決定」という。）。
        (5)　原告は、平成１５年５月２１日、平成１１年３月期更正及び平成１１年３月期賦課決定の取消しを求め
て、第一事件の訴えを提起した（当裁判所に顕著な事実）。
      (二)　平成１２年３月期の法人税について
        (1)　原告は、平成１２年６月３０日、原告の平成１２年３月期の法人税について、別表２の「確定申告」欄
記載のとおり、青色の申告書により確定申告（以下「平成１２年３月期確定申告」という。）をした。
        (2)　被告は、原告に対し、平成１３年３月２７日付けで、原告の平成１２年３月期の法人税について、別
表２の「更正・決定」欄記載のとおり、更正（以下「平成１２年３月期更正」という。）及び過少申告加算税賦課決
定（平成１５年３月１８日付け裁決で一部取り消される前のもの。以下「平成１２年３月期賦課決定（取消前）」と
いう。）をした。
        (3)　原告は、被告に対し、平成１３年６月２７日、原告の平成１２年３月期の法人税について、別表２の
「更正の請求」欄記載のとおり、更正の請求（以下「平成１２年３月期更正の請求」という。）をした。
        (4)　被告は、原告に対し、平成１３年９月２７日付けで、平成１２年３月期更正の請求に対し、別表２の
「更正をすべき理由がない旨の通知」欄記載のとおり、更正をすべき理由がない旨の通知処分（平成１５年３
月１８日付け裁決で一部取り消される前のもの。以下「平成１２年３月期通知処分（取消前）」という。）をした。
        (5)　原告は、平成１２年３月期通知処分（取消前）を不服として、国税不服審判所長に対し、平成１３年１
１月２６日、別表２の「審査請求」欄記載のとおり、審査請求（以下「平成１２年３月期審査請求」という。）をし
た。
        (6)　国税不服審判所長は、平成１２年３月期審査請求について、平成１２年３月期更正及び平成１２年３
月期賦課決定（取消前）を通則法１０４条に基づいてあわせ審理し、原告に対し、平成１５年３月１８日付けで、
別表２の「審査裁決」欄記載のとおり、平成１２年３月期通知処分（取消前）及び平成１２年３月期賦課決定（取
消前）の一部を取り消す旨の裁決をし（以下、この裁決を「平成１２年３月期裁決」といい、平成１２年３月期裁
決によって一部取り消された後の上記通知処分及び賦課決定を、それぞれ「平成１２年３月期通知処分」及び
「平成１２年３月期賦課決定」という。）、平成１２年３月期更正については裁決をしなかった。
        (7)　原告は、平成１５年５月２１日、平成１２年３月期通知処分及び平成１２年３月期賦課決定の取消しを
求めて、第一事件の訴えを提起した（当裁判所に顕著な事実）。
      (三)　平成１３年３月期の法人税について
        (1)　原告は、平成１３年６月２７日、原告の平成１３年３月期の法人税について、別表３の「確定申告」欄
記載のとおり、青色の申告書により確定申告（以下「平成１３年３月期確定申告」という。）をした。
        (2)　被告は、原告に対し、平成１４年４月３０日付けで、原告の平成１３年３月期の法人税について、別
表３の「更正・決定」欄記載のとおり、更正並びに過少申告加算税賦課決定及び重加算税賦課決定をした。
        (3)　原告は、被告に対し、平成１４年６月２８日、原告の平成１３年３月期の法人税について、別表３の
「更正の請求」欄記載のとおり、更正の請求（以下「平成１３年３月期更正の請求」という。）をした。
        (4)　被告は、原告に対し、平成１４年１０月１１日付けで、平成１３年３月期更正の請求に対し、別表３の
「更正をすべき理由がない旨の通知」欄記載のとおり、更正をすべき理由がない旨の通知処分（以下「平成１３
年３月期通知処分」という。）をした。
        (5)　原告は、平成１３年３月期通知処分を不服として、国税不服審判所長に対し、平成１４年１１月２９
日、別表３の「審査請求」欄記載のとおり、審査請求（以下「平成１３年３月期審査請求」という。）をした。
        (6)　被告は、原告に対し、平成１５年５月３０日付けで、原告の平成１３年３月期の法人税について、別



表３の「更正・決定」欄記載のとおり、再更正（平成１５年１１月１７日付け裁決で一部取り消される前のもの。以
下「平成１３年３月期再更正（取消前）」という。）及び過少申告加算税賦課決定（平成１５年１１月１７日付け裁
決で一部取り消される前のもの。以下「平成１３年３月期賦課決定（取消前）」という。）をした。
        (7)　国税不服審判所長は、平成１３年３月期審査請求について、平成１３年３月期再更正（取消前）及
び平成１３年３月期賦課決定（取消前）を通則法１０４条に基づいてあわせ審理し、原告に対し、平成１５年１１
月１７日付けで、別表３の「審査裁決」欄記載のとおり、平成１３年３月期再更正（取消前）及び平成１３年３月
期賦課決定（取消前）の一部を取り消し、平成１３年３月期通知処分に対する審査請求を棄却する旨の裁決を
した（以下、この裁決を「平成１３年３月期裁決」といい、平成１３年３月期裁決によって一部取り消された後の
上記再更正及び賦課決定を、それぞれ「平成１３年３月期再更正」及び「平成１３年３月期賦課決定」とい
う。）。
        (8)　原告は、平成１６年２月１６日、主位的に平成１３年３月期通知処分及び平成１３年３月期賦課決定
の取消しを求め、予備的に平成１３年３月期再更正の取消しを求めて、第二事件の訴えを提起した（当裁判所
に顕著な事実）。
  四　争点
    １　本案前の争点
      (一)　平成１２年３月期賦課決定、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の各取消しを求
める訴えについて、「審査請求についての裁決」を経たということができるか。
      (二)　平成１２年３月期賦課決定、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の各取消しを求
める訴えについて、「審査請求についての裁決」を経ていないとしても、そのことに「正当な理由」があるか。
      (三)　平成１２年３月期賦課決定、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の各取消しを求
める訴えについて、出訴期間を徒過しているか。
    ２　本案の争点
      (一)　原告がＮＴＴパーソナルから取得した本件資産の性質は、本件接続協定に基づきＮＴＴから電気通
信役務の提供を受ける権利（地位）であるか、あるいは、エントランス回線を利用する権利であるか。
      (二)　本件資産は、法人税法施行令１３３条に規定する少額減価償却資産に該当し、その取得価額全額
を一度に損金の額に算入することができるか否か。具体的には、本件資産の取得価額は、本件接続協定を１
単位として判断すべきか、あるいは、エントランス回線１回線を１単位として判断すべきか。
      (三)　原告がＮＴＴに支払った本件設置負担金は、法人税法施行令１３２条２号に規定する資本的支出に
該当し、損金の額に算入することができないか、あるいは、少額減価償却資産の取得価額に該当し、その全
額を一度に損金の額に算入することができるか。
  五　本案前の争点に関する当事者の主張の要旨
      本案前の争点に関する当事者の主張の要旨は、別紙１記載のとおりである。
  六　本案の争点に関する当事者の主張の要旨
      本案の争点に関する当事者の主張の要旨は、別紙２記載のとおりである。
第四　当裁判所の判断
  一　本案前の争点について
    １　認定事実
        前記前提事実に加え、証拠（甲１から４まで、１５、１７から２２まで、乙１）及び弁論の全趣旨を総合する
と、平成１２年３月期賦課決定、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の経緯について、以
下の事実を認めることができる。
      (一)　平成１２年３月期賦課決定の経緯について
        (1)　原告は、本件資産の取得価額及び平成１１年３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担金につい
て、平成１１年３月期の決算において、その全額を施設保全費として損金経理し、平成１１年６月３０日に、平
成１１年３月期確定申告をした。
        (2)　被告は、原告に対し、平成１２年３月２８日付けで、本件資産の取得価額及び本件設置負担金は少
額減価償却資産の取得価額に該当せず、損金の額に算入することはできないとの理由を付して、平成１１年３
月期更正（取消前）及び平成１１年３月期賦課決定（取消前）をした。
        (3)　原告は、平成１２年３月期の法人税について、平成１１年３月期更正（取消前）と同様の理由により
更正を受けることを避けるため、①平成１２年３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、損
金の額に算入した後に申告加算し、②平成１１年３月期に取得した本件資産の取得価額及び平成１１年３月
期にＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、その取得価額を申告減算するとともに、耐用年数２０
年の定額法により算定した減価償却限度額を超える金額を申告加算して、平成１２年６月３０日に、平成１２年
３月期確定申告をした。
        (4)　被告は、原告に対し、平成１３年３月２７日付けで、原告の平成１２年３月期の法人税について、本
件資産の取得価額及び本件設置負担金の損金算入の可否とは無関係の理由により、平成１２年３月期更正
及び平成１２年３月期賦課決定（取消前）をした。
            原告は、平成１３年３月２７日ころに平成１２年３月期更正及び平成１２年３月期賦課決定（取消前）を
知ったが、平成１２年３月期更正及び平成１２年３月期賦課決定（取消前）に対して、法定の期間内に不服申
立てをしなかった。
        (5)　原告は、被告に対し、平成１３年６月２７日、原告の平成１２年３月期の法人税について、平成１２年
３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担金は少額減価償却資産の取得価額に該当し、その全額を損金の額
に算入することができる旨主張して、平成１２年３月期更正の請求をした。なお、原告は、平成１２年３月期更
正の請求においては、平成１２年３月期賦課決定（取消前）及びその税額の基礎となった平成１２年３月期更
正について不服を有する旨主張しなかった。
        (6)　被告は、原告に対し、平成１３年９月２７日付けで、平成１２年３月期更正の請求に対し、本件資産
の取得価額及び本件設置負担金に関する平成１２年３月期確定申告における処理には誤りがないとの理由
を付して、平成１２年３月期通知処分（取消前）をした。
        (7)　原告は、平成１２年３月期通知処分（取消前）を不服として、国税不服審判所長に対し、平成１３年１
１月２６日、平成１２年３月期審査請求をした。



        (8)　国税不服審判所長は、平成１２年３月期審査請求について、平成１２年３月期更正及び平成１２年３
月期賦課決定（取消前）を通則法１０４条に基づいてあわせ審理して、本件資産の取得価額及び本件設置負
担金の損金算入の可否について判断し、平成１５年３月１８日付けで、平成１２年３月期通知処分（取消前）の
一部を取り消すとともに、平成１２年３月期通知処分（取消前）の一部取消しに伴って平成１２年３月期賦課決
定（取消前）の基礎となる税額が減少することを理由として、平成１２年３月期賦課決定（取消前）の一部を取り
消す旨の平成１２年３月期裁決をした。
        (9)　原告は、平成１５年５月２１日、本件資産の取得価額及び本件設置負担金は少額減価償却資産の
取得価額に該当し、その全額を損金の額に算入することができる旨主張して、平成１２年３月期通知処分及び
平成１２年３月期賦課決定の取消しを求めて、第一事件の訴えを提起した。
      (二)　平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の経緯について
        (1)　原告は、平成１３年３月期の法人税について、平成１１年３月期更正（取消前）と同様の理由により
更正を受けることを避けるため、①平成１３年３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、損
金の額に算入後に申告加算し、②本件資産の取得価額並びに平成１１年３月期及び平成１２年３月期に支出
した本件設置負担金合計額について、耐用年数２０年の定額法により算定した減価償却限度額を申告減算
して、平成１３年６月２７日に、平成１３年３月期確定申告をした。
        (2)　被告は、原告に対し、平成１４年４月３０日付けで、原告の平成１３年３月期の法人税について、本
件資産の取得価額及び本件設置負担金の損金算入の可否とは無関係の理由により、更正及び賦課決定を
した。
        (3)　原告は、被告に対し、平成１４年６月２８日、原告の平成１３年３月期の法人税について、本件設置
負担金は少額減価償却資産の取得価額に該当し、損金の額に算入することができる旨主張して、平成１３年
３月期更正の請求をした。
        (4)　被告は、原告に対し、平成１４年１０月１１日付けで、平成１３年３月期更正の請求に対し、本件設置
負担金に関する平成１３年３月期確定申告における処理には誤りがないとの理由を付して、平成１３年３月期
通知処分をした。
        (5)　原告は、平成１３年３月期通知処分を不服として、国税不服審判所長に対し、平成１４年１１月２９
日、平成１３年３月期審査請求をした。
        (6)　被告は、原告に対し、平成１５年５月３０日付けで、原告の平成１３年３月期の法人税について、本
件資産の取得価額及び本件設置負担金の損金算入の可否とは無関係の理由により、平成１３年３月期再更
正（取消前）及び平成１３年３月期賦課決定（取消前）をした。
            原告は、平成１５年５月３０日ころに平成１３年３月期再更正（取消前）及び平成１３年３月期賦課決定
（取消前）を知ったが、平成１３年３月期再更正（取消前）及び平成１３年３月期賦課決定（取消前）に対して、
法定の期間内に不服申立てをせず、平成１３年３月期審査請求の手続においても、平成１３年３月期賦課決
定（取消前）及びその税額の基礎となった平成１３年３月期再更正（取消前）に対して不服を有する旨主張し
なかった。
        (7)　国税不服審判所長は、平成１３年３月期審査請求について、平成１３年３月期再更正（取消前）及
び平成１３年３月期賦課決定（取消前）を通則法１０４条に基づいてあわせ審理して、本件資産の取得価額及
び本件設置負担金の損金算入の可否について判断し、平成１５年１１月１７日付けで、平成１３年３月期再更
正（取消前）を一部取り消すとともに、平成１３年３月期再更正（取消前）の一部取消しに伴い、平成１３年３月
期賦課決定（取消前）の基礎となる税額が減少することを理由として、平成１３年３月期賦課決定（取消前）の
一部を取り消し、平成１３年３月期通知処分に対する審査請求は棄却する旨の平成１３年３月期裁決をした。
        (8)　原告は、平成１６年２月１６日、本件資産の取得価額及び本件設置負担金は少額減価償却資産の
取得価額に該当し、損金の額に算入することができる旨主張して、主位的に平成１３年３月期通知処分及び
平成１３年３月期賦課決定の取消しを求め、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えについては、訴
えの利益が存在しないと判断される場合に備えて、予備的に平成１３年３月期再更正の取消しを求めて、第二
事件の訴えを提起した。
    ２　平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えの適法性について
      (一)　不服申立前置について
        (1)　通則法１１５条１項柱書本文は、国税に関する法律に基づく処分で不服申立てをすることができるも
のの取消しを求める訴えは、異議申立てをすることができる処分にあっては異議申立てについての決定を、
審査請求をすることができる処分にあっては審査請求についての裁決をそれぞれ経た後でなければ、提起す
ることができないと規定している。
            そこで、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えが、通則法１１５条１項柱書本文に規定する
不服申立前置の要請を満たし、適法な訴えということができるかどうかについて、以下検討する。
        (2)　通則法１１５条１項柱書本文が国税に関する処分について不服申立てを経由することを要求してい
るのは、国税に関する処分については、課税標準の認定が複雑かつ専門的であるため、司法審査を行う前
に、専門的な知識と経験を有する行政庁に再検討の機会を与え、その自主的解決を期待することにあると解
される。また同時に、不服申立前置を要求することは、大量かつ反復的に行われる国税に関する処分につい
て、訴訟が大量に提起されることを回避するとともに、税務行政の統一的、安定的運用を図ることを可能とする
ことをも目的とするものであると解される。
            そうすると、通則法１１５条１項柱書本文が、不服申立前置を要求した趣旨は、審査庁に国税に関す
る処分の当否について再検討させることに加えて、所定の期間内に不服申立てがされない限り、当該処分の
効果を前提として、その後の徴収事務等を行うことを可能とし、税務行政の安定を図ることにもあるということが
できる。
            このような通則法１１５条１項柱書本文の趣旨からすると、国税に関する処分については、その取消し
を求める訴訟が提起される前に、当該処分について納税者による不服申立てがされ、その不服申立てについ
ての決定又は裁決がされることが予定されているというべきである。また、このように解することは、通則法１１５
条１項柱書本文に規定する「異議申立てについての決定」又は「審査請求についての裁決」という文言にも合
致するというべきである。
            したがって、通則法１１５条１項柱書本文の規定する不服申立前置を満たすというためには、国税に



関する個々の処分について、納税者による不服申立てがされ、それについての裁決が経由されていることが
必要というべきである。
        (3)　本件について見ると、賦課決定は、通知処分とは別個の処分であるから、平成１２年３月期賦課決
定について「審査請求についての裁決」を経由したというためには、平成１２年３月期通知処分についての不
服申立てとは別個に、平成１２年３月期賦課決定について不服申立てが経由されていることが必要である。
            しかしながら、前記認定事実のとおり、原告は、平成１２年３月期通知処分（取消前）については不服
申立てをしたものの、平成１２年３月期賦課決定（取消前）について法定の期間内に不服申立てをせず、平成
１２年３月期審査請求において、平成１２年３月期賦課決定（取消前）について不服を有する旨主張もしなかっ
たのであるから、平成１２年３月期賦課決定については、不服申立てが経由されていないといわざるを得な
い。
            そうすると、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠くものというべき
である。
        (4)　これに対し、原告は、平成１２年３月期賦課決定（取消前）については、国税不服審判所長により平
成１２年３月期通知処分（取消前）とあわせ審理され、平成１２年３月期裁決において、その一部が取り消され
ているから、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは「審査請求についての裁決」を経由したという
べきである旨主張する。
            確かに、前記認定事実によると、国税不服審判所長は、原告が不服申立てをしていない平成１２年３
月期賦課決定（取消前）について、平成１２年３月期通知処分（取消前）とあわせ審理し、平成１２年３月期通
知処分（取消前）の一部取消しに伴って平成１２年３月期賦課決定（取消前）の基礎となる税額が減少すること
を理由として、平成１２年３月期賦課決定（取消前）の一部を取り消す旨の平成１２年３月期裁決をしたもので
ある。
            しかしながら、前示のとおり、平成１２年３月期賦課決定（取消前）について不服申立てがされていな
い以上、あわせ審理の結果、平成１２年３月期裁決により平成１２年３月期賦課決定（取消前）が一部取り消さ
れたとしても、平成１２年３月期賦課決定について、「審査請求についての裁決」が経由されたということはでき
ないというべきである。
            あわせ審理により平成１２年３月期賦課決定（取消前）が一部取り消されたということは、「審査請求に
ついての裁決」を経由していないことについて通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」があるか否か
の判断に当たって検討されるべき事情にすぎないというべきである。
            したがって、原告の上記主張は、採用することができない。
      (二)　通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」について
        (1)　前示のとおり、平成１２年３月期賦課決定については、不服申立てを経由していないというべきであ
るから、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えについては、通則法１１５条１項各号に規定する例外
要件に該当しない限り、不服申立前置を欠く不適法な訴えということになる。
            平成１２年３月期賦課決定については、通則法１１５条１項１号及び２号に該当しないことは明らかで
あるから、本件においては、同項３号に規定する「裁決を経ないことにつき正当な理由」があるか否かが問題と
なる。
        (2)　前記認定事実によると、原告は、平成１２年３月期賦課決定については不服申立てを経由していな
いが、国税不服審判所長は、原告が不服申立てをしていない平成１２年３月期賦課決定（取消前）について、
平成１２年３月期通知処分（取消前）とあわせ審理し、平成１２年３月期通知処分（取消前）の一部取消しに伴
って平成１２年３月期賦課決定（取消前）の基礎となる税額が減少することを理由として、平成１２年３月期賦課
決定（取消前）の一部を取り消す旨の平成１２年３月期裁決をしたものである。
        (3)　そこで検討するに、通知処分は、納税者からの更正の請求に対する課税庁による減額更正をしな
い旨の応答であり、納税者の更正の請求に対し課税庁が減額更正を拒否し、申告税額等について税額を全
体的に見直して減額をすることはしないことを確認する効果を有する処分である。したがって、通知処分は、
本税に関する処分であるが、その税額を確定する処分ではない。これに対し、賦課決定は、修正申告や増額
更正のように本税について申告税額等よりも増額する方向で税額を確定する処分に附帯して、過少申告の事
実に対する行政上の制裁として課されるものである。
            そうすると、通知処分及び賦課決定は、それぞれ目的及び効果を大きく異にする別個の処分である
というべきであり、また、増額更正と賦課決定の場合とは異なり、通知処分に附帯して賦課決定がされるという
関係にあるということもできない。
            したがって、通知処分と賦課決定は、全く別個の処分であるといわざるを得ず、密接な関係を有する
ものということもできないのであるから、通知処分について不服申立てを経由したことをもって、賦課決定に対
する関係でも不服申立前置の要件を実質的に満たしたという余地はないというべきである。
            以上によると、平成１２年３月期賦課決定について不服申立てを経ないことに通則法１１５条１項３号
に規定する「正当な理由」があるということはできない。
        (4)　これに対し、原告は、裁決により通知処分が一部でも取り消されれば、賦課決定は必然的に全部又
は一部が取り消されるという関係にあるから、通知処分が裁決をすべき行政庁により審理されているのであれ
ば、賦課決定についてもその見直しをすべき事由について審理されているということができ、通則法１１５条１
項の趣旨は満たされているというべきである旨主張する。
            確かに、通知処分に前後して、増額更正及びこれに附帯する賦課決定がされていた場合、国税不
服審判所長の裁決により、更正の請求に対して減額更正を拒否する処分である通知処分が一部でも取り消さ
れれば、この取消しに伴って賦課決定の基礎となる税額も減少することになり、賦課決定についても見直され
るべきものである。
            しかしながら、前示のとおり、通知処分と賦課決定は、目的及び効果を異にする別個の処分であっ
て、通知処分は税額を確定する処分ではないのであり、また、増額更正と賦課決定の場合と異なり、通知処分
に附帯して賦課決定がされるという関係にあるということもできない（本件においても、平成１２年３月期賦課決
定（取消前）は平成１２年３月期更正に伴ってされたものであり、平成１３年３月期賦課決定（取消前）は平成１
３年３月再更正（取消前）に伴ってされたものである。）。通知処分について裁決がされ、通知処分が一部取り
消されたとしても、直ちに賦課決定に影響を及ぼすものではなく、賦課決定について不服申立てを経由する



ことが無意味であるということもできないのである。
            したがって、原告の上記主張は、採用することができない。
        (5)　また、原告は、平成１２年３月期賦課決定（取消前）について審査請求が別途行われていたとして
も、結局は通則法１０４条１項に基づき通知処分についての審査請求と併合審理され、同条２項に基づくあわ
せ審理を経た場合と全く同一内容の裁決がされていたであろうことは明らかであるから、平成１２年３月期賦課
決定自体についての審査請求の有無を問うのは無意味である旨主張する。
            しかしながら、通則法１１５条１項柱書本文の趣旨からすると、国税に関する処分については、その取
消しを求める訴訟が提起される前に、納税者による不服申立てがされ、当該不服申立てについての決定又は
裁決がされることが予定されており、それがされないときは処分を前提とした徴収事務等が進められることは、
前示のとおりである。したがって、平成１２年３月期賦課決定（取消前）に対して審査請求を行うことが無意味で
あったということはできない。
            よって、原告の上記主張は、採用することができない。
        (6)　さらに、原告は、平成１２年３月期賦課決定（取消前）についての不服申立てにおいて、本訴におい
て主張している平成１２年３月期通知処分（取消前）の違法事由を主張すべきであるとすれば、更正の請求期
間が法定の期間よりも事実上短縮されることになってしまい、不当である旨主張する。
            しかしながら、賦課決定と通知処分とは別個の処分であって、それぞれについて違法事由を主張す
ることができるところ、たまたま通知処分の違法事由として主張すべき事柄を賦課決定の違法事由として主張
すべきであったとしても、そのことから直ちに、更正の請求期間が法定の期間よりも事実上短縮されるというこ
とはできない。したがって、そのことが不当であるとする余地はない。
            よって、原告の上記主張は、採用することができない。
        (7)　以上のとおり、平成１２年３月期賦課決定については、不服申立てが経由されておらず、そのことに
ついて通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」があると認めることはできないから、平成１２年３月期賦
課決定の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠く不適法な訴えというべきである。
      (三)　出訴期間について
        (1)　平成１６年法律第８４号による改正前の行政事件訴訟法（以下、単に「行政事件訴訟法」という。）１４
条１項は、取消訴訟について、処分があったことを知った日から３か月以内に提起しなければならないとして
いる。
            前記認定事実によると、原告は、平成１３年３月２７日ころに平成１２年３月期賦課決定（取消前）を知
ったが、平成１５年５月２１日になって平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えを提起したものである。
            そうすると、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、出訴期間を徒過して提起されたもの
というべきである。
        (2)　これに対し、原告は、平成１２年３月期賦課決定（取消前）は、平成１２年３月期通知処分（取消前）
とあわせ審理され、平成１２年３月期裁決で一部取り消されていること、また、平成１２年３月期賦課決定（取消
前）は、平成１２年３月期通知処分に関する判決が確定するまで不確定であり、平成１２年３月期通知処分と別
個に出訴期間を論じる利益はないことからすれば、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えの出訴
期間の起算日は、行政事件訴訟法１４条４項により、平成１２年３月期裁決の日と解すべきである旨主張する。
            しかしながら、行政事件訴訟法１４条４項は、処分について審査請求をすることができる場合につい
て、その審査請求に対する裁決があったことを知った日又は裁決の日を出訴期間の起算日とするものであ
る。
            本件においては、前示のとおり、平成１２年３月期賦課決定（取消前）については、不服申立てがされ
ておらず、審査請求に対する裁決がされたということはできない。そうすると、平成１２年３月期賦課決定の取
消しを求める訴えについて、行政事件訴訟法１４条４項を適用することはできないといわざるを得ない。
            したがって、原告の上記主張は、採用することができない。
        (3)　以上のとおり、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、出訴期間を徒過した不適法な
訴えというべきである。
      (四)　以上によると、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠くとともに、出
訴期間を徒過して提起されたものであるから、不適法な訴えというべきである。
    ３　平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えの適法性について
      (一)　不服申立前置について
          前記認定事実のとおり、原告は、平成１３年３月期通知処分については不服申立てをしたものの、平
成１３年３月期賦課決定（取消前）については法定の期間内に不服申立てしなかったのであるから、平成１３
年３月期賦課決定（取消前）については、不服申立てが経由されていないといわざるを得ない。
          そうすると、平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定の取消しを
求める訴えと同様の理由により、不服申立前置を欠くものというべきである。
      (二)　通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」について
          平成１３年３月期賦課決定については、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えと同様の理
由により、不服申立てが経由されておらず、そのことについて通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」
があると認めることはできないから、平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠く
不適法な訴えというべきである。
      (三)　出訴期間について
          前記認定事実によると、原告は、平成１５年５月３０日ころに平成１３年３月期賦課決定（取消前）を知っ
たが、平成１６年２月１６日になって平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えを提起したものである。
          そうすると、平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定の取消しを
求める訴えと同様の理由により、出訴期間を徒過して提起された不適法な訴えというべきである。
      (四)　以上によると、平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠くとともに、出
訴期間を徒過して提起されたものであるから、不適法な訴えというべきである。
    ４　平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの適法性について
      (一)　本件においては、平成１３年３月期通知処分（取消前）がされた後、平成１３年３月期再更正（取消
前）がされているところ、このような場合についても、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの利益



があるか否かが問題となり得る。
          この点、被告も、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの利益が存在する旨認めているとこ
ろであるが、当裁判所も、以下のとおり、この訴えの利益が存在するものと考える。
      (二)　通知処分は、納税者の減額更正の請求に対して、課税庁が減額更正をすることを拒否し、申告税
額等について税額を全体的に見直して減額をすることはしないことを確認する効果を有する処分であって、本
税の税額を確定する目的又は効果を有する処分ではない。これに対し、増額更正は、課税庁が課税要件事
実を全体的に見直し、申告税額も含めて全体としての税額を総額的に確定する目的及び効果を有する処分
である。
          もっとも、本件におけるような通知処分と増額更正は、同一の本税に関する納税義務に関するもので
あり、また、増額更正は納付すべき税額全体にかかわり、税額の総額を確定するものであるから、増額更正の
内容は通知処分の内容を包摂し、納税者は増額更正に対して取消訴訟をもって争えば足り、これとは別個に
通知処分を争う利益はないとする考え方もあるかもしれない。
          しかしながら、上述したところからすると、通知処分と増額更正は、目的、性質、効果ともに全く異なる
別個の処分であり、判断内容も必ずしも同一ではない。さらに、通知処分を取り消す旨の判決が確定すれば、
税務署長は、後の増額更正の有無にかかわらず、判決に従って総額的に正しい税額の確定行為としての減
額更正を行うこととなり（行政事件訴訟法３３条２項）、これによって納税者の利益の回復は実現されるのである
から、この点からしても、通知処分の取消しを求める利益があるというべきである。
          しかも、本件では、これに加え、後に判示するとおり、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えに
ついては、不服申立前置を欠き、不適法な訴えというべきであって、原告が平成１３年３月期再更正について
争うことはできないのである。
          これらに照らすと、少なくとも本件においては、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの利
益を否定する余地はないというべきである。
      (三)　以上によると、本件において、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの利益はあるという
べきである。
    ５　平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えの適法性について
      (一)　原告は、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの利益が存在しないと判断される場合に
備えて、予備的に平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えを提起している。
          前示のとおり、平成１３年３月期通知処分の取消しを求める訴えの利益を認めることができる以上、原
則として、予備的請求である平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについて判断する必要はないとい
うべきである。
          しかしながら、後に判示するとおり、平成１３年３月期通知処分の取消請求は棄却されるべきものである
ので、予備的請求である平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えの適法性についても判断することとす
る。
      (二)　不服申立前置について
          前記認定事実のとおり、原告は、平成１３年３月期通知処分に対しては不服申立てをしたものの、平成
１３年３月期再更正（取消前）について法定の期間内に不服申立てをしなかったのであるから、平成１３年３月
期再更正（取消前）については、不服申立てが経由されていないといわざるを得ない。
          そうすると、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求
める訴えと同様の理由により、不服申立前置を欠くものというべきである。
      (三)　通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」について
          平成１３年３月期再更正については、再更正も賦課決定と同様に通知処分とは目的及び効果を異に
する別個の処分であるから、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えと同様の理由により、不服申立
てが経由されておらず、そのことについて通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」があると認めること
はできない。
          したがって、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠く不適法な訴えとい
うべきである。
      (四)　出訴期間について
          前記認定事実によると、原告は、平成１５年５月３０日ころに平成１３年３月期再更正（取消前）を知った
が、平成１６年２月１６日になって平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えを提起したものである。
          そうすると、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求
める訴えと同様の理由により、出訴期間を徒過して提起された不適法な訴えというべきである。
      (五)　以上によると、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、不服申立前置を欠くとともに、出訴
期間を徒過して提起されたものであるから、不適法な訴えというべきである。
  二　本案の争点について
    １　認定事実
        前記前提事実に加え、証拠（各事実の後に付記する。）及び弁論の全趣旨を総合すると、以下の事実
を認めることができる。
      (一)　ＰＨＳについて（甲５、６、弁論の全趣旨）
        (1)　ＰＨＳは、もともとは家庭用のコードレス電話の子機の機能を向上させて、その子機端末を家庭での
みならず、屋外においても使用することができるように使用エリアを拡大させたものである。
            ＰＨＳ端末と基地局との間は無線による通信がされるため、ＰＨＳは、携帯電話と同様、移動しながら
の通話が可能であることが最大の特色である。
        (2)　ＰＨＳのシステム構成には、ＮＴＴ電話網の機能及びデータベースを活用してＰＨＳ事業を提供する
方式である「ＮＴＴ網依存型」とＰＨＳの交換機から回線設備まですべてを備えたＰＨＳのシステムをＮＴＴ電話
網との間で網間接続する方式である「ＮＴＴ網接続型」の２形態がある。
        (3)　原告が行っているＰＨＳ事業は、ＮＴＴ網依存型のシステムを採用しており、原告はＮＴＴ網依存型
ＰＨＳ事業者（活用型ＰＨＳ事業者）である。
            ＮＴＴ網依存型のシステムでは、ＰＨＳの加入者がＰＨＳ端末を利用して、固定電話と通話する場合の
通信経路は、①ＰＨＳ端末、②ＰＨＳ事業者の設置する基地局、③ＮＴＴの設置するエントランス回線、④ＮＴＴ



の設置するＰＨＳ接続装置、⑤共同線通信網、ＮＴＴ電話網等、⑥固定電話の順となる。
            ＰＨＳ加入者同士が、ＰＨＳ端末を利用して通話する場合の通信経路は、①ＰＨＳ端末、②ＰＨＳ事業
者の設置する基地局、③ＮＴＴの設置するエントランス回線、④ＮＴＴの設置するＰＨＳ接続装置、⑤共同線通
信網、ＮＴＴ電話網等、⑥ＮＴＴの設置するＰＨＳ接続装置、⑦ＮＴＴの設置するエントランス回線、⑧ＰＨＳ事
業者の設置する基地局、⑨ＰＨＳ端末の順となる。
        (4)　ＰＨＳは、携帯電話と比較して、一つの基地局がカバーするエリアの半径が数百メートル程度と狭
く、同一の範囲をカバーするためには、携帯電話よりも数多くの基地局を設置する必要がある。しかし、通信
中に基地局の電波が受信することができなくなった場合に、自動的に他の基地局の電波に切り替えて通信を
継続する機能であるハンドオーバー機能を用いることにより、ＰＨＳ利用者は、一つの基地局がカバーするエリ
アから他の基地局がカバーするエリアへと移動しながら通話を行うことが可能である。もっとも、ＰＨＳは、一つ
の基地局がカバーするエリアの半径が狭いため、移動中に頻繁にハンドオーバーが発生し、機能が追随する
ことができない可能性もあり、携帯電話に比較して、高速移動中の通話が困難である。
        (5)　ＰＨＳにおいては、固定電話と異なり、ＰＨＳ端末が移動するため、どの基地局から着信先のＰＨＳ端
末を呼び出せばよいのかという情報を、そのＰＨＳ端末への実際の呼出しを行う前に把握しておく必要があ
る。
            そこで、ＰＨＳ端末が位置登録に関する単位エリアを越えて移動した場合、新たな単位エリアの位置
情報が、自動的に当該ＰＨＳ端末から送出され、基地局、エントランス回線及びＰＨＳ接続装置を順に経由し
て、ＰＨＳ制御局に伝送され、当該ＰＨＳ端末の位置登録情報が更新される。
            ＮＴＴの設置するＰＨＳ制御局には、個々のＰＨＳ端末の位置登録情報が集積され、あるＰＨＳ端末の
番号に電話がかけられた場合、当該ＰＨＳ端末の位置として登録されている単位エリアに存在する基地局に
呼出信号を流し、それらの基地局に呼出信号を発信させ、ＰＨＳ端末による通話を開始させるという仕組みに
なっている。
        (6)　ＰＨＳは、一つの基地局でカバーすることができる通信エリアが狭く、接続可能な回線数も少ないこ
とから、各ＰＨＳ事業者は、多数の基地局を広範囲に、かつ重畳的に配置することにより、ＰＨＳサービスの利
便性を高めるよう努力している。
      (二)　ＰＨＳ事業者とＮＴＴの相互接続について（甲８から１２まで、２７、３８、乙９、弁論の全趣旨）
        (1)　本件接続約款の実施について
            本件資産の譲渡日当時、ＮＴＴの設置する電気通信設備は、電気通信事業法３８条の２第１項に基
づき、郵政大臣により、「他の電気通信事業者の電気通信設備との接続が利用者の利便の向上及び電気通
信の総合的かつ合理的な発達に欠くことのできない電気通信設備」（指定電気通信設備）として指定されてい
た。なお、本件資産の譲渡日当時、ＮＴＴの電気通信設備以外に、指定電気通信設備として指定された電気
通信設備はなかった。
            ＮＴＴは、電気通信事業法３８条の２第２項に基づき、ＮＴＴが設置する指定電気通信設備と他の電
気通信事業者（以下「他事業者」という。）の電気通信設備との接続に関し、ＮＴＴが取得すべき金額（以下「接
続料」という。）及び接続の条件について、本件接続約款を定め、郵政大臣の認可を受けて、平成１０年３月２
４日、本件接続約款を実施した。
        (2)　本件接続約款の規定について
            本件接続約款には、以下のような規定がある（この項において、括弧内の条項等は本件接続約款の
条項等を指す。）。
          ア　約款の適用
              ＮＴＴは、電気通信事業法３８条の２第２項及び４項の規定に基づき、ＮＴＴの指定電気通信設備と
他事業者の電気通信設備との相互接続に関し、接続料及び接続の条件について本件接続約款（料金表及
び技術的条件集を含む。）を定め、これにより他事業者との間で、ＮＴＴの指定電気通信設備との接続に関す
る協定（以下「相互接続協定」といい、ＮＴＴと相互接続協定を締結した電気通信事業者を「協定事業者」とい
う。）を締結し、ＮＴＴの指定電気通信設備との相互接続を行う（１条１項）。
          イ　定義
            (ア)　「電気通信サービス」とは、電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通
信設備を他人の通信の用に供することを指す（３条の３欄）。
            (イ)　「相互接続点」とは、ＮＴＴと他事業者との間の相互接続協定に基づく接続に係る電気通信設備
の接続点を指す（３条の４欄）。
            (ウ)　「相互接続通信」とは、相互接続点とＮＴＴの利用者の端末設備間の通信、相互接続点相互間
の通信であって、ＮＴＴの指定電気通信設備を経由するものを指し（３条の５欄）、「他社相互接続通信」とは、
相互接続点と協定事業者の利用者の端末設備間の通信又は相互接続点相互間の通信であって、協定事業
者の電気通信設備を経由するものを指す（３条の６欄）。
            (エ)　「契約者」とは、ＮＴＴ又は他事業者とＮＴＴ又は他事業者の契約約款に基づき契約を締結して
いる者を指し（３条の３３欄）、「利用者」とは、ＮＴＴ又は他事業者が提供する電気通信サービスを利用する者
を指す（３条の３４欄）。
            (オ)　「利用者料金」とは、利用者に提供される電気通信サービスに対して利用者が支払うべき料金
を指す（３条の３５欄）。
            (カ)　「役務区間合算料金」とは、相互接続通信及び他社相互接続通信において、役務提供区間に
かかわらず、ＮＴＴ又は協定事業者のうち特定の１の事業者が異なる電気通信事業者の役務提供区間を合わ
せて設定する利用者料金を指し（３条の３６欄）、「役務区間単位料金」とは相互接続通信及び他社相互接続
通信において、ＮＴＴ又は協定事業者が自己の役務提供区間ごとにそれぞれ設定する利用者料金を指す（３
条の３７欄）。
            (キ)　「加入者交換機」とは、電話サービス又は総合ディジタル通信サービスにおいて契約者回線又
は端末回線を収容するＮＴＴが指定する交換設備を指す（３条の４５欄）。
            (ク)　「基地局回線」とは、ＮＴＴの通信用建物に設置するＰＨＳ接続装置又はＮＴＴが指定する加入
者交換機と活用型ＰＨＳ事業者の設置する無線接続装置との間に設置される端末回線を指す（３条の５７
欄）。



            (ケ)　「ＰＨＳ接続装置」とは、位置登録、一斉呼出等ＰＨＳシステム特有の接続制御手順を実現する
ためのＮＴＴの設備であって、ＮＴＴの加入者交換機と基地局回線との間に設置されるものを指す（３条の５８
欄）。
          ウ　相互接続点の設置
              ＮＴＴ及び接続申込者は、ＮＴＴ又は接続申込者の契約者に対する電気通信役務の提供責任並
びにＮＴＴと接続申込者との固定資産及び保守の分界点とするために相互接続点を設置する（６条）。
          エ　接続により提供する機能
              ＮＴＴは、接続により、本件接続約款別表１（接続により提供する機能）の１－１に掲げる接続機能
（端末回線伝送機能、端末系交換機能及び市内伝送機能等）を提供する（１０条１項）。
          オ　接続の申込みと承諾
              接続申込者は、書面により、ＮＴＴに対して接続の申込みの意思表示を行い（１９条１項）、ＮＴＴは、
①電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき、②その接続によりＮＴＴの利益を不当に害
するおそれがあるとき、③接続申込者が、接続に関し負担すべき金額の支払を怠り又は怠るおそれがあると
き、④接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく困難であるとき
を除き、接続申込みを受け付けた順番に従って承諾する（２０条１項）。
          カ　接続用設備の設置の申込みと承諾
              活用型ＰＨＳ事業者である接続申込者は、ＮＴＴに対し、接続申込者の電気通信設備との接続に必
要となるＰＨＳ接続装置又はＰＨＳ制御局の設置の申込みを行うことができる（２１条１項）。接続申込者は、接
続用設備の設置のために、ＰＨＳ接続装置が設置されたＮＴＴの通信用建物ごとの基地局回線の回線数等を
記入した設備建設申込書を提出することを要する（２２条２号）。ＮＴＴは、接続用設備の設置の申込みがあっ
たときは、接続申込者が、接続に関し負担すべき金額の支払を怠り又は怠るおそれがあるとき、又は接続に応
ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく困難であるときを除き、その申
込みを承諾する（２３条１項）。ＮＴＴは、接続申込者と、接続対象地域、費用の概算額等の個別事項を含む個
別建設契約を締結する（２４条）。
          キ　基地局回線の申込み
              ＮＴＴは、活用型ＰＨＳ事業者から基地局回線の申込みがあった場合には、ＰＨＳ接続装置が設置
されたＮＴＴの通信用建物ごとにあらかじめ申し込まれた基地局回線の回線数を超えるときを除き、その申込
みを承諾する（３５条２項）。
          ク　相互接続協定の単位及び地位の移転
              ＮＴＴは、１の他事業者と１の相互接続協定を締結し（３８条）、協定事業者が電気通信事業の全部
を譲渡することにより、相互接続協定上の地位を移転しようとする場合、ＮＴＴの承諾がなければ、その効力を
生じない（３９条１項）。
          ケ　接続料
              ＮＴＴが設定する接続料は、料金及び工事又は手続に関する費用とする（５９条１項）。料金は、料
金表第１表（接続料金）に規定する接続料金とし、これを網使用料及び網改造料に分類する（５９条２項）。工
事又は手続に関する費用は、料金表第２表（工事費及び手続費）に規定する工事費又は手続費とする（５９条
３項）。
          コ　網使用料
            (ア)　定額制の網使用料
                協定事業者は、ＮＴＴの指定電気通信設備の機能の利用を開始した期日を含む月から起算し
て、ＮＴＴの指定電気通信設備との接続を終了した期日を含む月の前月までの期間について、料金表第１表
第１（網使用料）に規定する網使用料のうち月額で定める料金（以下「定額制の網使用料」という。）を支払うこ
とを要する（６１条１項）。
                本件接続約款第１表第１（網使用料）の２（料金額）の２－１（端末回線伝送機能）の区分「ＰＨＳ基
地局回線機能　基地局回線により接続する機能」には、単位「１回線ごとに月額」、料金額「１７４１円」、備考
「活用型ＰＨＳ事業者に限り適用します」と規定されている。
            (イ)　従量制の網使用料
                ＮＴＴの指定電気通信設備との接続において、網使用料のうち定額制の網使用料以外のもの（以
下「従量制の網使用料」という。）の支払を要する電気通信事業者は、接続形態ごとに、別表２第４表（従量制
網使用料支払事業者）に規定するところによる（６２条１項）。
                本件接続約款第１表第１（網使用料）の１（適用）の(2)には、ＮＴＴが利用者料金設定事業者となる
接続形態に係る網使用料については、協定事業者はその支払を要しないと規定されている。
          サ　網改造料
              協定事業者は、ＰＨＳ接続装置を利用して活用型ＰＨＳ事業者に係る通信を行うことができるように
する機能（以下「ＰＨＳ接続機能」という。）やＰＨＳ制御局を利用して活用型ＰＨＳ事業者のＰＨＳ端末の位置
登録等を行う機能（以下「ＰＨＳ網制御機能」という。）等に係る電気通信設備が撤去されるまでの期間につい
て、料金表第１表第２（網改造料）に規定する網改造料の支払を要する（６３条１項）。
          シ　工事費
            (ア)　協定事業者は、本件接続約款３５条に規定する工事の申込みの承諾を受けたときは、料金表
第２表第１（工事費）に規定する工事費の支払を要する（６４条１項）。協定事業者は、本件接続約款３５条２項
に規定する基地局回線の申込みの承諾を受けたときは、料金表第２表第２（手続費）に規定する手続費の支
払を要する（６５条２号）。
            (イ)　本件接続約款第２表第１（工事費）の２（工事費の額）の２－１（工事費）の区分「(11)ＰＨＳ基地局
回線設置工事費　活用型ＰＨＳ事業者が基地局回線を設置する工事に要する費用」には、単位又は工事費
の額「１基地局回線ごとに当社の電話サービス契約約款に規定する施設設置負担金に相当する額」、備考
「活用型ＰＨＳ事業者に限り適用します」と規定されている。
                ＮＴＴの電話サービス契約約款（以下「電話サービス約款」という。）料金表第２表（工事に関する
費用）の第１（施設設置負担金）の２（施設設置負担金の額）の区分「加入電話」には、１契約者回線ごとの施
設設置負担金の額について７万２０００円と規定されている。



            (ウ)　本件接続約款第２表第２（手続費）の２－１（手続費）の区分「(1)ＰＨＳ基地局回線設置手続費　
活用型ＰＨＳ事業者が、基地局回線を設置する場合の手続きに要する費用」には、単位「１回線ごとに」、手続
費の額「当社の電話サービス契約約款に規定する契約料に相当する額」、備考「活用型ＰＨＳ事業者に限り適
用します」と規定されている。
                そして、電話サービス約款料金表第１表第３（手続きに関する料金）の２（料金額）の料金種別「契
約料」には、単位「１契約ごとに」、料金額「８００円」と規定されている。
          ス　利用者料金の設定
              相互接続通信及び他社相互接続通信に係る利用者料金には、役務区間合算料金又は役務区間
単位料金がある（８４条１項）。
          セ　利用者料金の請求
              相互接続通信及び他社相互接続通信に係る利用者料金について、その料金債権を利用者に請
求し、回収する電気通信事業者は、利用者料金が役務区間単位料金であるときは相互接続通信に係る利用
者料金について、利用者料金が役務区間合算料金であるときは相互接続通信及び他社相互接続通信に係
る利用者料金について、その課金を行う（８５条、８７条１項）。
          ソ　利用者からの苦情に対する対応
              利用者料金を設定する電気通信事業者は、利用者からの通信料金若しくはサービス内容に関する
問い合わせ又はその他の苦情の受付及び対応を行うことを要する（８８条１項）。
        (3)　エントランス回線について
          ア　エントランス回線（基地局回線）は、活用型ＰＨＳ事業者の設置する基地局とＮＴＴの設置するＰＨＳ
接続装置の間を接続する有線伝送路設備である。
              エントランス回線によってＮＴＴと活用型ＰＨＳ事業者のそれぞれの電気通信設備が相互接続され
ることにより、ＮＴＴ又は活用型ＰＨＳ事業者と契約し電気通信役務の提供を受けている一般利用者（以下「エ
ンドユーザー」という。）は、エンドエンドのサービス（文字・画像・音声・データの情報のほか、位置登録情報、
認証情報等の様々な制御情報を伝達するサービス）の提供を受けることができる。
          イ　活用型ＰＨＳ事業者は、基地局とエントランス回線との相互接続点までの回線を所有しており、ＮＴ
Ｔは、相互接続点から先の回線及び相互接続点相互間の回線を所有している。
          ウ　ＮＴＴは、エントランス回線を設置、所有しており、１回線ごとに基地局番号及び回線番号を付して
保守、管理をしている。また、活用型ＰＨＳ事業者は、エントランス回線１回線ごとに設置の申込みをし、必要
に応じて、エントランス回線１回線ごとに、移転工事を申し込んでいる。
      (三)　原告とＰＨＳ契約者の関係について（甲３４、弁論の全趣旨）
        (1)　ＰＨＳサービス契約約款（以下「ＰＨＳサービス約款」という。）の規定について
            原告のＰＨＳサービス約款には、以下のような規定がある（この項において、括弧内の条項等はＰＨＳ
サービス約款の条項等を指す。）。なお、本件営業譲渡契約以前のＮＴＴパーソナルのＰＨＳサービス約款も
ほぼ同様のものであった。
          ア　約款の適用
              原告は、電気通信事業法３１条及び３１条の４の規定に基づき、ＰＨＳサービス約款を定め、これに
よりＰＨＳサービスを提供する（１条１項）。
          イ　定義
            (ア)　「ＰＨＳサービス」とは、ＰＨＳの基地局を開設して提供する電話網を使用した電気通信サービス
を指す（３条の５欄、６欄）。
            (イ)　「契約者回線」とは、ＰＨＳサービスに係る契約に基づいて無線基地局設備と契約の申込者が
指定する移動無線装置との間に設定される電気通信回線を指す（３条の２５欄）。
            (ウ)　「相互接続点」とは、原告と原告以外の電気通信事業者との間の相互接続協定に基づく接続に
係る電気通信設備の接続点を指す（３条の３２欄）。
          ウ　原告が提供する通話
              原告の提供するＰＨＳサービスに係る通話は、すべて契約者回線と相互接続点との間の相互接続
通話である（４１条）。
          エ　通話料
              原告の契約者回線から行った通話に関する料金は、その通話に係る他社相互接続通話（協定事
業者の電気通信設備に係る通話をいう。）と合わせて定める（５１条１項、４３条）。相互接続通話に関する料金
については、その通話を行った契約者回線の契約者が通話時間と料金表の規定に基づいて算定した額の支
払を要する（５１条１項１号）。
          オ　責任の制限
              原告又は協定事業者の責めに帰すべき理由により、 ＰＨＳサービスの提供をしなかった場合には、
原告がＰＨＳ契約者の損害を賠償する（７０条１項）。
        (2)　ＰＨＳの通話料について
            ＰＨＳの通話料は、①ＰＨＳの回線使用料としての「基本使用料」、②留守番電話サービス等の使用
料としての「付加機能使用料」、③個々の通話料の合計金額としての「ダイヤル通話料」の合計であり、①及び
②は毎月一定額となるが、③は利用状況により変化する。
            原告は、原告が提供するＰＨＳサービスの契約者に対し、当該契約者による通話に用いられたＮＴＴ
の電気通信設備に係る通話料を含んだ通話料を請求し、回収している。
      (四)　ＮＴＴが提供するサービスについて（甲３３、乙７、８、弁論の全趣旨）
          ＮＴＴの電話サービス約款、専用サービス契約約款（以下「専用サービス約款」という。）及び平成１１年
７月１日にＮＴＴから長距離電話事業等を承継したエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下「ＮＴＴ
コミュニケーションズ」という。）が実施しているパケット交換サービス契約約款（以下「パケット交換サービス約
款」という。）には、以下のような規定がある。
        (1)　電話サービス約款
          ア　定義
            (ア)　「相互接続点」とは、ＮＴＴとＮＴＴ以外の第一種電気通信事業者又は第二種電気通信事業者



との間の相互接続協定に基づく接続に係る電気通信設備の接続点を指す（電話サービス約款３条の１９欄）。
            (イ)　「相互接続通話」とは、相互接続点との間の通話、相互接続点相互間の通話及びリルーティン
グ通話等（協定事業者からのリルーティング指示信号等の指示信号に基づき、ＮＴＴの電話網内で接続する
通話）を指す（電話サービス約款３条の２７欄、２８欄）。
          イ　契約の単位
              ＮＴＴは、契約者回線１回線ごとに１の加入電話契約を締結し、この場合、加入電話契約者は、１の
加入電話契約につき一人に限る（電話サービス約款８条）。
          ウ　相互接続点との間の通話等
              相互接続通話は、相互接続協定に基づきＮＴＴが別に定めた通話に限り行うことができる（電話サ
ービス約款６１条１項）。
          エ　相互接続通話の料金
              契約者、公衆電話の利用者又は相互接続通話の利用者は、相互接続協定に基づきＮＴＴ又は協
定事業者の契約約款及び料金表に定めるところにより、相互接続通話に関する料金の支払を要する（電話サ
ービス約款８１条１項）。相互接続通話に係る料金の設定又はその請求については、ＮＴＴ又は協定事業者が
行うものとし、接続形態別の具体的な取扱いについては、相互接続協定に基づきＮＴＴが別に定めるところに
よる（電話サービス約款８１条２項）。
        (2)　専用サービス約款
          ア　定義
              「専用サービス」とは、契約の申込み等により指定された区間においてＮＴＴが設置する電気通信
回線を使用して、符号、音響又は影像の電送を行う電気通信サービスを指す（専用サービス約款３条の３
欄）。
          イ　契約の単位
              ＮＴＴは、専用回線１回線ごとに１の専用契約を締結する（専用サービス約款８条）。
        (3)　パケット交換サービス約款
          ア　定義
              「パケット交換サービス」とは、主としてデータ通信の用に供することを目的としてパケット交換方式
により符号の伝送交換を行うための電気通信回線設備（パケット交換網）を使用して行う電気通信サービスを
指す（パケット交換サービス約款３条の３欄、４欄）。
          イ　契約の単位
              ＮＴＴコミュニケーションズは、他社接続契約者回線１回線ごとに１の第一種パケット交換契約を締
結し、この場合、第一種パケット交換契約者は、１の第一種パケット交換契約につき一人に限る（パケット交換
サービス約款９条）。
      (五)　原告又はＮＴＴパーソナルと、ＮＴＴ及びＰＨＳ契約者の関係について（甲８、３４、３６、弁論の全趣
旨）
        (1)　ＮＴＴパーソナルからＰＨＳ事業を譲り受けた原告は、本件接続約款及び本件接続協定に基づき、
各エントランス回線の設置をＮＴＴに申し込み、ＮＴＴが申込みを承諾して、一つのエントランス回線を設置す
るごとに、ＮＴＴに対して、工事費（施設設置負担金）７万２０００円及び手続費（契約料）８００円の合計７万２８０
０円の本件設置負担金を支払う義務を負っている。
            本件設置負担金は、７万２８００円の定額とされ、実際にかかった工事費用の額とは必ずしも連動して
いない。また、原告が、基地局が設置されている通信用建物と同一の通信用建物内における当該基地局の
移設を申し込む場合、実費による工事費用の負担があるものの、新たに本件設置負担金を支払うことなくエン
トランス回線の設置をしてもらうことができる。
        (2)　原告は、本件接続約款及び本件接続協定に基づき、エントランス回線１回線ごとに、定額制の網使
用料１７４１円及び従量制の網使用料を毎月支払う義務を負うとともに、ＰＨＳ接続機能やＰＨＳ制御機能等に
関して、網改造料を毎月支払う義務を負っている。
        (3)　原告とＮＴＴとの間では、ＰＨＳ発固定電話着の通話及び固定電話発ＰＨＳ着の通話の両者ともに、
原告が利用者料金設定を行うことになっているため、原告は、本件接続約款に基づき、ＮＴＴに対して従量制
の網使用料の支払義務を負っている。ただし、例えばＰＨＳ端末から「０１２０」で始まるフリーダイヤルへの通
話のように、ＮＴＴが利用者料金設定を行う通話については、ＮＴＴが原告に対して従量制の網使用料の支払
義務を負っている。
        (4)　原告は、ＮＴＴとの間において、ＰＨＳ発の通話について、本件接続約款に基づき、ＰＨＳの契約者
に対して、相互接続通信及び他社相互接続通信に係る利用者料金の請求及び回収を行っている。
        (5)　原告は、ＮＴＴとの間において、利用者料金を設定する電気通信事業者であるため、本件接続約
款に基づき、利用者からの通信料金若しくはサービス内容に関する問い合わせ又はその他の苦情の受付及
び対応を行っている。
            また、原告は、原告のＰＨＳサービス約款に基づき、原告又はＮＴＴの責めに帰すべき理由により、Ｐ
ＨＳサービスの提供をしなかった場合には、原告がＰＨＳ契約者の損害を賠償する義務を負っている。
        (6)　本件資産の譲渡日以前のＮＴＴパーソナル、ＮＴＴとＰＨＳ契約者の関係は、上記の原告、ＮＴＴ及
びＰＨＳ契約者の関係と同様であった。
      (六)　原告による本件資産の取得及び本件設置負担金の支出並びに確定申告における処理について
（甲１から４まで、１７から２２まで、乙１から４まで、弁論の全趣旨）
        (1)　平成１１年３月期
          ア　ＮＴＴパーソナルは、本件資産の譲渡日までに、ＮＴＴに対し、１５万３１７８回線のエントランス回線
の設置を申し込んで、本件設置負担金を合計１１１億５１３５万８４００円支払い、本件資産を有していた。
              原告は、本件営業譲渡契約により、ＮＴＴパーソナルから本件資産を代金額１１１億５１３５万８４００
円で取得した。
          イ　原告は、ＮＴＴに対し、平成１１年３月期中に７１５９回線のエントランス回線の設置を申し込み、本
件設置負担金合計５億２１１７万５２００円を支払った。
          ウ　原告は、平成１１年３月期の決算において、本件資産の取得価額１１１億５１３５万８４００円及び本



件設置負担金合計５億２１１７万５２００円を合計した１１６億７２５３万３６００円について、「施設保全費」として損
金経理し、平成１１年６月３０日に、平成１１年３月期確定申告をした。
        (2)　平成１２年３月期
          ア　原告は、ＮＴＴに対し、平成１２年３月期中に１万８８３９回線のエントランス回線の設置を申し込み、
本件設置負担金合計１３億７１４７万９２００円を支払った。
          イ　原告は、平成１２年３月期の決算において、本件設置負担金合計１３億７１４７万９２００円につい
て、「施設保全費」として損金経理した。
          ウ　原告は、平成１２年３月期の法人税の確定申告について、平成１１年３月期更正（取消前）と同様の
理由により更正を受けることを避けるため、①平成１２年３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担金合計１３億
７１４７万９２００円を申告加算し、②平成１１年３月期に取得した本件資産の取得価額及び平成１１年３月期に
ＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、「電気通信施設利用権（更正分）」として１１６億７７２４万３
６００円（そのうちエントランス回線に関する部分は１１６億７２５３万３６００円）を申告減算するとともに、耐用年
数２０年の定額法により算定した減価償却限度額を超える金額に３６１０万５１６０円を申告加算して、平成１２
年６月３０日に、平成１２年３月期確定申告をした。
        (3)　平成１３年３月期
          ア　原告は、ＮＴＴに対し、平成１３年３月期中に６６１回線のエントランス回線の設置を申し込み、本件
設置負担金合計４８１２万０８００円を支払った。
          イ　原告は、平成１２年３月期の決算において、本件設置負担金合計４８１２万０８００円について、「施
設保全費」として損金経理した。
          ウ　原告は、平成１３年３月期確定申告において、平成１３年３月期の法人税について、平成１１年３月
期更正（取消前）と同様の理由により更正を受けることを避けるため、①平成１３年３月期にＮＴＴに支払った本
件設置負担金合計４８１８万５６００円（４８１２万０８００円とすべきところを誤って４８１８万５６００円としたもの）を
申告加算し、②平成１１年３月期に取得した本件資産の取得価額並びに平成１１年３月期及び平成１２年３月
期にＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、耐用年数２０年の定額法により減価償却額を算定
し、「減価償却超過（エントランス回線）」として６億５５６５万８６４０円を申告減算して、平成１３年６月２７日に、
平成１３年３月期確定申告をした。
      (七)　少額減価償却資産に関する規定の改正経緯について（甲２９、３１、弁論の全趣旨）
        (1)　少額減価償却資産の取得価額の損金算入については、昭和２２年に、法人税法施行細則におい
て、「取得価額若しくは製作価額千円未満の固定資産を取得した場合において当該固定資産を固定資産と
して財産目録に記載しなかったとき」は、償却限度額に関する規定を適用しない旨の規定が新設された。
        (2)　昭和２６年改正において、上記規定の取得価額の上限が千円未満から１万円未満に引き上げられ
るとともに、「事業の開始又は拡張のために取得した固定資産」については、少額減価償却資産の取得価額
の損金算入の規定は適用がないとされた。
        (3)　昭和３６年改正において、少額減価償却資産の取得価額の損金算入の規定が適用される固定資
産について、「当該法人の業務の性質上基本的に重要な固定資産及び当該業務の固有の必要性に基づき
大量に保有される固定資産」を除くと規定された。なお、「事業の開始又は拡張のために取得した固定資産」
に関する上記規定は改正されなかった。
            そのため、①パチンコ屋のパチンコ台や貸衣装屋の貸衣装等のように業務の性質上基本的に重要
なものや、②旅館の浴衣や運送業者のパレット等のように業務の固有の必要性に基づき大量に保有されるも
の、③事業の開始又は拡張のために取得したもの等については、取得価額１万円未満の固定資産であって
も、少額減価償却資産としての損金算入をすることはできないこととなっていた。
        (4)　昭和３９年改正によって、取得価額の上限が１万円未満から３万円未満に引き上げられた。
        (5)　昭和４２年改正において、「業務の固有の必要性に基づき大量に保有される固定資産」及び「事業
の開始又は拡張のために取得した固定資産」についても、少額減価償却資産として、その取得価額を損金算
入することができるようになった。しかし、前記の「業務の性質上基本的に重要な固定資産」については、取得
価額３万円未満であってもその取得価額を損金算入することができないままとされた。
        (6)　昭和４５年改正において、取得価額の上限が３万円未満から５万円未満に引き上げられた。
        (7)　昭和４９年改正において、取得価額の上限が５万円未満から１０万円未満に引き上げられるととも
に、前記の「業務の性質上基本的に重要な固定資産」についても、取得価額が１０万円未満であれば、少額
減価償却資産として、その取得価額を損金算入することができるようになった。
        (8)　現行の法人税法施行令１３３条について、法人税基本通達７－１－１１（少額の減価償却資産又は
一括償却資産の取得価額）は、「令第１３３条《少額の減価償却資産の取得価額の損金算入》又は令第１３３
条の２《一括償却資産の損金算入》の規定を適用する場合において、取得価額が１０万円未満又は２０万円未
満であるかどうかは、通常１単位として取引されるその単位、例えば機械及び装置については１台又は１基ご
とに、工具、器具及び備品については１個、１組又は１そろいごとに判定し、構築物のうち例えば枕木、電柱等
単体では機能を発揮できないものについては一の工事等ごとに判定する。」としている（以下、この通達を「本
件通達」という。なお、本件通達中の「令」は法人税法施行令を指す。）。
    ２　少額減価償却資産の取得価額の判定方法について
      (一)　法人税法３１条に規定する減価償却の方法による減価償却資産の費用配分は、当該減価償却資
産の取得価額を企業の事業活動の用に供した各事業年度に適正に配分することにより、毎期の損益計算を
正確にするとともに、投下資本の回収を図ることを目的とするものである。
          そうすると、減価償却資産としての費用配分を行うためには、当該資産の事業への供用ができる状
態、すなわち、当該企業の事業活動において、当該資産がその用役を提供し得る状態、更に正確に言えば、
その資産としての機能を発揮することができる状態にあると評価できることが必要である。
      (二)　法人税法施行令１３３条に規定する少額減価償却資産の損金算入の制度も、上記のような減価償
却の費用配分の方法の特則である。したがって、少額減価償却資産の損金算入についても、当該減価償却
資産が、当該企業の事業活動において、資産としての機能を発揮することができる状態にあると評価できるこ
とが必要であると解すべきである。
          そうすると、少額減価償却資産に該当するか否かについても、一般的・客観的に、資産としての機能を



発揮することができる単位を基準にその取得価額を判断するのが最も自然な考え方であるというべきである。
そして、事業活動において資産としての機能を発揮することができる状態にあると評価し得る物は、通常、そ
の物単体で譲渡、取得等の取引が行われることがあるであろうから、このような機能の発揮を基準として資産
の単位を判断することは、取引実態にもそぐいやすい上、恣意的な取扱いを排して、一般的・客観的な会計
処理をすることを行いやすくするという意味でも、合理的である。
          さらに、前記認定事実のとおり、少額減価償却資産に関する規定の改正経緯を見ると、業務の性質上
基本的に重要な固定資産や、業務の固有の必要性に基づき大量に保有される固定資産、事業の開始や拡
張のために取得した固定資産については、少額減価償却資産に当たらないとされていた時期もあったが、現
在では、そのような除外規定は存在していない。そして、実質的に考えてみても、事業活動において、大量に
取得したり、あるいは、多数のものを合わせて活用することが多いものであったとしても、事業上の資産として
の機能を発揮し得る単位としての一個一個の単価が低廉なものは、通常は、時の経過による陳腐化や、買い
換え、一部更新等の早いものが多いであろうから、減価償却資産の適正な費用配分を考える上で、いたずら
にこのようなものを一まとめにして高額なものと評価して取り扱う必要はないというべきである。
          以上によると、少額減価償却資産に該当するか否かを判断するに当たっては、当該企業の事業活動
において、一般的・客観的に、資産としての機能を発揮することができる単位を基準にその取得価額を判断
すべきであって、業務の性質上基本的に重要であったり、事業の開始や拡張のために取得したものであった
り、多数まとめて取得したものであるなどといったことは、上記のようにして取得価額を判断する上で考慮され
るべき点ではないというべきである。
      (三)　本件通達は、法人税法施行令１３３条に規定する取得価額が１０万円未満であるかどうかは、「通常
１単位として取引されるその単位、例えば機械及び装置については１台又は１基ごとに、工具、器具及び備品
については１個、１組又は１そろいごとに判定し、構築物のうち例えば枕木、電柱等単体では機能を発揮でき
ないものについては一の工事等ごとに判定する」としている。
          本件通達に規定されている資産について見てみると、機械及び装置は１台又は１基ごとに、工具、器
具及び備品については一個、一組又は一そろいごとに、資産としての機能を果たすことから、通常それらを１
単位として取引されるものである。
          また、枕木や電柱等については、枕木が設置されるべき場所から１本が抜かれれば、他の枕木がその
ままであっても、その枕木上のレールを電車が安全に通過することができず、電線を支える電柱の１本が倒れ
れば、他の電柱がそのままであっても、その電線を用いた安全な送電をすることができないというように、１本
単位では資産としての機能を果たすことができず、通常は１本単位で取引されることもないものである。そのた
め、通常、資産としての機能を果たすことができる単位であると考えられる一件の工事等を単位として取得価
額を判定されるべきものである。
          そうすると、本件通達は、前示のとおり、一般的・客観的に、事業用資産としての機能を発揮することが
できるかどうかを基準として、減価償却資産の取得価額を判断すべきであるという判断方法につき、例を挙げ
て、これを具体的に示したものとして、その内容は正当であるというべきである。
        　なお、本件通達に規定されていない資産のうち、例えば、レンタルビデオ事業におけるレンタルビデオ
テープについて考えてみると、レンタルビデオ事業を営むためには、レンタルビデオテープの種類を多数そろ
えるとともに、人気のある種類については複数そろえておくことが必要である。しかし、レンタルビデオテープ
は、１本単位でレンタルされ、視聴されるものであるから、１本のレンタルビデオテープのみで資産として一般
的・客観的に独立して機能しているということができ、１本を単位として、その取得価額が判定されるべきもので
ある。このように、事業のために多数そろえておくことが通常必要な資産であっても、一つ一つが独立して機能
しているものについては、その一つ一つを単位として法人税法施行令１３３条の取得価額を判定するのが相
当である。
    ３　本件資産の機能、性質について
      (一)　本件においては、本件資産、すなわち、施設利用権等のうちエントランス回線に関するもの、数量１
５万３１７８、譲渡価額１１１億５１３５万８４００円が、一個の取得価額が１０万円未満のものとして、法人税法施
行令１３３条に規定する少額減価償却資産に該当するか否かが争われている。
          この点につき、被告は、本件資産は、本件接続協定に基づきＮＴＴのネットワークを利用してＮＴＴから
電気通信役務の提供を受けることができるという一個の権利、すなわち本件接続協定上の地位であり、ＮＴＴ
パーソナルが、このような地位の取得費用である権利金的な性格を有する本件設置負担金を支払い、原告が
本件設置負担金相当額の対価を支払ってＮＴＴパーソナルから上記の一個の地位の譲渡を受けたことによ
り、ＮＴＴから上記電気通信役務の提供を受けることができるようになったものであるから、本件資産の取得価
額、すなわち上記一個の地位の取得価額は、これを基地局回線（エントランス回線）の数によって算定した１１
１億５１３５万８４００円である旨主張する。
          これに対し、原告は、ＮＴＴパーソナルが本件設置負担金の支払により取得した権利は、相互接続の
ためのエントランス回線を利用する権利であって、原告はＮＴＴパーソナルからこの権利１５万３１７８回線分で
ある本件資産を譲り受けたものであるから、その取得価額はエントランス回線１回線ごとに見るべきであり、そ
の額は７万２８００円である旨主張する。
          そこで、本件資産の取得価額を判断するために、まず、本件資産、ひいてはエントランス回線利用権
なるものがどのような権利であるかについて検討することとする。
      (二)　ＮＴＴとＮＴＴパーソナル及び原告との関係
        　まず、電気通信事業における全国ネットワークを有するＮＴＴと活用型ＰＨＳ事業者であるＮＴＴパーソ
ナル及び原告との関係について検討することとする。
        (1)　電気通信事業法２条３号は、「電気通信役務」の意義を「電気通信設備を用いて他人の通信を媒介
し、その他電気通信設備を他人の通信の用に供すること」と定義している。そして、電気通信役務の代表的な
例が電話である。従来の固定電話の場合、電気通信事業者Ｂと契約する発信者Ａの端末から、Ｂの所有する
回線を経て、同じくＢと契約する受信者Ｃの端末へと電気通信が媒介されるというのが最も単純な図式であ
る。この場合に、Ｂの所有する回線が「電気通信設備」に当たり、ＢがエンドユーザーであるＡ及びＣに提供す
る役務が「電気通信役務」に当たることは、上記規定の文言上、明らかである。
        (2)　しかし、現在の電気通信事業が、このような単純な方式にとどまらず、複数の電気通信事業者の介



在する種々の通信媒介方式が生まれてきていることは、公知の事実である。
            本件のような活用型ＰＨＳ事業者が媒介するＰＨＳサービスの場合には、前記前提となる事実及び前
記認定事実に照らすと、発信者Ａの端末と受信者Ｃの端末との間に、無線中継、基地局、エントランス回線、
ＰＨＳ接続装置、共同線通信網等の多数の装置等が設けられ、電気通信がこれらを経由しており、エンドユー
ザーである発信者Ａの契約している電気通信事業者と、上記共同線通信網等を所有する電気通信事業者が
異なる場合も多いことが予想される。
            そのため電気通信事業法は、エンドユーザーに対して電気通信役務の提供を行っている複数の電
気通信事業者による相互接続について定めている（同法３８条）。
            そして、本件においても、前記認定事実のとおり、ＮＴＴは、本件接続約款を設けた上、他の電気通
信事業者との間で、ＮＴＴの指定電気通信設備との相互接続に関する協定を締結して、ＮＴＴの指定電気通
信設備との相互接続を行い、相互接続により、端末回線伝送機能、端末系交換機能及び市内伝送機能等を
提供することと規定されている（本件接続約款１条、１０条）。そして、ＮＴＴとＮＴＴパーソナル及び原告は、本
件接続約款に従い、本件接続協定を締結して、ＮＴＴがそのネットワークをＮＴＴパーソナル又は原告にも利
用させることにより、ＰＨＳ事業を展開していたわけである。
        (3)　このように見てくると、現在の複数の電気通信事業者が介在し得る電気通信においては、電気通信
役務の提供に関する契約関係は、エンドユーザーと一つの電気通信事業者との間において成立しているの
みならず、複数の電気通信事業者間においても、接続協定等により、一定の役務を行う権利義務関係や対価
の支払を含む契約関係が発生していると解すべきである。
        (4)　本件の場合も、前記認定事実に照らすと、活用型ＰＨＳ事業者であるＮＴＴパーソナル及び原告と、
これらと相互接続して、自社のネットワークを提供しているＮＴＴのシステム全体を見れば、ＮＴＴパーソナル又
は原告は、相互接続協定の締結及びエントランス回線の申込みとＮＴＴの承諾に基づき、ＮＴＴパーソナル又
は原告の設置した基地局とＮＴＴの設置したＰＨＳ接続装置及び共同線通信網とをつなぐＮＴＴ所有のエント
ランス回線（基地局回線）の設置費用を含む一定の対価、すなわち工事費（施設設置負担金）７万２０００円及
び手続費（手数料）８００円の合計額７万２８００円を負担することにより、電気通信設備である当該エントランス
回線を利用して、ＮＴＴパーソナル又は原告と契約する発信者ＡのＰＨＳ端末からの通信をＮＴＴのネットワー
クに乗せ、ＮＴＴから所定の機能の提供を受けることにより、Ａからの通信を受信者Ｃに伝達するというＰＨＳ事
業を展開しているということができる。
            そうすると、ＮＴＴパーソナル及び同社から本件資産を譲り受けて譲渡の承諾も得た原告は、自己の
契約者Ａの発信した通信を、無線中継と自己の設置した基地局を経由した上、電気通信設備であるＮＴＴ所
有のエントランス回線を利用して、ＮＴＴ所有のＰＨＳ接続装置、共同線通信網等へと媒介し、もって、ＮＴＴを
して、ＮＴＴパーソナル又は原告の契約したエンドユーザーであるＡに電気通信役務を提供させる権利を取得
し、ＮＴＴにその対価を支払う義務を負担しているものと解すべきである。
      (三)　原告がＮＴＴパーソナルから取得した権利の機能、性質
          以上によれば、原告がＮＴＴパーソナルから取得した上記権利は、本件接続約款及び本件接続協定
を前提とするものではあるが、本件接続協定上の地位などといった抽象的ないし包括的なものではなく、ＮＴＴ
パーソナル又は原告がＮＴＴに対して有する、ＰＨＳサービス契約を締結した自社の契約者に、個別の当該エ
ントランス回線を利用して、ＮＴＴのＰＨＳ接続装置、共同線通信網等と相互接続し、ＮＴＴのネットワークを利
用して電気通信役務を提供させる権利（以下「本件エントランス回線利用権」という。）であり、この権利を得る
ための対価として、ＮＴＴパーソナル及び原告は、エントランス回線１回線につき、７万２８００円の工事費（施設
設置負担金）及び手数料（契約料）を支払っているものというべきである。
    ４　本件資産の取得価額について
      (一)　以上を前提として検討するに、原告は、ＮＴＴパーソナルから、ＮＴＴのＰＨＳ接続装置等と相互接続
し、ＮＴＴのネットワークを利用して、自己のＰＨＳ契約者に対して電気通信役務を提供させる権利である本件
エントランス回線利用権１５万３１７８回線分を本件資産として譲り受けたということができる。
      (二)　そして、前記認定事実に照らすと、本件エントランス回線利用権は、活用型ＰＨＳ事業者である原告
にとって、ＰＨＳ事業を行う上で、必要不可欠の重要な資産である。
          また、ＰＨＳは、携帯電話と比較して、一つの基地局がカバーするエリアの半径が数百メートル程度と
狭いため、活用型ＰＨＳ事業者は、同一の範囲をカバーするためには、携帯電話よりも数多くの基地局を設置
する必要があり、ＰＨＳ利用者の通話の利便性のためには、ＰＨＳ事業の営業地域内において、相当数の基
地局を設置して、エントランス回線を設置することが必要である。さらに、ＰＨＳは、一つの基地局でカバーする
ことができる通信エリアが狭く、接続可能な回線数も少ないことから、各ＰＨＳ事業者は、多数の基地局を広範
囲に、かつ、重畳的に配置することにより、ＰＨＳサービスの利便性を高めるよう努力しているのである。
          しかしながら、前記認定事実によると、エントランス回線は、一定の範囲内をカバーする１基地局のみ
を対象としてその機能を発揮するものであり、一個のエントランス回線があれば、当該基地局のエリア内にお
いてＰＨＳ利用者がＰＨＳ端末から固定電話又は携帯電話に通話することに支障はないし、また、固定電話又
は携帯電話から当該エリア内のＰＨＳ端末との間で通話することにも支障はないと認めることができる。このよう
に、前記工事費及び手続費からなる本件設置負担金をＮＴＴに支払って取得した本件エントランス回線利用
権の機能は、単体のエントランス回線の利用によって発揮することができる。
      (三)　そうすると、本件エントランス回線利用権は、ＮＴＴパーソナル又は原告の事業活動において、一般
的・客観的には、１回線で、基地局とＰＨＳ接続装置との間の相互接続を行うという機能を発揮することができ
るものであるから、その取得価額は、ＮＴＴパーソナルの場合も、また、これをまとめて同社から譲り受けた原告
の場合も、エントランス回線１回線の単価である７万２８００円であると認めるのが相当である。
    ５　被告の主張について
      (一)　以上に対し、被告は、本件資産は、本件接続協定に基づきＮＴＴから電気通信役務の提供を受ける
ことができるという一個の本件接続協定上の地位であるなどとして、その取得価額を１１１億５１３５万８４００円と
主張するので、以下検討する。
      (二)　本件接続協定上の一個の地位について
        (1)　被告は、ＮＴＴパーソナルがＮＴＴに支払った本件設置負担金は、エントランス回線設置のための工
事費等の実費を負担するものではなく、ＮＴＴのネットワークを利用することができるという本件接続協定上の



地位を取得し、ＮＴＴのネットワークへの出入口となる相互接続点を設けるごとに工事費等の名目で７万２８００
円をＮＴＴに対し負担したものであって、本件接続協定上の地位の取得費用すなわち権利金的な性格を有す
るというべきである旨主張するので、まず、この点について検討する。
        (2)　前記前提事実及び前記認定事実に加え、弁論の全趣旨を総合すると、①活用型ＰＨＳ事業者であ
るＮＴＴパーソナルは、ＰＨＳ事業を行うために、ＮＴＴの設置するＰＨＳ接続装置、ＰＨＳ制御局等の設備及び
その機能を活用することが必要不可欠であったこと、②活用型ＰＨＳ事業者がＮＴＴと相互接続をするために
は、本件接続約款に基づき、ＮＴＴの指定電気通信設備との間で相互接続協定を締結する必要があること
（本件接続約款１条１項）、③本件接続約款は、一つの電気通信事業者と一つの相互接続協定を締結するこ
ととしており、相互接続協定上の地位の移転にはＮＴＴの承諾が必要であること（本件接続約款３８条、３９条１
項）、④ＮＴＴとＮＴＴパーソナルの相互接続においては、ＮＴＴとＮＴＴパーソナルが、それぞれ利用者に対
し、相互接続点を責任分界点として、自己の電気通信設備に関する電気通信役務を提供する関係であったこ
と、⑤ＮＴＴパーソナルがＮＴＴと相互接続するためには、ＮＴＴが設置するＰＨＳ接続装置とＮＴＴパーソナル
が設置する基地局との間に、有線伝送路設備であるエントランス回線を設置する必要があること、⑥このような
エントランス回線をＮＴＴに設置してもらうためには、まずＮＴＴとの間で相互接続協定を締結しなければならな
いこと、⑦本件接続約款に基づく相互接続協定を締結する際、ＮＴＴパーソナルからＮＴＴに対して何の対価
の支払もされていないこと、⑧電気通信事業法及び本件接続約款において、ＮＴＴは相互接続及びエントラン
ス回線の設置の申込みに対し、原則として承諾する義務を負っていること（電気通信事業法３８条、本件接続
約款２０条１項）、⑨ＮＴＴパーソナルは、基地局とエントランス回線との相互接続点までの回線を所有し、ＮＴ
Ｔは、相互接続点から先の回線及び相互接続点相互間の回線を所有していること、⑩ＮＴＴは、エントランス
回線を設置、所有しており、１回線ごとに基地局番号及び回線番号を付して保守、管理をしており、ＮＴＴパー
ソナルは、エントランス回線１回線ごとに設置の申込みをし、必要に応じて、エントランス回線１回線ごとに、移
転工事を申し込んでいたこと、⑪ＮＴＴパーソナルは、本件接続約款及び本件接続協定に基づき、エントラン
ス回線の設置をＮＴＴに申し込み、ＮＴＴが申込みを承諾して、エントランス回線を設置するごとに、ＮＴＴに対
して、工事費（施設設置負担金）７万２０００円及び手続費（契約料）８００円の合計７万２８００円の本件設置負
担金の支払義務を負っていたこと、⑫本件設置負担金は、７万２８００円の定額とされ、エントランス回線の設
置の際に実際に支出した工事費用等の額とは連動しておらず、基地局が設置されている通信用建物と同一
の通信用建物内における当該基地局の移設を申し込む場合には、新たに本件設置負担金を支払うことなく
エントランス回線の設置を受けることができたこと、⑬ＮＴＴパーソナルは、本件接続約款及び本件接続協定
に基づき、エントランス回線１回線ごとに、定額制の網使用料１７４１円及び従量制の網使用料を毎月支払う義
務を負うとともに、ＰＨＳ接続機能やＰＨＳ制御機能等に関して、網改造料を毎月支払う義務を負っていたこと
を認めることができる。
        (3)　以上のとおりの活用型ＰＨＳ事業におけるエントランス回線の重要性、エントランス回線の機能と性
質及び所有・管理の状況、本件接続約款及び本件接続協定の内容、相互接続及びエントランス回線の申込
みと承諾、相互接続に関する接続料等の有無と内容等に照らすと、①ＮＴＴパーソナルが活用型ＰＨＳ事業を
行うためには、ＮＴＴと相互接続することが必要不可欠であり、②ＮＴＴパーソナルが、ＮＴＴと相互接続するた
めには、一つの相互接続協定を締結し、相互接続協定に基づいてエントランス回線を設置してもらう必要があ
り、相互接続協定の締結がエントランス回線設置の前提となっており、③しかし、相互接続協定が締結された
としても、エントランス回線が設置されなければ、ＮＴＴパーソナルの基地局等とＮＴＴのネットワークとの間を相
互接続することは不可能であって、相互接続協定を締結するのみでは意味がないのであり、④エントランス回
線は１回線ごとに管理されており、エントランス回線を設置してもらうには、エントランス回線１回線ごとに設置
の申込みをするとともに、７万２８００円の本件設置負担金を支払う必要があり、⑤本件設置負担金を支出して
エントランス回線を設置してもらうことにより、初めて当該エントランス回線を利用した相互接続が可能となり、
財産的価値が生ずるということができ、⑥ＮＴＴパーソナルは、エントランス回線の設置の際に本件設置負担
金を支払うとともに、その後当該エントランス回線を利用して通信を行うために、定額制の網使用料及び従量
制の網使用料の支払を行ってきたということができる。
            他方、ＮＴＴパーソナルは、ＮＴＴと相互接続協定を締結したのみでは、エントランス回線により物理
的に相互接続がされていないことから、活用型ＰＨＳ事業を行うことは不可能であり、相互接続をするために
は、個々のエントランス回線を設置することが不可欠である。そして、相互接続協定の締結には何らの対価も
必要なく、また、原則としてＮＴＴは相互接続を承諾する義務を負っていることからすると、相互接続協定の締
結のみでは、いまだ具体的な財産的価値はなく、本件設置負担金を支払って個々のエントランス回線が設置
されることによって、当該エントランス回線を利用した相互接続が可能となり、初めて具体的な財産的価値も生
ずると見るべきである。
            また、個々のエントランス回線の設置について見ると、ＮＴＴパーソナルは、エントランス回線１回線ご
とに設置の申込みをし、本件設置負担金を支払うとともに、その後も、エントランス回線を利用するために、当
該エントランス回線についての網使用料を支払う必要があったものである。
        (4)　このように見てくると、ＮＴＴパーソナルが活用型ＰＨＳ事業を行うためには、ＮＴＴとの間で相互接続
協定を締結した上で、本件設置負担金を支払ってエントランス回線を設置してもらい、当該エントランス回線を
利用してＮＴＴの指定電気通信設備と相互接続することが必要不可欠であり、相互接続協定の締結自体は、
エントランス回線の設置の前提にすぎないというべきである。
            そうすると、本件設置負担金は、ＮＴＴパーソナル又は原告が、個々のエントランス回線を利用して相
互接続を可能とし、ＮＴＴをして、ＮＴＴパーソナル又は原告のＰＨＳ契約者に電気通信役務を提供させる権利
を取得するために支払われるものであるというべきである。
            したがって、前述したとおり、ＮＴＴパーソナル又は原告は、本件設置負担金を支払うことによって、
財産上の具体的な権利である、個々のエントランス回線を用いてＮＴＴのネットワークと相互接続し、ＮＴＴをし
て、エンドユーザーに電気通信役務を提供させる権利、すなわち本件エントランス回線利用権を取得したもの
というべきである。
        (5)　これと異なり、被告は、本件設置負担金が７万２８００円の定額とされ、実際の工事費用の額とは連
動していない上、基地局が設置されている通信用建物と同一の通信用建物内における当該基地局の移設を
申し込む場合には、新たに本件設置負担金を支払うことなくエントランス回線の設置を受けることができること



からすれば、ＮＴＴパーソナルが支払った本件設置負担金は、本件接続協定上の地位の取得費用すなわち
権利金的な性格を有するものである旨主張する。
            しかしながら、前示のとおり、相互接続協定の締結のみでは具体的な財産的価値はなく、本件接続
協定上の地位を有していても、個々のエントランス回線の設置がされなければ、相互接続は不可能であること
からすると、本件設置負担金は個々のエントランス回線の設置と利用のために支払われたものであって、単に
本件接続協定上の地位を取得するための費用の支払であると考えることはできないというべきである。
            したがって、被告の上記主張は、採用することができない。
      (三)　相互接続協定ごとの権利の成立について
        (1)　被告は、電話サービス約款、専用サービス約款及びパケット交換サービス約款（以下、これらを合
わせて「電話サービス約款等」という。）の規定と本件接続約款の規定の違いによれば、相互接続における他
事業者の接続する権利は、相互接続協定ごとに成立する旨主張する。
            確かに、前記認定事実のとおり、電話サービス約款等においては、それぞれの契約が１回線ごとに
成立する旨明示的に規定されており、本件接続約款は、これらとは規定ぶりが異なる。
            しかしながら、電気通信事業者の間でのみ締結される相互接続協定と、エンドユーザーと締結される
こともある電話サービス契約、専用サービス契約及びパケット交換サービス契約（以下、これらを合わせて「電
話サービス契約等」という。）を同様に考えることはできない。
            また、ＮＴＴパーソナルは、本件営業譲渡契約を締結した時点で、電話加入権は１２５０回線、専用線
は５６回線、パケット回線は５０回線しか有していなかったのに対し、エントランス回線は１５万３１７８回線有して
いたものである。エントランス回線は、活用型ＰＨＳ事業者がＮＴＴと相互接続をするために設置されるものであ
り、ＰＨＳサービスの利便性を高めるために多数設置されるものである。これに対して、電話サービス契約等に
おいては、エントランス回線のような特殊性は存在しない。
            したがって、電話サービス契約等と相互接続協定を同列に考えることはできず、電話サービス約款等
の規定との対比により、本件エントランス回線利用権の取得価額を判定する単位に影響を及ぼすことはできな
いというべきである。
    ６　本件資産の少額減価償却資産該当性
      (一)　以上検討してきたところによると、本件資産は、本件エントランス回線利用権１５万３１７８回線分であ
り、その取得価額は、個々の本件エントランス回線利用権の取得価額である７万２８００円であるというべきであ
る。
          したがって、本件資産の取得価額は、１０万円未満であるから、本件資産の取得価額は、少額減価償
却資産の取得価額として、事業の用に供した事業年度である平成１１年３月期において、その金額を損金の
額に算入することができるというべきである。
      (二)(1)　ところで、少額減価償却資産に該当するというためには、そもそも、法人税法２条２３号、法人税
法施行令１３条にいう減価償却資産に該当する必要があるので、念のためこの点についても判断することとす
る。
        (2)　原告は、本件エントランス回線利用権が法人税法施行令１３条８号ソに規定する「電気通信施設利
用権」に該当する旨主張する。
            そこで検討するに、法人税法施行令１３条８号ソは、前記のとおり、電気通信施設利用権について、
「電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１２条第１項（事業の開始の義務）に規定する第一種電気通信
事業者に対して同法第４１条第１項（電気通信設備の維持）に規定する事業用電気通信設備の設置に要する
費用を負担し、その設備を利用して同法第２条第３号（定義）に規定する電気通信役務の提供を受ける権利
（電話加入権及びこれに準ずる権利を除く。）」と定義している。
            そうすると、ＮＴＴから電気通信役務の提供を直接受けているのは、ＮＴＴパーソナル又は原告等と契
約したエンドユーザーであるから、ＮＴＴパーソナル又は原告は、ＮＴＴから電気通信役務の提供を受けておら
ず、そもそも、本件エントランス回線利用権は、法人税法施行令１３条８号ソに規定する「電気通信役務の提供
を受ける権利」に該当しないのではないかという見方もあり得ないではない。
        (3)　しかし、既に述べたとおり、現在の電気通信事業は、電気通信事業者Ｂと契約する発信者Ａの端末
から、Ｂの所有する回線を経て、同じくＢと契約する受信者Ｃの端末へ電気通信が媒介されるという単純な方
式だけでなく、エンドユーザーであるＡの端末とＣの端末との間に、無線中継や複数の電気通信事業者の所
有する電気通信設備が介在して、通信が媒介され、その複数の通信事業者間で、電気通信役務の提供に関
する契約関係が成立し、対価の支払も行われていることも多いのである。
            そうすると、エントランス回線の使用により、電気通信事業者であるＮＴＴの所有するＰＨＳ接続装置
等と相互接続し、ＮＴＴのネットワークを利用して、ＮＴＴをして、自己のＰＨＳ契約者に電気通信役務を提供さ
せることのできる権利である本件エントランス回線利用権も、既に判示したネットワークの実態、契約関係、対
価の支払等に照らせば、「費用を負担し、その設備を利用して…（中略）…電気通信役務の提供を受ける権
利」に含まれると解すべきである。直接に電気通信役務の提供を受ける者が自社ではなく、自社の契約する
エンドユーザーであることは、上記解釈を妨げるものではないと解すべきである。
        (4)　また、法人税法施行令１３条８号ソの趣旨に照らして、より実質的に考察してみても、「電気通信施
設利用権」は、権利であって、時の経過や使用によって価値が減少するものではないかのように見えるにもか
かわらず、法人税法施行令１３条８号ソが「電気通信施設利用権」を減価償却資産とした趣旨は、当該権利に
ついて市場が形成されているわけではなく、また、一般にその利用形態が専用的なものであって、営業譲渡
等の場合でなければ譲渡によって投下資本を回収することも事実上困難であるため、償却を認めることによっ
て投下資本を費用配分することが合理的と考えられたことにあると解される。
            そうすると、前記認定事実のとおり、本件エントランス回線利用権は、活用型ＰＨＳ事業者がＮＴＴと相
互接続を行うときのみに取得される権利であって、専らＰＨＳ事業を行う目的で、活用型ＰＨＳ事業者のみが利
用するものであることや、原則として電気通信事業の譲渡とともにしか譲渡することができないことからすると、
本件エントランス回線利用権については、法人税法施行令１３条８号ソが「電気通信施設利用権」を減価償却
資産とした趣旨に合致するものというべきである。
            また、仮に、本件エントランス回線利用権が「電気通信施設利用権」に該当しないとすると、法人税法
施行令１３条には、本件エントランス回線利用権が該当すると考えられる規定は他に存在しないから、本件エ



ントランス回線利用権については、減価償却資産に該当しないことになり、減価償却を行うことができなくなっ
てしまう。これは、前記の法人税法施行令１３条８号ソの趣旨に照らして、著しく不当な結果を招くものであると
いうべきである。
        (5)　また、本件エントランス回線利用権は、電話加入権及びこれに準ずる権利には、当たらないと解す
べきである。以上によると、本件エントランス回線利用権については、法人税法施行令１３条８号ソに規定する
「電気通信施設利用権」として、減価償却資産に該当するというべきである。
      (三)　以上によれば、本件資産は、法人税法施行令１３３条所定の少額減価償却資産に該当する。
    ７　原告が直接ＮＴＴに支払った本件設置負担金について
      (一)　被告は、エントランス回線を増設すると、ＮＴＴのネットワークへの相互接続点が増加し、利用可能区
域の拡大又は高密度化をもたらし、ＮＴＴから電気通信役務の提供を受ける権利である本件資産の価値を高
めるということできるから、原告のＮＴＴに対する本件設置負担金の支出は、法人税法施行令１３２条２号の資
本的支出に該当する旨主張する。
      (二)　しかしながら、被告の主張は、本件資産が本件接続協定上の一個の地位であることを前提とするも
のであるところ、前示のとおり、本件資産については、個々のエントランス回線ごとにその単位を考えるべきで
あるから、被告の主張は前提を欠くものというべきである。
          また、前示のとおり、本件設置負担金の支払によりＮＴＴパーソナル又は原告は、本件エントランス回
線利用権を個別に取得するものであるから、本件エントランス回線利権が追加的に取得されたとしても、既に
取得されていた本件エントランス回線利用権に何らかの改良等が加えられ、価値が増大するものではない。
          そうすると、本件資産の取得後に、原告が、本件エントランス回線利用権を追加取得するために支払
った本件設置負担金は、法人税法施行令１３２条２号の資本的支出に該当するということはできず、個々の本
件エントランス回線利用権の取得価額に当たるというべきである。
          そして、その取得価額は７万２８００円であって、１０万円未満であるから、法人税法施行令１３３条所定
の少額減価償却資産に該当し、事業の用に供された事業年度である平成１１年３月期において損金の額に
算入することができるというべきである。
    ８　平成１１年３月期更正の適法性について
      (一)　以上のとおり、本件資産の取得価額及び平成１１年３月期中に直接ＮＴＴに支払った本件設置負担
金は、少額減価償却資産の取得価額として、平成１１年３月期において損金の額に算入することができるとい
うべきである。
          そうすると、原告の平成１１年３月期の所得金額は１０５２億４３５５万９６９６円、納付すべき法人税額は３
３９億００３２万０５００円となる。この所得金額及び納付すべき法人税額の計算根拠は、以下のとおりである。
        (1)　所得金額　　　　　　　　　１０５２億４３５５万９６９６円
            上記金額は、次のア及びイの各金額を合計し、ウの金額を控除した金額である。
          ア　申告所得金額　　　　　　１０４３億５９７７万５４００円
              上記金額は、原告の平成１１年３月期確定申告書に記載された所得金額である。
          イ　所得金額に加算すべき金額　　　９億１０３２万２４１８円
              上記金額は、原告の平成１１年３月期の所得金額に加算されるべき金額であって、当事者間に争
いがないものである。
          ウ　所得金額から減算すべき金額　　　　２６５３万８１２２円
              上記金額は、原告の平成１１年３月期の所得金額から減算すべき金額であって、当事者間に争い
がないものである。
        (2)　所得金額に対する法人税額　　３６３億０９０２万７８５５円
            上記金額は、前記(1)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率１００分の３４．５を乗じて計算した金額である。
        (3)　法人税額の特別控除額　　　　　１９億３９５４万１２２２円
            上記金額は、原告が平成１１年３月期確定申告書に記載した法人税額の特別控除額であって、当事
者間に争いがないものである。
        (4)　法人税額から控除される所得税額等
                                            ４億６９１６万６１２５円
            上記金額は、法人税法６８条１項（ただし、平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定する法
人税額から控除される所得税額であって、当事者間に争いがないものである。
        (5)　納付すべき法人税額　　　　　３３９億００３２万０５００円
            上記金額は、前記(2)の金額から前記(3)及び(4)の金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規定
に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
        (6)　確定申告に係る法人税額　　　３３５億９５４１万５０００円
            上記金額は、原告が平成１１年３月期確定申告書に記載した法人税額である。
        (7)　差引納付すべき法人税額　　　　　３億０４９０万５５００円
            上記金額は、前記(5)の金額から前記(6)の金額を差し引いた金額である。
      (二)　以上のとおり、平成１１年３月期における原告の納付すべき法人税額は前記(一)(5)記載の３３９億０
０３２万０５００円であり、平成１１年３月期更正により認定された法人税額３７８億６１３６万５５００円を下回る。
          したがって、平成１１年３月期更正のうち、納付すべき法人税額３３９億００３２万０５００円を超える部分
は、違法であって、取り消されるべきである。
    ９　平成１１年３月期賦課決定の適法性について
        原告の平成１１年３月期における法人税に係る過少申告加算税の額は、前記８(一)(7)記載の３億０４９０
万５５００円を基礎として、３億０４９０万円（通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数を切り捨てた
後のもの）に対して、通則法６５条１項に規定する１００分の１０の割合を乗じて算定した３０４９万円となる。
        そうすると、平成１１年３月期賦課決定における過少申告加算税の額４億２６５９万５０００円は、上記の法
定の計算による過少申告加算税の額３０４９万円を上回る。
        したがって、平成１１年３月期賦課決定のうち、過少申告加算税３０４９万円を超える部分は違法であっ
て、取り消されるべきである。



    10　平成１２年３月期通知処分の適法性について
      (一)　前記認定事実によると、原告は、平成１２年３月期の法人税について、平成１１年３月期更正（取消
前）と同様の理由により更正を受けることを避けるため、①平成１２年３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担
金合計１３億７１４７万９２００円について、損金の額に算入した後に申告加算し、②平成１１年３月期に取得し
た本件資産の取得価額及び平成１１年にＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、「電気通信施設
利用権（更正分）」として１１６億７７２４万３６００円（そのうちエントランス回線に関する部分は１１６億７２５３万３６
００円）として申告減算するとともに、耐用年数２０年の定額法により算定した減価償却限度額を超える金額に
ついて、「減価償却超過額エントランス（更正分）」として１１０億８８９０万６９２０円を申告加算して、平成１２年３
月期確定申告をしたものである。
      (二)　前示のとおり、原告が平成１２年３月期中に直接ＮＴＴに支払った本件設置負担金は、少額減価償
却資産の取得価額として、平成１２年３月期において損金の額に算入することができるというべきである。そう
すると、平成１２年３月期確定申告における処理のうち、前記(一)①の平成１２年３月期にＮＴＴに支払った本
件設置負担金合計１３億７１４７万９２００円を申告加算した処理は是正されるべきものである。
      (三)　また、前示のとおり、本件資産の取得価額及び平成１１年３月期中に直接ＮＴＴに支払った本件設
置負担金についても、同様に少額減価償却資産の取得価額として、平成１１年３月期において損金の額に算
入することができるというべきである。
          原告は、平成１２年３月期通知処分の取消しの訴えについて、平成１２年３月期確定申告における処
理のうち前記(一)②の処理の是正を明示的には求めていないが、前示のとおり、平成１１年３月期更正が取り
消されるべきである以上、平成１１年３月期更正（取消前）を前提として原告が行った前記(一)②の処理は、そ
の根拠を失うものであって、是正されるべきものである。
      (四)　そこで、平成１２年３月期確定申告における処理を上記のとおり是正した場合、原告の平成１２年３
月期の所得金額は２５５５億２７１７万４６５０円、納付すべき法人税額は７３０億８６８０万７０００円となる。この所
得金額及び納付すべき法人税額の計算根拠は、以下のとおりである。
        (1)　所得金額　　　　　　　　　２５５５億２７１７万４６５０円
            上記金額は、次のアの金額から次のイ及びウの金額を差し引いた上で、次のエ及びオの金額を加算
した金額である。
          ア　平成１２年３月期通知処分における所得金額
                                      ２５６２億６４６８万４７５９円
              上記金額は、国税不服審判所長が平成１２年３月期裁決において認定した所得金額であり、平成１
２年３月期について確定している原告の所得金額である。
          イ　平成１２年３月期において支出された本件設置負担金の合計額　 　　　　　　　　　１３億７１４７万９
２００円
              上記金額は、原告が平成１２年３月期確定申告において「減価償却超過額エントランス（１１年度
分）」として申告加算した金額である。
          ウ　「減価償却超過額エントランス（更正分）」として申告加算された金額 　　　　１１０
億８８９０万６９２０円
              上記金額は、原告が平成１２年３月期確定申告において申告加算した金額である。
          エ　前記イの金額のうち、平成１２年３月期裁決において、平成１２年３月期通知処分の一部取消しの
基礎に用いられた金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０３４万２４１１円
              上記金額は、前記イの金額のうち、平成１２年３月期裁決において、所得金額に含まれるべきでは
ないと認定され、前記アの金額の計算において既に控除されている金額であり、前記アの金額から前記イの
金額を単純に差し引いただけであると、二重に控除されてしまう金額なので、足し戻しているものである。
          オ　「電気通信施設利用権（更正分）」として申告減算された金額のうちエントランス回線に関する部分
                                        １１６億７２５３万３６００円
              上記金額は、原告が平成１２年３月期確定申告において申告減算した金額である。
        (2)　所得金額に対する法人税額　　７６６億５８１５万２２００円
            上記金額は、前記(1)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率１００分の３０（経済社会の変化等に対応して早急に講ず
べき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律１６条１項による置き換え後のもの）を乗じて計算した金
額である。
        (3)　法人税額の特別控除額 　３２億３８０４万０５９８円
            上記金額は、法人税額から控除される特別控除額であって、当事者間に争いがないものである。
        (4)　法人税額から控除される所得税額等
                                            ３億３３３０万４５５９円
            上記金額は、法人税法６８条１項に規定する法人税額から控除される所得税額であって、当事者間
に争いがないものである。
        (5)　納付すべき法人税額　　　　　７３０億８６８０万７０００円
            上記金額は、前記(2)の金額から、前記(3)及び(4)の各金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の
規定に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
      (五)　以上のとおり、平成１２年３月期における原告の納付すべき法人税額は７３０億８６８０万７０００円であ
り、平成１２年３月期更正により認定された法人税額７３３億０８０６万円を下回るから、平成１２年３月期更正のう
ち、納付すべき法人税額７３０億８６８０万７０００円を超える部分は、違法であって、取り消されるべきである。
    11　平成１３年３月期通知処分の適法性について
      (一)　前記認定事実によると、原告は、平成１３年３月期の法人税について、平成１１年３月期更正（取消
前）と同様の理由により更正を受けることを避けるため、①平成１３年３月期中に直接ＮＴＴに支払った本件設
置負担金合計４８１８万５６００円（正しくは４８１２万０８００円とすべきところを誤って４８１８万５６００円としたもの）
について、損金の額に算入した後に申告加算し、②平成１１年３月期に取得した本件資産の取得価額並びに
平成１１年３月期及び平成１２年３月期中に直接ＮＴＴに支払った本件設置負担金合計額について、平成１１
年３月期更正（取消前）を前提として減価償却額を算定し、「減価償却超過（エントランス回線）」として６億５５６



５万８６４０円を申告減算して、平成１３年３月期確定申告をしたものである。
      (二)　前示のとおり、原告が平成１３年３月期中に直接ＮＴＴに支払った本件設置負担金は、少額減価償
却資産の取得価額として、平成１３年３月期において損金の額に算入することができるというべきである。そう
すると、平成１３年３月期確定申告における処理のうち、前記(一)①の平成１３年３月期中直接にＮＴＴに支払
った本件設置負担金合計４８１８万５６００円を申告加算した処理は是正されるべきものである。
      (三)　また、前示のとおり、本件資産の取得価額並びに平成１１年３月期及び平成１２年３月期中に直接Ｎ
ＴＴに支払った本件設置負担金についても同様に、少額減価償却資産の取得価額として、それぞれ平成１１
年３月期及び平成１２年３月期において損金の額に算入することができるというべきである。
          原告は、平成１３年３月期通知処分の取消しの訴えについて、平成１３年３月期確定申告における処
理のうち前記(一)②の処理の是正を明示的には求めていないが、前示のとおり、平成１１年３月期更正が取り
消されるべきである以上、平成１１年３月期更正（取消前）を前提として原告が行った前記(一)②の処理は、そ
の根拠を失うものであって、是正されるべきものである。
          そこで、平成１３年３月期確定申告における処理を上記のとおり是正した場合、原告の平成１３年３月
期の所得金額は、以下のとおり、２８４９億０１８３万１８４９円となる。
        (1)　平成１３年３月期再更正における所得金額
                                      ２８４２億９３３３万７７９１円
            上記金額は、国税不服審判所長が平成１３年３月期裁決において認定した所得金額であり、原告の
平成１３年３月期について確定している所得金額である。
        (2)　平成１２年３月期において支出された本件設置負担金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８１
８万５６００円
            上記金額は、原告が平成１３年３月期確定申告において「減価償却超過（エントランス回線）」として
申告加算した金額である。
        (3)　前記(2)の金額のうち、平成１３年３月期裁決において、平成１３年３月期再更正の一部取消しの基
礎に用いられた金額
                                                  １０２万１０１８円
            上記金額は、前記(2)の金額のうち、平成１３年３月期裁決において所得金額に含まれるべきではな
いと認定され、前記(1)の金額の計算において既に控除されている金額であり、前記(1)の金額から前記(2)の
金額を単純に差し引いただけであると、二重に控除されていることとなってしまう金額なので、足し戻している
ものである。
        (4)　「減価償却超過（エントランス回線）」として申告減算した金額　　　　　　　　　　　　　　　　６億５５６５万
８６４０円
            上記金額は、原告が、平成１１年３月期更正（取消前）を前提として、本件資産の取得価額並びに平
成１１年３月期及び平成１２年３月期にＮＴＴに支払った本件設置負担金について、耐用年数２０年の定額法
により減価償却額を算定し、申告減算したものである。
        (5)　所得金額　　　　　　　　　２８４９億０１８３万１８４９円
            上記金額は、前記(1)の金額に前記(3)及び(4)の各金額を加算し、前記(2)の金額を差し引いた金額
である。
      (四)　以上のとおり、平成１３年３月期確定申告における処理を是正した場合の所得金額は２８４９億０１８
３万１８４９円であり、平成１３年３月期再更正における所得金額２８４２億９３３３万７７９１円を上回る。
          したがって、平成１３年３月期通知処分は適法というべきである。
  三　結論
      以上によれば、平成１２年３月期賦課決定、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の各
取消しを求める訴えは、不適法であるから、いずれも却下することとし、平成１１年３月期更正のうち納付すべ
き法人税額３３９億００３２万０５００円を超える部分、平成１１年３月期賦課決定のうち過少申告加算税３０４９万
円を超える部分、及び平成１２年３月期通知処分のうち納付すべき法人税額７３０億８６８０万７０００円を超える
部分は、いずれも違法であるから、これらをその限度で一部取り消すこととし、原告のその余の請求（平成１３
年３月期通知処分の取消しを求める請求全部を含む。）は、理由がないから、いずれも棄却することとし、訴訟
費用の負担について行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条、６４条本文を適用して、主文のとおり判決す
る。
　　　　　東京地方裁判所民事第３８部

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　菅野博之

　　　　　　　　　　　　　 裁判官　　　鈴木正紀

          裁判官馬場俊宏は転補につき署名押印することができない。

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　菅野博之

別紙１（本案前の主張に関する当事者の主張の要旨）

第一　被告の主張
  一　平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えについて
    １　不服申立前置について



      (一)　不服申立前置の趣旨
        (1)　国税に関する法律に基づく処分（以下「国税に関する処分」という。）について不服申立前置主義が
採用された根拠は、①行政処分に対する司法審査をする前に、当該行政処分の当否につき一応行政庁に再
審理、再考慮の機会を与え、その自主的解決を期待することができるという点のみならず、②国税の賦課は大
量的・回帰的であることから、不服申立前置を要求することは、訴訟のはん濫を回避し、税務行政の統一的運
用に資するところが大きいという点にもある。すなわち、不服申立前置制度の下では、行政庁は、その処分に
ついて所定の期間内に不服申立てがされない限り、不可争力により、以後その処分の効果を前提として徴税
事務等の処理を重ねていくことができるのであり、不服申立前置及びこれを前提とする不可争力の発生には、
税務行政の早期安定の要請も含まれている。
            上記の不服申立前置の趣旨からすると、納税者が、自己に不利益な国税に関する処分について、
不服申立期間内に不服を申し立てることは、不可争力を遮断するという積極的な意義を有する。
            したがって、通則法１１５条１項柱書本文は、適法な不服申立てがされ、これについての裁決がされ
た場合を規定しているというべきである。
        (2)　不服申立前置制度の下では、審査請求の対象となる処分と取消訴訟の対象となる処分とは同一で
なければならないと解すべきである。また、通則法の定める「審査請求」とは、国税に関する処分に対する異議
申立てについての決定があった場合、当該決定を経た後の処分になお不服のある者が、原処分の違法又は
不当を理由として、その取消し・変更を求めて国税不服審判所長に対して申し立てる権利救済のための手続
であり、審査請求は、審査請求に係る処分を記載した書面を提出してしなければならない（通則法８７条１項１
号）。したがって、審査請求は、処分を特定し、納税者において救済を求める範囲を明らかにして行われるも
のであり、審査請求の対象について、必ずしも審査請求書に記載された審査請求に係る処分欄記載の処分
に限定されるものではないが、少なくとも、審査請求書の記載を合理的に解釈しても、不服を申し立てていると
認められない処分については、審査請求の対象とされていないといわざるを得ない。
            そして、賦課決定は、通知処分と別個の処分であるから、その効力を訴訟で争う場合、通知処分に
対する不服申立てとは別個に不服申立てをしなければならない。
      (二)　あわせ審理の特殊性
        (1)　通則法１０４条２項から４項までに規定するあわせ審理は、適法な不服申立てを経ていない他の処
分についても、国税不服審判所長の裁量によって、審理の範囲を拡張し、必要に応じて当該処分の全部又
は一部を取り消すことを認める極めて特殊な制度である。
            すなわち、通則法は、原則として、１１５条１項各号に規定する例外事由がない限り、不服申立てをす
ることができる処分の取消訴訟を提起することはできないと定めており、不服申立期間経過後にされた審査請
求等の不適法な審査請求に対して裁決があっても、不服申立前置を充足しない。
            これに対して、あわせ審理の場合、国税不服審判所長は、通則法１１５条１項各号に規定する例外事
由の有無を問わず、不服申立期間を経過した処分、すなわち不可争となった処分についても、その裁量をも
って審理の対象とすることができる。このような特殊な制度が認められる根拠は、更正と再更正等複数の処分
の間に不可分の牽連関係があることが考慮され、他方において、同一の課税標準に関する行政庁の判断の
統一を図る必要があるなどの行政上の要請があることにある。
        (2)　更正の請求は、納税申告書を提出した者が、その申告内容を自己に有利に是正することを求めて
行政庁に是正権の発動を請求する行為である。通知処分は、是正権の発動を拒否し、申告税額等について
更正の請求額まで減額することを認めない旨確認する効果を持つ処分であって、本税に関する処分である
が、その税額を確定する処分ではない。
            これに対し、賦課決定は、本税について申告税額等よりも増額する方向で税額を確定する処分（増
額更正等）に附帯して、一種の行政上の制裁として課されるものである。このように、通知処分と賦課決定とは
その性質を異にするものであり、賦課決定は通知処分に附帯するものでもなく、通知処分と賦課決定との間に
は、増額更正と賦課決定の間のような不可分の牽連関係があるとはいえない。
        (3)　また、通則法１０４条２項は、不服申立てを経ていないがあわせ審理の対象とし得る処分を、他の更
正決定等、すなわち「更正若しくは第２５条（決定）の規定による決定又は賦課決定」（通則法５８条）と定めて
いる。
            これに対し、通知処分に関する通則法１０４条４項は、「前２項の規定は、更正の請求に対する処分に
ついて不服申立てがされている場合において、当該更正の請求に係る国税の課税標準等又は税額等につ
いてされた他の更正又は決定」があるときについて準用すると規定しており、不服申立てを経た通知処分とあ
わせ審理し得る処分に賦課決定を含めていない。
            この規定は、通知処分と賦課決定との間においては、不可分の牽連関係があるとはいえず、あわせ
審理を認める根拠に乏しいことに照らして、あえて賦課決定を含めない文言を用いて定められたものと解すべ
きである。
      (三)　「審査請求についての裁決」とあわせ審理との関係
        (1)　通則法１１５条１項柱書本文は、不服申立前置の原則を採用することを明らかにするために「審査請
求についての裁決」を経ることを要すると規定し、同項柱書ただし書において、審査請求がされていないか、
又は審査請求はされたが裁決がされていない場合、すなわち「審査請求についての裁決がされていない処
分」について、例外的に提訴することができる事由を定めている。
            このような条文の構造からして、審査請求がされていない処分を対象とする裁決は、「審査請求につ
いての裁決」に含まれないと解すべきである。
        (2)　また、実質的に見ても、あわせ審理は、審査請求がされていない処分について、通則法１１５条１項
各号に規定する例外事由を問わず、国税不服審判所長の裁量で、審理範囲の拡張を認める極めて特殊な
制度である。特に、通知処分に係る審査請求の審理において、賦課決定をあわせ審理することは、通則法１０
４条４項が本来予定するところではない。
            それにもかかわらず、国税不服審判所長が、通知処分に対する審査請求の審理において、賦課決
定をあわせ審理し、あわせ審理した賦課決定の一部を取り消したからといって、当該賦課決定について「審査
請求についての裁決」がされた場合に当たると解すれば、国税不服審判所長の裁量判断によって、訴訟要件
を備えたり、備えなかったりするという事態を許容することになる。これは、納税者間の平等に反し、不合理で



ある。
        (3)　そもそも、不可争力は、行政庁も変動し得ないという意味での不可変更力を意味するものではなく、
現に、税務署長は、国税の更正、決定等の期間制限に反しない限り、更正、決定等をすることができる（通則
法７０条）。逆に、このように、行政庁が、判決によらず、通則法の規定に基づく処分によって、従前の処分の
内容を変更し得るからといって、自ら不服を申し立てることを怠ったために納税者の側から従前の処分を裁判
上争えないという意味での不可争力が消滅するわけではない。
            同様に、国税不服審判所長が、行政機関として、裁量により、不服申立てがされていない他の処分
についてあわせ審理をし、裁決を行ったとしても、これによって当該処分に関する不可争力が消滅するわけで
はない。
      (四)　本件について
          以上によれば、通知処分の審査請求についての審理、裁決において、賦課決定について、あわせ審
理により審理され、その一部を取り消す旨の裁決がされた場合であっても、当該賦課決定との関係では、「審
査請求についての裁決」を経た場合に該当しないと解すべきである。
          本件について、原告は、国税不服審判所長に対し、平成１２年３月期通知処分について、平成１２年３
月期審査請求をしたが、平成１２年３月期賦課決定については、別個に審査請求をしていない。
          したがって、原告は、平成１２年３月期賦課決定について、「審査請求についての裁決」を経ていない
から、通則法１１５条１項各号に規定する例外事由が認められない限り、平成１２年３月期賦課決定の取消しを
求める訴えは不適法である。
    ２　通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」について
      (一)　通則法１１５条１項３号の趣旨
          国税に関する処分で不服申立てをすることができるものの取消しを求める訴えについては不服申立前
置が必要とされ、二つの処分については、個別に不服申立前置を経て、不服の意思を明らかにすることが原
則である。
          通則法１１５条１項３号後段は、行政庁に審査・裁決させることに意味がない場合の例外規定である。
関連する二つの処分の一方について、同号に規定する「正当な理由」がある場合とは、一方の処分について
不服申立ての経由を不要とすることに合理的理由が認められるか否かをそれぞれの処分の目的・性質・効果
等の関連において判断し、各処分が実質的に同一であるとか、一つの処分について不服申立てをした以上
他の処分について不服申立てをすることが無意味と見られることが明らかな場合等がこれに当たると解され
る。
          もっとも、二つの処分について、判断の時点や周辺事情が異なる場合、その一方の処分についての
裁決庁の判断の内容がどれだけ正確に予測することができるかは疑問であるから、安易に審査請求の省略を
認めるべきではない。
      (二)　通知処分に対する不服申立てと賦課決定との関係
          通知処分は、税額を確定する効果を持たないという性質上、賦課決定を伴う処分ではなく、あわせ審
理に関する規定を見ても、通知処分と賦課決定との間に直接的な関連性がないことは明らかである。
          また、通知処分は、賦課決定の基礎となる更正との関係でも、本税の税額を確定する効果を有するか
否かという点で性質を異にしており、更正と増額更正についていわゆる吸収説に立つ見解であっても、通知
処分と増額更正との間には、吸収関係は存しないと考えられている。
          以上のとおり、通知処分と賦課決定とは、その目的・性質・効果等を異にするものであり、実質的に同
一の処分であるとはいえない。また、通知処分について不服申立てをした以上、賦課決定について不服申立
てをすることが無意味と見られることが明らかであるとはいえない。
          したがって、通知処分について適法な不服申立てを経ているとしても、賦課決定について不服申立て
を経ていないことについて、通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」があるとはいえない。
      (三)　本件について
          平成１２年３月期賦課決定は、平成１２年３月期通知処分とは処分の日を異にし、それぞれに不服申
立ての教示がされている。それにもかかわらず、原告は、平成１２年３月期賦課決定のみならず、その税額の
基礎を確定する平成１２年３月期更正について、不服申立期間内に審査請求をしなかった。その後、原告は、
平成１２年３月期更正の請求をした時点でも、平成１２年３月期賦課決定に対して不服を申し立てることはな
く、平成１２年３月期審査請求の審査請求書に平成１２年３月期賦課決定に不服がある旨の記載をしていない
など、終始、平成１２年３月期賦課決定について、不服を申し立てる意思を明らかにすることはなかった。
          また、平成１２年３月期賦課決定と、平成１２年３月期通知処分とは、処分の日、処分事由を異にしてお
り、平成１２年３月期賦課決定の時点では、原告が本件訴訟において主張する違法事由はもちろん、その税
額の基礎を確定する平成１２年３月期更正の処分事由についても、国税不服審判所長による審理、判断は全
く示されていなかった。したがって、平成１２年３月期賦課決定に対して不服を申し立てることが無意味とはい
えない。
          さらに、平成１２年３月期更正の請求及び平成１２年３月期審査請求の理由はいずれも、原告が本件
訴訟において主張する違法事由と同様のもので、平成１２年３月期更正及び平成１２年３月期賦課決定の理
由とは無関係であったこと、原告は、平成１２年３月期裁決の審理においても上記違法事由以外については
争わず、平成１２年３月期裁決においても、上記違法事由についてのみ具体的な判断がされていることからす
ると、実質的に見ても、平成１２年３月期賦課決定の処分事由について審査請求についての裁決を経たとは
いえない。
          以上のとおり、原告が平成１２年３月期賦課決定について「審査請求についての裁決」を経ていないこ
とにつき、通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」があるとはいえない。
    ３　出訴期間について
      (一)　行政事件訴訟法１４条４項の趣旨
          取消訴訟の出訴期間は、処分又は裁決があったことを知った日から３か月（行政事件訴訟法１４条１
項）、当事者又は第三者が処分又は裁決があったことを知ったか否かを問わず、処分又は裁決の日から１年
とされ（同条３項）、その期間は、「審査請求があったときは、その審査請求をした者については、これに対する
裁決があったことを知った日又は裁決の日から起算する」（同条４項）こととされる。



          行政処分に出訴期間が定められている趣旨に基づけば、行政事件訴訟法１４条４項の規定は、審査
請求された処分についての出訴期間の特例であることが明らかである。
          したがって、関連する処分について審査請求が行われている場合には、審査請求についての裁決が
あったことを知った日が、個別に不服申立てを要する他の関連するすべての処分の出訴期間の起算日になる
と解することは、行政事件訴訟法が出訴期間を設けた趣旨を過小に評価して同法１４条４項の「審査請求」の
意義を不当に拡張するものといわざるを得ない。
      (二)　本件について
          平成１２年３月期賦課決定について「審査請求についての裁決」を経ないことに正当な理由があるとし
ても、前記のとおり、平成１２年３月期賦課決定は、審査請求された処分に該当しないから、行政事件訴訟法１
４条４項の適用がないことは明らかである。
          そうすると、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、出訴期間を徒過してされた不適法な
訴えというべきである。
          なお、裁決において、あわせ審理された平成１２年３月期賦課決定が取り消されたとしても、平成１２年
３月期賦課決定と平成１２年３月期通知処分は、それぞれ別個の処分であり、その課税標準もそれぞれ異な
る。したがって、平成１２年３月期通知処分の取消しを求める訴えの出訴期間内であれば、平成１２年３月期賦
課決定の取消しを求める訴えを提起することができるとはいえない。
    ４　まとめ
        以上のとおり、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、不服申立前置を満たしておらず、ま
た、出訴期間も徒過しているから、不適法というべきである。
  二　平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについて
    １　不服申立前置について
      (一)　原告は、本件訴訟において主張する違法事由と同様の理由で、平成１３年３月期審査請求をした
が、平成１３年３月期賦課決定のみならず、その税額の基礎を確定する平成１３年３月期再更正についても、
適法な審査請求をしていない。
          平成１３年３月期審査請求は、平成１３年３月期再更正及び平成１３年３月期賦課決定の前にされたも
のであって、平成１３年３月期再更正及び平成１３年３月期賦課決定をその対象とするものでないことは明らか
である。また、平成１３年３月期更正の請求及び平成１３年３月期審査請求の理由は、いずれも原告が本件訴
訟において主張する違法事由と同様のもので、平成１３年３月期再更正及び平成１３年３月期賦課決定の理
由とは無関係であった。原告は、平成１３年３月期裁決の審理においても、上記違法事由以外については争
わず、平成１３年３月期裁決においても、上記違法事由についてのみ具体的な判断がされている。そうする
と、平成１３年３月期再更正及び平成１３年３月期賦課決定については、上記審査請求の対象とされていない
といわざるを得ない。
      (二)　平成１３年３月期再更正及び平成１３年３月期賦課決定は、いずれも、平成１３年３月期裁決におい
てあわせ審理された処分である。そして、これらの取消しを求める訴えについては、平成１２年３月期賦課決定
の取消しを求める訴えと同様、「審査請求についての裁決」を経ていると認めることはできない。
          したがって、通則法１１５条１項各号に規定する例外事由が認められない限り、平成１３年３月期賦課決
定及び平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、不適法である。
    ２　通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」について
        平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについては、平成１２年３
月期賦課決定の取消しを求める訴えと同様に、「正当な理由」は認められない。
        しかも、通知処分と通知処分後の更正との関係の場合、更正の請求によって納税者が示した是正され
るべき税額は、通知処分後の更正によって確定された税額より低額である。そうすると、通知処分に対する審
査請求をしただけで、当該審査請求後にされた更正により確定された税額（納税者が更正の請求により是正
されるべき額として示していた額を超える額）の是正を求める場合は、当該税額を確定する更正について、別
個に不服申立てを経由する手続に意味がないとすることは、更正の請求の本来の機能を逸脱するものであ
る。更正を基礎とする賦課決定について、不服申立てを経ないで裁判上の取消しを求められると解することに
は、一層の無理がある。
        そして、通知処分後にされた増額更正の取消しを求める場合、通知処分と通知処分後にされた増額更
正の関係は、更正と再更正が行われた場合の両者の関係とは異なり、当該各処分は実質的に同一ではない
から、当該増額更正の取消しを求める訴えについて通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」を認める
ことはできない。
        以上によれば、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについ
て、通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」を認めることはできない。
    ３　出訴期間について
        平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課
決定の取消しを求める訴えと同様に、出訴期間を徒過してされた不適法な訴えというべきである。
    ４　まとめ
        以上のとおり、平成１３年３月期賦課決定及び平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、不服申
立前置を満たしておらず、また、出訴期間も徒過しているから、不適法というべきである。
第二　原告の主張
  一　平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えについて
    １　不服申立前置について
      (一)　通則法１１５条１項柱書本文の趣旨
          通則法１１５条１項柱書本文が、訴え提起の要件として原則的に審査請求についての裁決を経る旨を
定めている趣旨は、課税処分等が大量集中的に行われ、かつ、これに対する不服が要件事実の認定の当否
に関するものであるところから、課税庁の知識経験を利用して簡易迅速な方法で納税者の救済を図るととも
に、税務行政の適正な運営を確保しようとするものである。
          このような趣旨からすると、裁決を行う課税庁である行政庁が問題となっている課税処分について検討
の上で裁決を行っているということが、通則法１１５条１項の訴訟要件との関係では重要なのであって、審査請



求は裁決の因由となるという意味においてのみ関連性を有するにすぎない。
          したがって、通則法１１５条１項に「審査請求についての裁決」とあるのは、通常は審査請求に対して裁
決がされるからであって、特にそれ以上の意味を有するものではないと考えられる。
      (二)　「審査請求についての裁決」とあわせ審理との関係
          本税に関する課税処分に対する審査請求について、通則法１０４条２項に基づき、同一年度の当該本
税に関する賦課決定についてあわせ審理が行われ、当該賦課決定について裁決が行われた場合には、当
該賦課決定についても裁決を経ていることに違いはない。
          また、このような裁決は、本税の課税処分に対する審査請求があって初めて行われるものであり、当該
審査請求の当初の対象である本税の課税処分に関する裁決と一体のものとして行われるものであるから、たと
え「当該賦課決定に対する審査請求についての裁決」とはいえなくとも、「審査請求についての裁決」という通
則法１１５条１項柱書本文の文言には合致する。
          通則法１１５条１項は、「審査請求についての裁決」という文言の中の「審査請求」という文言について
何ら限定を付していないのであるから、不必要にこのような文言について限定を付すべきではない。通則法１
１５条１項柱書本文の上記の趣旨からは、あわせ審理による裁決も「審査請求についての裁決」に該当すると
解すべきである。
      (三)　本件について
          本件では、平成１２年３月期賦課決定の一部が平成１２年３月期裁決により取り消されているのであり、
平成１２年３月期裁決は、平成１２年３月期賦課決定を検討対象とし、かつ、平成１２年３月期賦課決定を正面
から裁決の対象として捉えていることは明白である。
          したがって、平成１２年３月期賦課決定は、通則法１１５条１項柱書本文に規定する「審査請求につい
ての裁決」を経ており、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、同項の要件を満たすというべきで
ある。
    ２　通則法１１５条１項３号に規定する「正当な理由」について
      (一)　通知処分と賦課決定について
        (1)　通知処分に対する審査請求の全部又は一部を裁決において認容すべき場合には、裁決では通知
処分のみが取り消され、所轄税務署長が、当該裁決の趣旨に従い、改めて更正の請求に対する処分をしな
ければならないようにも見える（通則法１０２条２項）。
            しかし、実際には、通知処分の全部又は一部を取り消す裁決において、対象税目の課税標準又は
税額自体について一部取消しの決定を行うこととされている。現に、平成１２年３月期裁決も、平成１２年３月期
通知処分の一部取消しに伴い、原告の平成１２年３月期の法人税に係る所得金額及び税額を直接に一部取
り消している。また、被告は、平成１２年３月期裁決の後、平成１２年３月期裁決に従った減額更正を行ってお
らず、平成１２年３月期通知処分の一部取消しにより直接に、原告の平成１２年３月期の法人税に係る所得金
額及び税額が一部減額されたと理解している。
            つまり、通知処分の全部又は一部が裁決により取り消される場合には、国税不服審判所長が、通知
処分の取消しとともに、直接に請求人である納税者の課税標準又は税額を取り消す処分を行うことになるので
ある。
        (2)　所轄税務署長が更正の請求を認容して減額更正を行う場合、増額更正及び賦課決定が別途され
ていたときは、当該増額更正において追加的に納付すべき税額とされた金額が結果としては過大であり、この
ような金額を基準として計算される過少申告加算税が過大に賦課されていたことを知ることになるわけである
から、当該賦課決定をそれに応じて減額する変更を行わなければならないはずである（通則法３２条２項）。
            国税不服審判所長が、通知処分の全部又は一部を取り消すことに伴って、直接に請求人である納
税者の課税標準又は税額を取り消す場合、所轄税務署長が更正の請求を認容する際に行うべきであった賦
課決定の取消しを行わない理由はなく、賦課決定も取り消すべきである。現に、平成１２年３月期裁決は、平
成１２年３月期通知処分の一部取消しによる法人税額の一部減額に応じて、平成１２年３月期賦課決定を一
部取り消している。
        (3)　以上のとおり、賦課決定は、裁決により通知処分が一部でも取り消されれば、当該裁決により必然
的に全部又は一部が取り消されるという関係にある。そうすると、通知処分が裁決をすべき行政庁により審理さ
れているのであれば、賦課決定についてもその見直しをするべき事由について審理されているということがで
き、通則法１１５条１項の趣旨は満たされているというべきである。
            したがって、仮に、賦課決定についての「審査請求についての裁決」がないと解したとしても、通知処
分について裁決がされていれば、通則法１１５条１項３号後段の「その他その決定又は裁決を経ないことにつ
き正当な理由があるとき」に該当すると解すべきである。
        (4)　本件では、平成１２年３月期通知処分について所定の不服申立手続を経ているから、平成１２年３
月期賦課決定について独立の不服申立手続は不要と解すべきである。
      (二)　あわせ審理について
          本件のように、通知処分及び同一年度の同じ税に関する賦課決定を通じて納税者が主張する違法事
由が完全に共通であり、通知処分に対する審査請求においてこのような違法事由が主張されている場合に
は、当該賦課決定について独立に審査請求を行っても異なる判断が得られる可能性は低い。
          特に、平成１２年３月期賦課決定については、平成１２年３月期裁決に関する審理の中で明示的にあ
わせ審理がされ、平成１２年３月期裁決の中で一部が取り消されているのであるから、平成１２年３月期賦課決
定自体に対する審査請求の有無を問うのは無意味である。なぜなら、平成１２年３月期賦課決定に対する審
査請求が別途行われていたとしても、結局は通則法１０４条１項に基づき通知処分に対する審査請求と併合
審理され、同条２項に基づくあわせ審理を経た場合と全く同一内容の裁決がされていたであろうことは明らか
だからである。
          したがって、平成１２年３月期賦課決定自体に対する審査請求を納税者に強いることは、不当に無意
味な手続を要求するものであるといわざるを得ない。
      (三)　平成１２年３月期賦課決定について
          原告は、平成１２年３月期更正の処分事由について争う意図はない。それにもかかわらず、単に平成１
２年３月期賦課決定の取消を求める訴えの訴訟要件を満たすためだけのために、平成１２年３月期更正の処



分事由に対する不服を記載して平成１２年３月期賦課決定に対する審査請求を行うことが必要となるのでは、
原告は存在してもいない不服を無意味に考え出した上で、自らの意思に反して主張することを強いられること
になり、明らかに不当である。
          このような不服申立てを受け付ける国税不服審判所長としても、本当の審査請求の理由が明らかにさ
れていない段階で、とりあえず偽の審査請求の理由に基づいて審理を開始しなければならないというのでは、
あまりにも無駄としかいいようがない。
          また、平成１２年３月期賦課決定に対する不服申立てにおいて、最初から本訴において主張している
平成１２年３月期通知処分の違法事由を主張すべきであるとすれば、原告は、平成１２年３月期の法人税につ
いて更正の請求ができる期間終了の前に、更正の請求事由を主張することを余儀なくされる。そうすると、更
正の請求期間が法定の期間よりも事実上短縮されることになってしまい、不当である。
      (四)　まとめ
          以上によれば、平成１２年３月期通知処分に対する審査請求及び平成１２年３月期裁決が行われたこ
とにより、平成１２年３月期賦課決定について、通則法１１５条１項の趣旨は満たされているのであり、平成１２
年３月期賦課決定について、同項３号後段の「その他その決定又は裁決を経ないことにつき正当な理由があ
るとき」に該当すると解すべきである。
    ３　出訴期間について
      (一)　行政事件訴訟法１４条１項による出訴期間の制限は、行政処分が一般公共の利害に関係するとこ
ろが少なくないことから、なるべく早く処分の効果を安定させる必要があるという行政上の要請に基づくもので
ある。しかし、行政処分について審査請求が行われ、審査請求に基づき裁決を行う行政庁において当該行政
処分の適法性及び相当性が審理されている間は、当該行政処分を確定させる必要性はなく、このような場合
には当該行政庁による裁決の日から出訴期間を起算することとされている（同条４項）。
          このような出訴期間の趣旨からは、裁決を行う行政庁が問題となっている行政処分について審理を行
い、現にその審理に基づき当該行政処分について裁決を行っているのであれば、当該審理が当該行政処分
自体に対する審査請求に基づくものかどうかにかかわらず、当該裁決まで当該行政処分はいずれにせよ不
確定の状態に置かれているのであるから、出訴期間は、当該裁決の日から起算すべきである。
          特に、本件のように裁決が行政処分の一部を取り消しているような場合には、裁決まで行政処分は不
確定の状態に置かれていることは明らかであるから、裁決の日まで出訴期間の進行を始める必要性は全くな
い。
      (二)　また、本件のようにあわせ審理が行われた場合、あわせ審理に基づく裁決は、別の行政処分に対
する審査請求があって初めて行われるものであり、当該審査請求の当初の対象である行政処分に関する裁
決を含むものとして行われるものである。したがって、たとえ「当該行政処分に対して行われた審査請求に対
する裁決」ということはできなくとも、「審査請求に対する裁決であって当該行政処分についても行われた裁
決」ということはできる。
          行政事件訴訟法１４条４項においては、直接に問題となる文言は「これに対する裁決」という文言であ
るが、その中の「これ」はその直前の「その審査請求」を指していると解され、「その審査請求」は、直前の「審査
請求があったとき」という文言の中の「審査請求」を指しており、「審査請求」という文言については何ら限定が
付されていない。したがって、文言上の解釈から上記のような解釈に障害があるわけではない。
      (三)　本件では、原告が平成１２年３月期審査請求を行ったところ、その審査請求についての裁決手続の
中で平成１２年３月期賦課決定についてもあわせ審理がされ、現に平成１２年３月期裁決の中で平成１２年３
月期賦課決定の一部が取り消されている。
          したがって、平成１２年３月期賦課決定についての出訴期間の起算日は、行政事件訴訟法１４条４項
により、平成１２年３月期裁決の日と解すべきなので、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えについ
て出訴期間は遵守されている。
      (四)　また、あわせ審理に基づく裁決ということのみをもってしては、当該裁決の日を出訴期間の起算日と
することはできないとしても、本件のように、本税に関する通知処分について不服申立てがされ、出訴期間内
にその取消しを求める訴えが提起されており、本税に関する賦課決定の取消しを求める訴えが通知処分の取
消しを求める訴えと一緒に提起されているときは、通知処分に対する取消しの訴えの出訴期間内に賦課決定
の取消しを求める訴えが提起されていることをもって、賦課決定の取消しを求める訴えの出訴期間は遵守され
ているというべきである。
          本件訴訟における確定判決において、平成１２年３月期通知処分について一部でも取消請求が認容
された場合には、被告はその判決に従って原告の平成１２年３月期の所得金額及び税額を見直して減額更
正を行うこととなる（通則法２３条４項）。被告は、このような見直しに伴い必然的に、平成１２年３月期更正にお
いて追加的に納付すべき法人税額とされた金額が過大であり、この金額を基準として計算される過少申告加
算税が過大に賦課されていたことを知ることになるわけであるから、いずれにせよ、平成１２年３月期賦課決定
を変更しなければならない（通則法３２条２項）。
          そうすると、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める必要性はないようにも見えるが、本件訴訟に
おいて取り消した方が直接的であり、かつ、争いの余地を残さず妥当である。
          平成１２年３月期賦課決定は、平成１２年３月期通知処分に関する判決が確定するまで、不確定の状
態に置かれているのであるから、平成１２年３月期通知処分と別個に出訴期間の徒過を論じる利益はない。し
たがって、平成１２年３月期通知処分の取消しを求める訴えの出訴期間内に訴えを提起すれば、平成１２年３
月期賦課決定の取消しを求める訴えの出訴期間は遵守されているというべきである。
          本件において、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期通知処分に対
する出訴期間内に提訴されているから、出訴期間は遵守されているというべきである。
    ４　まとめ
        以上のとおり、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、適法というべきである。
  二　平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えについて
    １　不服申立前置について
        平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えと
同様に、通則法１１５条１項柱書本文に規定する「審査請求についての裁決」を経た場合に該当するというべ



きである。
    ２　通則法１１５条１項３号の「正当な理由」について
        平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定と同様に、「審査請求に
ついての裁決」を経ていないとしても、そのことについて「正当な理由」があるというべきである。
    ３　出訴期間について
        平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求める訴えと
同様に、出訴期間内に訴えが提起されたというべきである。
    ４　まとめ
        以上のとおり、平成１３年３月期賦課決定の取消しを求める訴えは、適法というべきである。
  三　平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについて
    １　不服申立前置について
        平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについては、平成１２年３月期賦課決定の取消しを求め
る訴えと同様に、通則法１１５条１項柱書本文に規定する「審査請求についての裁決」を経た場合に該当する
というべきである。
    ２　通則法１１５条１項３号の「正当な理由」について
      (一)　仮に、あわせ審理による裁決は通則法１１５条１項柱書本文の「審査請求についての裁決」には該
当しないとしても、本件のように、通知処分に対する不服申立手続が履践され、その裁決の審理が行われて
いる間に更正が行われたような場合には、同項３号後段の「その他その決定又は裁決を経ないことにつき正
当な理由があるとき」に該当し、不服申立手続を経ずに、当該更正の取消しを求める訴えを提起することがで
きると解すべきである。
          納税者が、その納税申告書に記載した課税標準等又は税額等に関して処分を受け、当該処分に対
する不服申立手続を経由し、出訴の要件を整えている場合、当該課税標準等又は税額等に関する処分が別
途されたときに、当該処分について更に不服申立手続を経由しなければ訴えを提起することができないとする
ことは、納税者に不当に繁雑な手続の履践を要求することとなって不合理である。このような場合には、不服
申立前置の例外として、直ちに別途された処分の取消しを求める訴えを提起できるというべきである。
          また、同じ課税標準等又は税額等に関する二つの処分がある際、後行処分について、先行処分に対
する審査請求の中であわせ審理され、裁決がされているような場合には、その後行処分自体に対する審査請
求の有無を問うのは無意味である。なぜなら、後に行われた増額更正に対する審査請求が別途されていたと
しても、結局は通則法１０４条１項に基づき当初の通知処分に対する審査請求と併合審理され、同条２項に基
づくあわせ審理を経た場合と全く同一内容の裁決がされていたであろうことは明らかだからである。
      (二)　したがって、あわせ審理による裁決は通則法１１５条１項柱書本文の「審査請求についての裁決」に
は該当しないとしても、あわせ審理を経た処分については、同項３号後段にいう「その他その決定又は裁決を
経ないことにつき正当な理由があるとき」に該当すると解すべきである。通知処分後に増額更正が行われた場
合、通知処分は最終的な増額更正に吸収され、納税者は最終的な増額更正のみを争うことができるという立
場を採る場合、あわせ審理を経た二つの処分と通則法１１５条１項の要件の関係に関する理が、通知処分とそ
の後に行われた増額更正との関係においても妥当することを否定する理由はない。
      (三)　また、本件のように、納税者が通知処分及びその後に行われた増額更正を通じて主張する違法事
由が完全に共通であり、通知処分に対する審査請求においてこのような違法事由が主張されている場合、後
に行われた増額更正について独立に審査請求を行っても異なる判断が得られる可能性は低く、このような審
査請求を納税者に強いることは、不当に納税者の権利の救済を遅延させるだけであるといわざるを得ない。
      (四)　以上によれば、本件においては、平成１３年３月期通知処分について所定の不服申立手続が経由
され、その裁決の審理が行われている間に平成１３年３月期再更正が行われ、しかも平成１３年３月期再更正
についてもあわせ審理に基づき一部取消しの裁決がされている以上、平成１３年３月期再更正の取消しを求
める訴えは、不服申立前置を経ないことについて、通則法１１５条１項３号の「正当な理由」があるというべきで
ある。
    ３　出訴期間について
      (一)　平成１３年３月期再更正については、平成１２年３月期賦課決定と同様に、平成１３年３月期通知処
分に対する審査請求がされ、その審査請求についての裁決手続の中で平成１３年３月期再更正についてもあ
わせ審理がなされ、平成１３年３月期裁決の中で平成１３年３月期再更正の一部が取り消されている。
          したがって、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えについては、平成１２年３月期賦課決定の
取消しを求める訴えと同様に、出訴期間の起算日は、行政事件訴訟法１４条４項により、あわせ審理による裁
決の日である平成１３年３月期裁決の日と解すべきであるから、出訴期間は遵守されている。
      (二)　また、仮に、あわせ審理に基づく裁決ということのみをもってしては、当該裁決の日を出訴期間の起
算日とすることはできないとしても、本件のように、通知処分に対する不服申立手続があり、その裁決の審理が
行われている間に再更正が行われたような場合であって、しかも通知処分に対する不服申立事由と再更正の
取消しを求める訴えの中で主張される違法事由が同じであるときは、通知処分に対する取消しの訴えの出訴
期間内に通知処分又は再更正の取消しを求める訴えが提起されていることをもって、再更正の取消しを求め
る訴えの出訴期間は遵守されているというべきである。
          本件においては、平成１３年３月期通知処分に関する審理が行われている間に、平成１３年３月期再
更正が行われているところ、平成１３年３月期通知処分に関する審理の中で、いずれにせよ原告の平成１３年
３月期の法人税に係る課税標準等及び税額等について審理し裁決すべき状態にあった。
          したがって、原告の平成１３年３月期の法人税に係る課税標準等及び税額等は、平成１５年１１月１７日
に平成１３年３月期裁決がされるまで不確定であった。さらに、平成１３年３月期再更正は平成１３年３月期通
知処分に対する審査請求の中であわせ審理の対象とされ、平成１３年３月期裁決により実際に一部取り消さ
れているのであるから、裁決の審理中にされた後行処分が当該裁決時まで不確定であったことは明らかであ
る。
          以上によれば、出訴期間の進行は、あわせ審理の結果平成１３年３月期通知処分を一部取り消した平
成１３年３月期裁決の日から始まると解すべきである。
      (三)　そうすると、原告は、遅くとも平成１３年３月期裁決の日から３か月後までには、平成１３年３月期再更



正の取消しを求める訴えを提起しているから、出訴期間は遵守されているというべきである。
    ４　まとめ
        以上のとおり、平成１３年３月期再更正の取消しを求める訴えは、適法というべきである。

別紙２（本案の主張に関する当事者の主張の要旨）

第一　本件資産の取得価額及び本件設置負担金について、少額減価償却資産の取得価額として損金の額
に算入することができるか否かについて
  一　被告の主張
    １　被告の主張の骨子
      (一)　活用型ＰＨＳ事業者は、ＮＴＴのネットワーク（「ＮＴＴのネットワーク」とは、ＮＴＴの電気通信設備とそ
れによって得られる機能を含めた有機的一体のものをいい、単に、物理的な意味で当該電気通信設備を指
す場合には「ＮＴＴの電気通信設備」という。以下同じ。）による機能の提供を受け、システムとしてこれを利用
することがその事業の前提となっており、ＮＴＴと一つの相互接続協定を締結することによって、それらの機能
の提供を受けることが可能となる。
          ＮＴＴパーソナルがＮＴＴに支払った本件設置負担金は、基地局回線（エントランス回線）設置のため
の工事費等の実費を負担するものではなく、他事業者がＮＴＴのネットワークを利用することができるという本
件接続協定上の地位を取得し、ＮＴＴのネットワークへの出入口となる相互接続点を設けるごとに工事費等の
名目で７万２８００円をＮＴＴに対し負担するものであって、本件接続協定上の地位の取得費用すなわち権利
金的な性格を有するというべきものである
          原告は、ＮＴＴパーソナルから本件営業譲渡契約によって本件接続協定上の地位を取得し、その対価
として、ＮＴＴパーソナルが負担した工事費等の名目の負担金に相当する金額１１１億５１３５万８４００円を算定
したものである。
          したがって、本件資産は、ＮＴＴとの間の一つの本件接続協定によって取得された電気通信役務の提
供を受ける一個の権利、すなわち、本件接続協定上の地位であるというべきである。
      (二)　法人税法施行令１３条８号ソの「電気通信施設利用権」は、事業用電気通信設備の設置に要する費
用を負担し、その設備を利用して電気通信役務の提供を受ける権利と規定されている。
          一個の統合されたシステムとしてのＮＴＴのネットワークの機能の提供を受けることができる本件資産が
「その設備を利用して電気通信役務の提供を受ける権利」に該当し、ＮＴＴのネットワークへの出入口となる相
互接続点（エントランス回線）を設けるごとに工事費等の名目で７万２８００円をＮＴＴに対し負担していることが
「事業用電気通信設備の設置に要する費用を負担し」に該当することは明らかである。
          したがって、本件資産は、一つの本件接続協定に基づき、ＮＴＴからＮＴＴのネットワークによる機能の
提供を受けるという不可分一体の電気通信役務の提供を受ける権利であって、一つの無形減価償却資産で
ある。
      (三)　エントランス回線を増設すると、ＮＴＴのネットワークへの相互接続点が増加し、利用可能区域の拡
大又は高密度化をもたらし、ＮＴＴから電気通信役務の提供を受ける権利である本件資産の価値を高めるとい
うことができる。したがって、ＮＴＴに対する本件設置負担金の支出は、法人税法施行令１３２条２号の資本的
支出に該当する。
      (四)　以上によれば、本件資産は、一単位の減価償却資産であるから、本件営業譲渡契約における本件
資産の購入代価の全額が、本件資産の取得価額となる（法人税法施行令５４条１項１号イ）。
          そうすると、本件資産は、減価償却資産ではあるが、その取得価額が１０万円を超えているから、法人
税法施行令１３３条を根拠として、その全額を損金の額に算入することはできない。
      (五)　また、ＮＴＴに対する本件設置負担金の支出は、法人税法施行令１３２条２号の資本的支出に該当
するから、損金の額に算入することはできない。
    ２　本件資産の性質について
      (一)　ＰＨＳ事業とＮＴＴとの関係について
        (1)　電気通信事業におけるＮＴＴの役割について
            ＮＴＴは、社会的基盤としての電話通信網（ネットワーク）を所有している点で特殊な法人であり、ＮＴ
Ｔは単独でも「電気通信役務」の提供が可能である。
            これに対し、ＮＴＴ以外の他事業者は、電気通信事業を行うためには、ＮＴＴのネットワークを利用す
ることが不可欠であり、活用型ＰＨＳ事業者の場合には、事実上、ＮＴＴのネットワークがなければ事業を行うこ
とは不可能である。
            このような前提があるため、ＮＴＴは、電気通信事業法上、その電気通信設備が指定電気通信設備
に指定され、他事業者からの接続の申込みを原則として拒否することができないものとされている（電気通信
事業法３８条の２）。
            また、ＮＴＴは、電気通信事業法における接続の基本ルールに基づき、相互接続に必要な機能のみ
を他事業者が使えるよう、ネットワークの機能を細分化し、それぞれ網使用料を設定して提供することもしてい
る。
        (2)　相互接続について
          ア　電気通信事業法上、各事業者の設備は、各相互接続点において相互接続され、同時に、サービ
スについても、各相互接続点で一方から他方へと受け継がれると解釈されている。
              また、本件接続約款によれば、ＮＴＴの指定電気通信設備と他事業者の電気通信設備との相互接
続に関しては、ＮＴＴが接続料及び接続の条件について約款を定め、これにより他事業者との間で、ＮＴＴの
指定電気通信設備との接続に関する協定を締結し、ＮＴＴの指定電気通信設備との相互接続を行うとされて
いる（本件接続約款１条）。
          イ　本件接続約款には、ＮＴＴは、相互接続によって、本件接続約款別表１の１－１に掲げる接続機能
（各種の伝送機能や交換機能）を提供する旨規定されている（本件接続約款１０条）。
              そもそも、本件接続約款がＮＴＴと他事業者間において適用されるものであることに照らすと、相互
接続協定は、相互接続によって、他事業者が、ＮＴＴの電気通信設備を利用して、ＮＴＴから各種の伝送機能



や交換機能の提供を受けることを約定するものということができる。
          ウ　電気通信事業法自体の解釈としては、国が公共性の高い電気通信事業の適正化を図り、電気通
信役務の円滑な提供を確保するとともに、その利用者の利益を保護するための立法であることに照らし、各事
業者がそれぞれ利用者に対して直接電気通信役務を提供する義務を負うとの解釈が成り立ち得る余地はあ
る。
              しかし、このような解釈を前提としても、電気通信事業法の規制が、電気通信事業者間の私法上の
関係をも規律するものとは直ちにいえないのであるから、私法上の権利義務を確定するに当たっては、電気
通信事業法の解釈のみならず、事業者及び利用者間の契約等の実態に即した私法上の関係をも十分考慮
すべきである。
        (3)　活用型ＰＨＳ事業について
          ア　活用型ＰＨＳ事業者は、指定電気通信設備（電気通信事業法３８条の２）であるＮＴＴのネットワー
ク、すなわち、ＮＴＴ所有のＰＨＳ接続装置、ＰＨＳ制御局等の設備による各種の機能を複合的に利用して、各
利用者に対してＰＨＳサービスを提供するものである。
              したがって、ＮＴＴのネットワークの存在がなければ、活用型ＰＨＳ事業者がＰＨＳ事業を行うことは
不可能であって、ＮＴＴと接続しない限り、各利用者に対し、電気通信事業法に規定する「相互接続点を分界
点とする」自己の役務提供を行うことはできない。
          イ　ＮＴＴのネットワークを高速道路網に例えると、活用型ＰＨＳ事業者の電気通信設備である基地局
は、高速道路の接点（出入口）部分であるインターチェンジに相当し、原告の契約者の通信を制御するＰＨＳ
制御局や通信網等の主要な電気通信設備である当該接点部分から内側のＮＴＴの電気通信設備の全部が
高速道路網に相当する。
              また、付加機能のサービス提供は、原告が原告の契約者に提供するサービスとされているが、これ
もＮＴＴの電気通信設備により提供されるサービスであるから、そのサービス提供をＮＴＴから原告が受け、そ
れを原告の契約者に提供しているものである。
          ウ　そもそも、ＰＨＳは、家庭や会社に登場したコードレスホンの子機が発展し、そのまま街中でも利用
できるようになったサービスで、家庭や会社の中でも外でも一人一人が端末を使って、気軽に電話をかけた
り、受けたりできるようになったものである。そして、従前の家庭の一般電話（ＮＴＴ加入電話）における親機に
相当するものが、ＰＨＳサービスにおいては基地局に当たり、子機に相当するものが、ＰＨＳ端末に当たるもの
である。
              したがって、ＰＨＳサービスの実態として、各利用者が活用型ＰＨＳ事業者から提供を受けるサービ
スの根幹部分を成すサービスは、ＮＴＴのネットワークを利用することによって初めて実現できるものである。
          エ　そうすると、活用型ＰＨＳ事業者は、自己の事業を実現するために不可欠なものとして、ＮＴＴから
電気通信役務の提供を受けているというべきである。
        (4)　ＰＨＳの位置登録情報について
          ア　活用型ＰＨＳ事業者の場合、ＰＨＳサービスの提供に不可欠な位置登録情報は、ＮＴＴの設備であ
るＰＨＳ制御局において管理されている。
              位置登録情報の管理のために必要となる移動端末の位置情報は、符号化された電気信号となっ
て、活用型ＰＨＳ事業者の設備である基地局から、ＮＴＴの設備である基地局回線、ＰＨＳ接続装置、共通線
信号網を経由して、ＮＴＴの設備であるＰＨＳ制御局まで伝送されている。
          イ　この位置情報は、ＰＨＳ端末が利用者とともに移動するという特性から、どの基地局から着信先のＰ
ＨＳ端末を呼び出せばよいのか把握しておかなければ、利用者に通話をさせることができないため、活用型Ｐ
ＨＳ事業者がＰＨＳサービスを利用者に提供するのに不可欠なものである。
              そして、位置情報は、ＰＨＳ利用者が意図して行う通信ではなく、ＰＨＳ端末とＰＨＳ制御局との間を
自動的に伝送している信号であって、ＰＨＳ利用者の通信とは無関係に行われている通信であり、活用型ＰＨ
Ｓ事業者独自の通信に当たる。
        (5)　ＰＨＳ事業者の費用負担について
          ア　ＰＨＳ事業者は、ＰＨＳ事業の開始当初において、ＮＴＴと接続するために、①一般加入者（ＮＴＴと
の間で一般電話加入契約を締結した者をいう。以下同じ。）の通話料に相当する「網使用料」、②「設備使用
料」及び一般加入者の設置一時金（７万２８００円）と回線の基本料金に相当する「回線使用料」をＮＴＴに支
払っていた。
              この時点で、ＰＨＳ事業者が一般加入者と異なるのは、上記「回線使用料」と「網使用料」に加え、接
続のために必要な設備又はソフトウェアの使用料として「設備使用料」を別途支払っている点である。この「設
備使用料」については、ＰＨＳ事業者が、ＮＴＴが個別に算定した費用を１００パーセント負担していた。
              その後、ＮＴＴは、平成８年にＰＨＳ事業者について接続料金を導入した。
          イ　本件接続約款は、ＮＴＴの電気通信設備と他事業者の電気通信設備との相互接続に関して、接続
料や接続条件を定めたものである（本件接続約款１条）。
              本件接続約款は、相互接続に当たり、①他事業者は相互接続に関する申込みを行い、ＮＴＴがそ
れについて承諾を与えること（本件接続約款２０条）、また、②他事業者は、接続料として、網使用料や網改造
料のほかに、相互接続点ごとに工事費及び手続費として本件設置負担金（７万２８００円）の負担を求められる
こと（本件接続約款５９条）などを定めている。
          ウ　以上によれば、本件接続約款は、原告を含む他事業者とＮＴＴが対等な関係にあることを前提にし
ておらず、むしろ、他事業者は、ＮＴＴに依存する業態にあることを前提に、相当額の負担を条件に、ＮＴＴの
ネットワークを利用することができる立場にあることを示している。
        (6)　まとめ
          ア　以上のとおり、活用型ＰＨＳ事業者とＮＴＴとの間の相互接続のあり方を見ると、①活用型ＰＨＳ事
業者がＮＴＴに支払う接続料のうち、網使用料及び本件設置負担金については、従前の一般電話（ＮＴＴ加
入電話）において加入者が負担した費用と何ら変わるところがないこと、②活用型ＰＨＳ事業者は、相互接続
によって、ＮＴＴから各種の伝送機能及び交換機能の提供を受けるものであること、③活用型ＰＨＳ事業者は、
ＰＨＳ事業の展開上必要不可欠なＮＴＴのネットワークの利用について、工事費等の名目の下、本件設置負
担金相当額の負担を条件に、ＮＴＴからＮＴＴのネットワークの提供を受けていることなどに照らせば、活用型



ＰＨＳ事業者は、実質的に、従前の一般電話（ＮＴＴ加入電話）における一般加入者同様に、基地局（親機）か
らＮＴＴのネットワークの中に入り、ＮＴＴのネットワークから提供を受ける各種機能と活用型ＰＨＳ事業者の契
約者回線とを利用することによって、活用型ＰＨＳ事業者の加入者（子機）に対しＰＨＳサービスの提供を行っ
ているものということができる。
          イ　また、位置登録情報については、ＮＴＴが、ＮＴＴの電気通信設備を活用型ＰＨＳ事業者とＮＴＴの
通信の用に供していることになるから、活用型ＰＨＳ事業者は、位置情報の伝送については、電気通信事業
法の規定からいっても、ＮＴＴから電気通信役務の提供を受けているといえるし、当該電気通信役務の提供
は、活用型ＰＨＳ事業者とＮＴＴとの間の相互接続協定に基づくものである。
              したがって、活用型ＰＨＳ事業者とＮＴＴとの間の相互接続協定に基づき活用型ＰＨＳ事業者が取
得する権利には、電気通信事業法上の電気通信役務そのものの提供を受ける権利が含まれていると解する
のが相当である。
          ウ　相互接続については、電気通信事業法の解釈としては、国が公共性の高い電気通信事業の適正
化を図るための立法であるという同法の目的に照らして、それぞれの事業者がエンドユーザーである利用者
に対し、直接に役務提供する責任（又は義務）を負っているとの解釈が成り立ち得る余地があるとしても、この
ような解釈が直ちに事業者間の私法上の権利義務関係まで規律するものではない。
              したがって、事業者間の権利義務関係については、活用型ＰＨＳ事業者及びその利用者間におけ
る契約関係をも重視し、その取引の実態が、他事業者がＮＴＴから電気通信役務の提供を受け、これとＰＨＳ
事業者の契約者回線とを利用して、その利用者に対し、同様の役務提供をしている関係にあると評価すること
ができるものであることを十分考慮すべきである。
      (二)　本件における契約関係について
        (1)　①ＰＨＳ契約者は、ＰＨＳサービス約款に基づき、原告からＰＨＳサービスの提供を受けることができ
ることを条件に、原告との間で加入契約をすること、②原告は、ＰＨＳ契約者から、その発信に係る通話につい
て、ＮＴＴのネットワークの使用料を含めた通話距離と時間に応じた通話料を請求し回収すること、③原告は、
ＮＴＴに対し、ＮＴＴのネットワークの使用料として、本件接続約款に定める接続料（網使用料及び網改造料）
を支払うこと、④原告は、ＰＨＳサービスについて、ＰＨＳ契約者からの苦情の受付やその対応を行うこと、⑤原
告又はＮＴＴのいずれの責めに帰すべき理由であっても、ＰＨＳサービスの提供ができなくなった場合には、
原告がＰＨＳ契約者に対し損害の賠償をすること、⑥相互接続通信に伴い、ＰＨＳ契約者の通信が、ＮＴＴの
ネットワークを利用してされることについて、ＮＴＴとＰＨＳ契約者との間では、ＰＨＳサービス約款等によっても、
特に権利義務関係が定められていないこと、⑦原告は、ＮＴＴ網依存型ＰＨＳ事業者であって、ＰＨＳ契約者の
通信は、ＮＴＴとの相互接続により、すべてＮＴＴのネットワークを利用して行われていること等の各事実に照ら
すと、ＰＨＳ契約者にとっての認識はもちろんであるが、ＮＴＴ、原告及びＰＨＳ契約者間の権利義務関係から
見ても、ＮＴＴのネットワークの利用を含むＰＨＳサービスのすべてが、原告から、ＰＨＳ契約者に対して提供さ
れているものと見ざるを得ない。
        (2)　また、「料金明細送付サービス」等のためのデータ送信は、ＮＴＴと原告の通信そのものであり、ＮＴ
Ｔが自らの電気通信設備を通信相手である原告の通信の用に供している関係にあって、原告は、ＮＴＴからＮ
ＴＴのネットワークによる電気通信役務の提供を受けていることとなる。
        (3)　したがって、結局、原告、ＰＨＳ契約者及びＮＴＴの関係において、原告がＮＴＴから電気通信役務
の提供を受け、これと原告の契約者回線とを利用してＰＨＳ契約者に対しＰＨＳサービスの役務提供をしてい
る関係にある。
        (4)　このことは、本件営業譲渡契約が行われた原告の平成１１年３月期に関する有価証券報告書には、
①携帯・自動車電話の通話料について、「当社の営業区域の携帯・自動車電話から発信し、ＮＴＴ加入電話
に着信した場合の通話料については、当社が設定したエンドエンド（…（略）…）の通話料を当社の電話収入
とし、ＮＴＴに対してはＮＴＴのネットワーク使用費用としてアクセスチャージを支払って」いる旨の記載があるほ
か、②ＰＨＳサービスを含む移動通信サービスに関する事業の系統図として、ＮＴＴから、ＮＴＴの電気通信設
備の賃貸借等を受け、これによって移動通信サービスの提供を顧客に対して行っている旨記載されており、
原告は、相互接続によりＮＴＴのネットワークを賃借し、これによってＰＨＳ契約者に対してＰＨＳサービスを提
供しているとの認識をもって、原告が経理処理を行っていたことからも明らかである。
      (三)　本件資産について
        (1)　原告は、本件営業譲渡契約によって、ＮＴＴパーソナルから本件接続協定上の地位の移転を受け、
本件資産の対価として、ＮＴＴパーソナルが事業用電気通信設備の設置に要する費用としてＮＴＴに支払った
負担金に相当する額を支払った。
            これによって、原告は、ＮＴＴから、ＮＴＴのネットワークの機能の提供を受け、この機能とともに原告
固有の契約者回線との双方を利用することによって、ＰＨＳ契約者に対し、ＰＨＳサービスの提供を行い、ＰＨＳ
事業を行うことになった。
        (2)　ＮＴＴパーソナルは、ＮＴＴパーソナルとＮＴＴとの間で締結された本件接続協定に基づき、ＮＴＴの
電気通信設備と接続することによって、ＮＴＴパーソナルがＮＴＴのネットワークを利用することができる本件接
続協定上の地位を取得するとともに、その地位を取得するために、基地局回線（エントランス回線）の設置費
用を負担したものである。
            すなわち、ＮＴＴパーソナルがＮＴＴに支払った本件設置負担金は、基地局回線（エントランス回線）
設置のための工事費等の実費を負担するものではなく、他事業者がＮＴＴのネットワークを利用することができ
るという本件接続協定上の地位を取得し、ＮＴＴのネットワークへの出入口となる相互接続点を設けるごとに工
事費等の名目で７万２８００円をＮＴＴに対し負担するものであって、本件接続協定上の地位の取得費用すな
わち権利金的な性格を有するというべきものである。
            このことは、①工事費等として支払われる金額が、一般電話（ＮＴＴ加入電話）の設置の場合の電話
加入権と同様、電話サービス約款に規定する電話加入権に関する施設設置負担金に相当する額（７万２８００
円）と一律に定められ、実際の工事費用の多寡とは連動していないことや、②基地局が設置されている通信
用建物と同一の通信用建物内における当該基地局の移設の場合には、実費による工事費用の負担があるも
のの、新たに設置負担金を負担することなく基地局回線（エントランス回線）の設置を受けることができることか
らも裏付けられる。



        (3)　本件接続約款１０条によれば、ＮＴＴは、他事業者との間で、ＮＴＴの指定電気通信設備との相互接
続に関する協定を締結し、ＮＴＴの指定電気通信設備との相互接続を行い（本件接続約款１条）、相互接続に
より端末回線伝送機能、端末系交換機能及び市内伝送機能等、本件接続約款別表１の１－１に掲げる機能
を提供すると規定されている。
            そうすると、当該他事業者は、当然に、基地局回線（エントランス回線）の先にあるＮＴＴの指定電気
通信設備に関する機能の提供を受けることが予定されており、基地局回線（エントランス回線）という物理的設
備そのものの利用権を取得することに価値があるのではなく、ＮＴＴの指定電気通信設備の機能の提供を受
けることに価値があるのである。
            また、基地局回線（エントランス回線）は、ＮＴＴのネットワークを利用するための相互接続点として設
置するのであって、基地局回線（エントランス回線）の先の相手方事業者の設備に関する機能の提供を受ける
ことに関係なく基地局回線（エントランス回線）により相互接続が果たされたとしても、このこと自体は何らの便
益ももたらさない。仮に相互接続が可能になったとしても、相手方事業者の設備に関する機能の提供を受ける
ことができないならば、利用者に通信をさせることはできないからである。
            以上のとおり、本件資産は、電気通信施設利用権（事業用電気通信設備を利用して電気通信役務
の提供を受ける権利）という電気通信役務の提供を受ける権利であって、費用を負担した個別の設備（物理
的設備）を利用するためだけの権利ではない。
        (4)　基地局回線（エントランス回線）は、ＮＴＴとの間で相互接続協定を締結する活用型ＰＨＳ事業者に
とって、ＮＴＴのネットワークの機能の提供を受けて相互接続協定の内容を実現するために不可欠なものであ
り、他方、基地局回線（エントランス回線）は、相互接続協定を締結した者でなければ必要のないものであるこ
とに照らせば、相互接続協定と基地局回線（エントランス回線）は不可分一体のものである。
            ＮＴＴとの間で相互接続協定を締結する活用型ＰＨＳ事業者にとって、ＰＨＳの持つ移動通信機能
（移動電話サービス）の発揮や利用可能区域（通話可能区域）の確保等の観点から、自ら定めた業務区域に
おいて、必要数の基地局回線（エントランス回線）を設置することは、相互接続協定の内容を実現するために
当然すべきことなのである。
            したがって、基地局回線（エントランス回線）の設置費用の負担は、相互接続協定締結の条件として
明確には規定されていないとしても、ＮＴＴとの間で相互接続協定を締結する活用型ＰＨＳ事業者が、当該事
業の開始はもとより利用可能区域の拡大等に当たって、その業務区域における必要不可欠な多数の基地局
回線（エントランス回線）を設置しないことはあり得ず、活用型ＰＨＳ事業者にとっては、基地局回線（エントラン
ス回線）の設置費用の負担と相互接続協定の締結とは不可分一体のものである。
            そして、電気通信役務の提供を受ける権利の実現のために必要となる費用は、当該権利の取得の
費用と評価できるものである。すなわち、ＮＴＴとの間で相互接続協定を締結した電気通信事業者が、ＮＴＴか
ら取得した電気通信役務の提供を受ける権利を実現するために必要となる基地局回線（エントランス回線）の
設置費用を負担することは、当該事業者が、相互接続点ごとに７万２８００円として算定した工事費等名目の負
担金を支払うことにより、ＮＴＴのネットワークを利用することができるという利用権（協定上の地位）を取得する
ものであるから、本件接続協定上の地位の取得費用すなわち権利金的な性格を有するものというべきもので
ある。
        (5)　以上のとおり、原告が本件営業譲渡契約によって取得した本件資産は、ＮＴＴパーソナルが既に取
得していたＮＴＴのネットワークを利用することができるという本件接続協定上の地位の取得費用すなわち権
利金的な性格を有するものであって、事業用電気通信設備の設置に要する費用を負担（ＮＴＴパーソナルが
負担したものを原告が同額の対価で取得）し、その設備を利用して電気通信役務の提供を受けるための権利
であるから、法人税法施行令１３条８号ソに規定する「電気通信施設利用権」に該当するものである。
    ３　本件資産の単位について
      (一)　法人税法施行令１３３条において、減価償却資産の取得価額が１０万円未満であるか否かの判定
単位について法令上の定めはないが、一般論としては、通常一単位として取引されるその単位ごとに、その取
得価額が１０万円未満であるか否かを判定することが相当である。
          そして、法人税法施行令１３条８号に列挙されている無形固定資産である減価償却資産について、こ
れと異なる解釈をすべき理由はないから、当該無形固定資産である減価償却資産についても同様に解すべ
きである。
          ただし、無形固定資産である減価償却資産における通常一単位として取引されるその単位の意義に
ついては、当該資産が、器具・備品等のような「物」ではなく、特許法等の法令の規定に基づく権利、契約によ
り成立する法的権利等であることから、その取得原因に応じて適切に解釈されるべきである。
      (二)　電話サービス約款、専用サービス約款及びパケット交換サービス約款は、それぞれ「１回線」ごとに
「１の契約」を締結する旨規定しているが、本件接続約款は、「１の他事業者と１の協定を締結する」旨規定し
ている。
          上記各約款の規定に照らせば、電話サービス契約、専用サービス契約及びパケット交換サービス契
約の各契約者は、当該契約を締結することによって、ＮＴＴのネットワークに接続し、役務提供を受けることとな
り、これらの契約については、１回線ごとに役務提供を受ける権利が成立すると考えられる。
          これに対し、相互接続においては、他事業者は、相互接続協定を締結することによってＮＴＴのネット
ワークに接続することとなり、このような本件接続約款の規定に照らせば、相互接続における他事業者の接続
する権利は、相互接続協定ごとに成立すると解することができる。
          そして、本件接続約款３８条によれば、一つの事業者とは一つの相互接続協定しか締結することがで
きないから、ＮＴＴパーソナルが、ＮＴＴから取得した本件接続協定上の地位は一つであり、その地位の取得
のために支出する負担金の性格は、本件接続協定上の地位の取得費用というべきものである。
          そうすると、本件営業譲渡契約によって、ＮＴＴパーソナルから本件接続協定上の地位の移転を受け
た原告においても、ＮＴＴとの間に有する協定上の地位は一つである。
          また、本件営業譲渡契約によって、原告がＮＴＴパーソナルから取得した本件資産は、ＮＴＴパーソナ
ルが本件接続協定によってＮＴＴから取得したＮＴＴのネットワークの機能の提供を受けるという一つの権利
を、原告がＮＴＴパーソナルから取得したものであるから、本件資産は、法人税法施行令１３条８号ソに規定す
る電気通信施設利用権という一つの権利というべきである。



      (三)　そもそも、相互接続により、ＮＴＴとの間の協定上の地位を取得した他事業者（ＰＨＳ事業者）が、相
互接続に必要な基地局回線（エントランス回線）を設置しないことはあり得ないのであって、本件資産の額は、
本件接続協定上の地位に基づきＮＴＴのネットワークに接続するために必要となる施設の設置費用の負担、
すなわち、役務提供を受ける権利の対価の額を基地局回線（エントランス回線）の数によって算定しているに
すぎない。
          したがって、本件資産が無形固定資産である以上、それが基地局回線（エントランス回線）の数によっ
て算定されるからといって、算定の基礎となった有体物である「回線」そのものの「有形固定資産」と同様に取り
扱われるべきものではない。
      (四)　本件における個々の基地局回線（エントランス回線）の申込み及び承諾は、ＮＴＴから電気通信役
務の提供を受けるという本件接続協定の目的を実現するための手段であって、原告の申込みがあれば、原則
として設置が承諾されるものである。
          そうすると、当該申込み及び承諾は、単に、ＮＴＴの電気通信事業に支障が生じることのないように、基
地局の設置工事の時期及び規模を事前に確認する手続にすぎないから、当該申込み及び承諾により、新た
に電気通信役務の提供を受ける権利が生じるとはいえない。
          したがって、本件資産について、基地局単位に見て、それぞれが一単位の減価償却資産と解するの
は相当でない。
      (五)　以上によれば、本件資産は、一単位の減価償却資産であるから、本件営業譲渡契約における本件
資産の購入代価の全額が、本件資産の取得価額となる（法人税法施行令５４条１項１号イ）。
          そうすると、本件資産は、減価償却資産ではあるが、その取得価額が１０万円を超えているから、法人
税法施行令１３３条を根拠として、その全額を損金の額に算入することはできない。
    ４　原告がＮＴＴに支払った本件設置負担金について
        活用型ＰＨＳ事業の実態を踏まえて法人税法施行令１３条８号ソの規定を解釈すれば、活用型ＰＨＳ事
業者は、ＮＴＴから電気通信役務の提供を受けていると認められる。そうすると、少なくとも、活用型ＰＨＳ事業
者のＮＴＴとの相互接続協定上の地位は、第一種電気通信事業者（ＮＴＴ）に対して事業用電気通信設備の
設置に要する費用を負担し、その設備を利用して電気通信役務の提供を受ける権利に該当する。そして、基
地局回線（エントランス回線）を増設するとＮＴＴのネットワークへの相互接続点が増加し、利用可能区域の拡
大又は高密度化をもたらし、ＮＴＴから電気通信役務の提供を受ける権利である本件資産の価値を高めるも
のである。
        したがって、本件設置負担金の支出は、法人税法施行令１３２条２号の資本的支出に該当し、当該支出
した事業年度の損金の額に算入することはできない。
  二　原告の主張
    １　原告の主張の骨子
      (一)　相互接続における原告とＮＴＴの間の法律関係は、それぞれが利用者に対し、相互接続点を責任
分界点として、自らの電気通信設備に関する電気通信役務を提供する関係にある。このような関係は、電気
通信事業法の下における整理にとどまらず、実際に電気通信事業法の規制の下で当事者が締結した契約関
係にも反映されている。
          活用型ＰＨＳ事業者のみが、個々の相互接続点における接続に際して、ＮＴＴに本件設置負担金を支
払うのは、相互接続のためには、エントランス回線という特別の設備が必要であり、しかもそれがＮＴＴ所有の
設備として工事されるため、活用型ＰＨＳ事業者の側でも応分の負担をしなければならないからである。
          そうすると、原告又はＮＴＴパーソナルが本件設置負担金の支払により取得する権利は、相互接続の
ためのエントランス回線を利用する権利（以下「本件権利」という。）であるというべきである。
          そして、原告は、ＮＴＴパーソナルから、本件権利１５万３１７８回線分をまとめて本件資産として譲り受
けたものである。
      (二)　本件権利は、エントランス回線という有体物のみを対象とするものであり、エントランス回線という物
理的設備の存する単位、機能、独立性、個別性等によれば、本件権利は１回線を単位とする資産であるという
べきである。
          仮に、本件権利がエントランス回線のみを対象とする権利であることを前提としなくとも、本件権利がエ
ントランス回線の存在なくして成り立たない権利である以上、エントランス回線の設置の契機を基準に、その取
得単位は構成されるべきである。そして、エントランス回線が設置される際の単位である１回線が本件権利の
取得単位であること、また、特定の２事業者間で基本的に当初に一つだけ締結される相互接続協定は、共通
事項のみをあらかじめ定めておく基本契約にすぎず、個々のエントランス回線の設置申込み及びその承諾
が、具体的な権利義務を生じさせる個別契約としての意義を有することからすれば、本件権利はエントランス
回線１回線を単位とする資産といわざるを得ない。
      (三)　以上によれば、原告がＮＴＴパーソナル及びＮＴＴから取得した本件権利の取得価額は、エントラン
ス回線１回線当たりの７万２８００円であって、１０万円未満であるから、本件資産は、法人税法施行令１３３条の
少額減価償却資産に該当し、事業の用に供した事業年度に損金の額に算入することができる。
    ２　本件権利の性質について
      (一)　相互接続について
        (1)　エントランス回線を利用する権利である本件権利は、電気通信回線設備を自ら設置して電気通信
事業を行う第一種電気通信事業者であるＮＴＴと原告の間における、相互接続という電気通信事業法によっ
て規律される関係に基づくものである。
            相互接続とは、異なる電気通信事業者の間で、通信可能な範囲を広げるとともに、利用者に対して
総合的なサービスを提供するために、その有するネットワークを相互に接続することである。
            相互接続における電気通信事業者間の関係は、一方の電気通信事業者が他方の電気通信事業者
に対して、一方的に役務その他を提供するという関係ではなく、お互いの電気通信設備が接続されることで、
お互いに便益を受けるという関係である。例えば、本件で原告とＮＴＴの間で相互接続を行うことにより、原告
の契約者であるＰＨＳ端末利用者は、ＮＴＴの契約者である固定電話利用者等との通話が可能となるが、同時
にＮＴＴの契約者である固定電話利用者も、原告の契約者であるＰＨＳ端末利用者と通話可能となるのであっ
て、原告のＰＨＳネットワークが便益を受けるのみならず、ＮＴＴのネットワークも便益を受けるのである。



        (2)　相互接続においては、電気通信事業者がそれぞれのネットワークを互いに接続することにより、相
互に通信量を増加させ、ネットワークの効率的活用を図るとともに、通信量の増加に伴う自己の提供サービス
の増加という便益を受ける。
            すなわち、ＮＴＴの提供する端末（家庭用固定電話や公衆電話等）のみが電話の手段であったとき
は、ＮＴＴのネットワークの中には、ＮＴＴの提供する端末で発信し、かつ受信する通話しか存在しなかった。し
かし、携帯電話やＰＨＳが登場し普及することにより、携帯電話から固定電話、ＰＨＳから固定電話、携帯電話
から携帯電話、携帯電話からＰＨＳ、ＰＨＳからＰＨＳなどのように、様々な形態の通話が存在するようになり、し
かもそれらの通話の多くは、ＮＴＴのネットワークを介した通話となる。そうすると、それら様々な形態の通話が
できることによって通話の総量が増えることで、ＮＴＴのネットワークにおける通話量も増え、他の電気通信事
業者との契約者による通話であっても、ＮＴＴの提供する電気通信役務が増加することとなり、ＮＴＴも役務提
供機会の増加という便益を受けるのである。
      (二)　相互接続と電気通信事業法について
        (1)　電気通信事業法上、相互接続を行う電気通信事業者間において相互接続に基づき生ずる関係
は、電気通信役務の提供関係ではないと位置付けられている。
            なぜなら、電気通信事業法上、「電気通信役務」は「電気通信設備を用いて他人の通信を媒介し、そ
の他電気通信設備を他人の通信の用に供すること」と定義されている（電気通信事業法２条３号）が、電気通
信事業者の間の相互接続により媒介されている通信は、実際に通話を行っているそれら電気通信事業者との
契約者である利用者の通信であって、電気通信事業者の通信ではないので、役務の提供対象者は飽くまで
利用者だからである。
        (2)　このような定義上の帰結は、電気通信事業法における規制の体系によっても支持される。
            電気通信事業法３１条は、電気通信事業者のうち第一種電気通信事業者の提供する電気通信役務
に関する料金について、届出制を原則としつつ、特定の電気通信役務に関しては、郵政大臣が基準料金指
数を定めて、命令又は料金変更の際の許可制により基本的にはその基準料金指数以下の料金指数の料金
に抑えさせるという規制を行っている。
            それに対して、第一種電気通信事業者の電気通信設備との相互接続に関しては、接続の対象とな
る電気通信設備が郵政大臣の指定を受けたものか、指定を受けた場合それがいかなる指定なのかによって、
電気通信事業法３８条の２から３８条の４までのいずれの規制を受けるかが決まる。それにより、相互接続に関
し電気通信事業者間で支払われる接続料について定める相互接続約款又は相互接続協定に関して、郵政
大臣の認可を受けなければならないのか、それとも届出だけでよいのかが異なる。
            いずれにしても、相互接続に関し電気通信事業者間で支払われる接続料が、電気通信役務に関す
る料金とは異なる条文及び制度による規制に服していることは明らかである。
        (3)　申込みを拒否する自由に関する規制も、電気通信役務の提供と相互接続の実施とでは、電気通信
事業法上別のものとして取り扱われている。
            電気通信役務の提供については、電気通信事業法３４条により、電気通信事業者は、正当な理由が
なければ、その業務区域における電気通信役務の提供を拒んではならないものとされている。
            それに対して、相互接続に関しては、電気通信事業法３８条は、電気通信事業者は、他事業者から
当該他事業者の電気通信設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けたときは、同条各号
に掲げる一定の場合を除き、これに応じなければならない旨を規定し、電気通信役務の提供の申込みを受け
た場合とは異なることを前提として、異なる規制をしている。
            このような規制においては、相互接続の申込みを受けた場合の方が、電気通信役務の提供の申込
みを受けた場合に比べて、拒否することができる事由は範囲が広いものと解されている。
        (4)　以上のような電気通信事業法における電気通信役務の提供関係と相互接続の下での電気通信事
業者間の関係との区別は、複数の電気通信事業者が介在する場合における電気通信役務の提供関係につ
いての電気通信事業法上の法律関係の整理に基づく。
            すなわち、複数の電気通信事業者が介在する場合における電気通信役務の提供については、一つ
の電気通信事業者が、別の電気通信事業者に電気通信役務を提供し、後者が利用者に対し、これを再販す
るという形態も制度設計上は考えられ、現に電気通信事業法には、平成１３年法律第６２号による改正により
「卸電気通信役務」という役務提供形態が導入された（電気通信事業法３１条１項最初の括弧書）。
            それとは別の形態として、複数の電気通信事業者が、それぞれ利用者に対し、相互接続点を責任分
界点として、自らの電気通信設備に関する電気通信役務を提供する方法として、上記改正の以前から相互接
続方式が用意されていた。
            相互接続方式は、一方の電気通信事業者が他方の電気通信事業者の提供する電気通信役務の料
金を、自らが提供する電気通信役務の料金と合わせて利用者に対し設定する方式（以下「エンドエンドの料
金設定」という。）を行う際には、卸電気通信役務の再販方式と区別がつきにくいとも考えられる。
            しかし、相互接続方式においては、卸電気通信役務の再販方式とは異なり、飽くまでそれぞれの事
業者が利用者に対し直接に役務提供し、利用者に対し契約履行責任を負うものとされる。そして、電気通信
事業法が、このような複数の電気通信事業者が介在する場合における電気通信役務の提供形態として、相互
接続方式のみを当初導入し、卸電気通信役務の再販という形態を導入しつつも相互接続方式を存続させて
いるのは、相互接続方式における、卸電気通信役務の再販方式とは異なる役務提供関係及び責任関係に意
味があるからであると考えられる。
      (三)　電気通信事業法における相互接続関係について
        (1)　電気通信事業法上の相互接続における電気通信役務の提供関係の整理は、電気通信事業者と
利用者の間の契約や電気通信事業者間の相互接続に関する契約にも反映されている。
            すなわち、電話サービス約款や本件接続約款においても、相互接続では、相互接続を行う電気通信
事業者がそれぞれ利用者に対し、自らの電気通信設備に関する電気通信役務を提供していることを前提とし
て契約条項が規定されている。
        (2)　電話サービス約款においては、他事業者との相互接続点との間の通話、他事業者との相互接続点
相互間の通話等を「相互接続通話」として定義した上で（電話サービス約款３条の２８欄）、このような相互接続
通話を行うことができる場合を規定する条文を置くとともに（電話サービス約款６１条）、契約者、公衆電話の利



用者又は相互接続通話の利用者が相互接続通話に関する料金の支払を要するものとしている（電話サービ
ス約款８１条１項）。
            電話サービス約款においては、ＮＴＴとの契約者のみならず、相互接続を行っている他事業者との契
約者も、相互接続によりＮＴＴの回線を用いる場合には、ＮＴＴの利用者として電話サービス約款の適用を受
けるものであることを前提に条文が設けられている。
        (3)　原告のＰＨＳサービス約款においては、原告が提供するＰＨＳサービスに関する通話はすべて契約
者回線と相互接続点との間の相互接続通話である旨を規定している（ＰＨＳサービス約款４１条）。
            ＰＨＳサービス約款は、相互接続点の先のＮＴＴのネットワークを用いている部分は、原告の提供する
サービスに関する通話ではないこと、すなわちＮＴＴのネットワーク部分は原告による利用者に対する役務提
供ではないことを明確化している。
        (4)　本件接続約款においては、「利用者」をＮＴＴ又は相互接続の相手方である他事業者が提供する
電気通信サービスを利用する者と定義した上で（本件接続約款３条の３４欄）、利用者料金の設定や請求等の
利用者との関係における法律関係の整理を行うための条文を第１３章「利用者への責任に関する事項」と題
する章に規定し（本件接続約款８４条から８９条まで）、ＮＴＴ及びＮＴＴと相互接続を行う電気通信事業者の双
方が、利用者に対して直接に法律関係を有することを前提に条文が設けられている。
        (5)　このように、相互接続を行う電気通信事業者のいずれもが、相互接続通話を行う利用者に対して、
直接に役務提供を行う関係にあるということは、特に相互接続通話に関する料金について、債権譲渡方式を
用いる際には顕著となる。
            すなわち、債権譲渡方式においては、相互接続通話に関する複数の電気通信事業者のそれぞれ
が、自らの役務提供、すなわち相互接続通話のうち自らの電気通信設備を用いている部分について、料金を
設定し、このような料金について生じた利用者に対する債権を電気通信事業者に債権譲渡し、当該電気通信
事業者が利用者に対して相互接続通話に関する料金債権をまとめて請求し、その他の電気通信事業者は債
権譲渡代金から手数料を控除した金額を当該電気通信事業者から受領することにより、料金の回収を行う。し
たがって、債権譲渡方式においては、相互接続通話に関する電気通信事業者の役務提供に対する対価とし
ての料金の設定及び回収という関係が明らかになっている。債権譲渡方式については、本件接続約款７３
条、電話サービス約款８１条３項及び４項並びに８２条に規定がある。
            債権譲渡方式は、原告とＮＴＴの間では現在用いられていないが、原告の携帯電話部門とＮＴＴの
間、その他平成８年以前に存在していた相互接続関係においては、エンドエンドの料金設定方式が導入され
るまでは、債権譲渡方式が用いられていた。
            このようなエンドエンドの料金設定方式の導入は、相互接続通話について利用者料金の低廉化等を
促進するために行われたものであって、役務の提供関係を変更しようという趣旨は全くなかった。電気通信事
業に関する監督官庁である総務省（従前の郵政省）においても、役務の提供関係については、エンドエンドの
料金設定方式の導入後も、それぞれの事業者が利用者に対し直接に役務提供し、利用者に対し契約履行責
任を負うものであると理解している。
            したがって、債権譲渡方式が、相互接続通話に関する料金について、少なくとも当初は原則的な方
式として用いられていたというのは、相互接続通話に関する電気通信事業者のそれぞれが、利用者に向けて
直接に役務提供を行っており、事業者間では利用者に対して並行的に役務を提供している関係に立ってい
るにすぎないということを示している。
      (四)　相互接続と金銭の支払関係について
        (1)　ＮＴＴとの相互接続に基づき、接続事業者がＮＴＴに支払う金額には、接続料金と呼ばれているもの
の中に、網使用料（本件接続約款料金表第１表第１）及び網改造料（同料金表第１表第２）があるほか、工事
費及び手続費（同料金表第２表）があり、この中に、本件で問題となっている１回線当たり７万２８００円の本件
設置負担金が含まれている。なお、網使用料の中には、定額制のもの（本件接続約款６１条）と従量制のもの
（本件接続約款６２条）とがある。
        (2)ア　従量制の網使用料は、利用者料金についてエンドエンドの料金設定方式が通常取られているた
めに、相互接続通話に関する利用者料金を、相互接続通話に用いられるネットワークを保有する電気通信事
業者間で配分する役割を有するものである。
              すなわち、エンドエンドの料金設定方式では、相互接続通話に用いられるネットワークを保有する
すべての電気通信事業者の相互接続通話に関する料金を、そのうちの一つの電気通信事業者が設定するこ
とになるが、他の電気通信事業者は、当該相互接続通話について、その料金設定を行った電気通信事業者
から直接又は間接に従量制の網使用料を受け取ることによって、相互接続通話に関する電気通信役務の料
金を回収するのである。
              従量制の網使用料は、基本的には相互接続を行う電気通信事業者間で双方向に支払われるもの
であり、本件接続約款においてもＮＴＴが料金設定を行う電気通信事業者となる場合には、接続事業者から
支払を要しない旨規定されているが（本件接続約款料金表第１表第１の１）、むしろそのような場合には、ＮＴＴ
から接続事業者に向けて、両者間の協定に基づき従量制の網使用料を支払うべきこととなる。
          イ　現在、ＰＨＳ発固定電話着の相互接続通話及び固定電話発ＰＨＳ着の相互接続通話の両者とも、
ＰＨＳ側の電気通信事業者が料金設定を行うこととなっているので、原告とＮＴＴのみの間における相互接続
通話においては、原告が料金設定を行う側の電気通信事業者となり、原告からＮＴＴに従量制の網使用料を
支払うことになる。
              しかし、例えば「０１２０」で始まるフリーアクセスへのＰＨＳ発の通話のように、ＮＴＴが料金設定を行
うこととなる通話もあり、その場合には、ＮＴＴが原告に対して従量制の網使用料を支払うことになるのである。
また、相互接続の中で、発信と着信により料金設定事業者が異なる場合においては、双方向に従量制の網使
用料が支払われ、ＮＴＴも接続事業者に対して従量制の網使用料を支払うことになる。
              また、固定電話発ＰＨＳ着の相互接続通話と同様に、移動通信体の事業者側で料金設定を行って
きた固定電話発携帯電話着の相互接続通話でも、遅くとも平成１７年４月１日からＮＴＴの事業者識別番号（０
０３６）を最初にダイアルする通話に関しては、ＮＴＴ側で料金設定を行い、携帯電話事業者としての原告に従
量制の網使用料を支払うこととなる。
              さらに、例えば携帯電話発ＮＴＴのネットワーク経由原告のＰＨＳ着の相互接続通話に関しては、携



帯電話に関する電気通信事業者が料金設定を行う電気通信事業者となるので、原告も携帯電話に関する電
気通信事業者から従量制の網使用料の支払を受けている。原告とこのような携帯電話事業者との関係は、原
告が携帯電話事業者に対して役務提供をしているという関係とはいえない。
          ウ　したがって、従量制の網使用料は、エンドエンドの料金設定を行う際に、どの電気通信事業者が料
金設定を行うのかという取決めに基づきいくらでも変わり得るものであって、エンドエンドの料金設定について
いかに事業者間で配分を行うのかという、極めて技術的な事項に関するものである。
              つまり、従量制の網使用料には、相互接続に関する電気通信事業者の一方が他方の電気通信事
業者に一方的に役務提供をすることに関する対価といった性格はない。
        (3)ア　網改造料は、相互接続通話のためにＮＴＴのネットワーク内における付加的な機能が必要となる
場合に、このような付加的な機能のために必要なＮＴＴにおける設備又はソフトウェアの工事費又は開発費を
基に計算した設備管理運営費等について、接続事業者に転嫁するために課されるものである（本件接続約款
料金表第１表第２）。
              このような網改造料は、ＮＴＴのネットワーク内部の設備又はソフトウェアの工事費又は開発費に基
づく点において、エントランス回線の工事費用の負担とは別個並列的な関係に立つものである。
              つまり、同じ工事費又は開発費でも、本件設置負担金はエントランス回線を対象とするのに対して、
網改造料はエントランス回線とは異なるＰＨＳ接続装置等のＮＴＴのネットワーク内における設備又はソフトウェ
アを対象とするものである。
          イ　したがって、接続事業者は、本件設置負担金の支払によりエントランス回線を用いることができるよ
うになるが、網改造料の支払対象である付加的な機能については、網改造料という形で必要な設備又はソフ
トウェアの工事費又は開発費を負担することによって、それを利用できるようになるのであって、本件設置負担
金を対価としてこのような機能を利用できるようになるのではない。
              そうすると、網改造料は、エントランス回線とは異なるＰＨＳ接続装置等のＮＴＴのネットワーク内部の
設備又はソフトウェアに関する機能について支払われるのであって、本件設置負担金の支払事由とは別個の
事由に基づき支払われるものである。
        (4)　工事費及び手続費は、ＮＴＴが相互接続に関連して、特定の接続事業者のために行う工事や手続
に関して徴収する費用であり、本件設置負担金のみならず、例えば原告の契約者回線番号等をＮＴＴのＰＨＳ
制御局に登録する工事に関する費用等も含まれている。
        (5)　定額制の網使用料は、ＮＴＴ側で設置維持する設備であって、特定の接続事業者との相互接続の
ために必要となるものに関して、月当たりの定額で当該接続事業者に課される料金であるが、エントランス回
線に関する月額固定料金（平成１０年１２月１日当時１回線当たり月額１７４１円）等が含まれる。
        (6)　以上のＮＴＴとの相互接続に基づき接続事業者がＮＴＴに支払う金額は、別々の支払事由に基づ
く、別個の支払金額であるというべきである。
            本件設置負担金とエントランス回線について支払われる定額制の網使用料とは、どちらもエントラン
ス回線について支払われるものであるが、エントランス回線設置に関する初期費用の負担と、エントランス回
線を実際に使用することに関する継続的支払の差異がある。従量制の網使用料や網改造料の支払は、相互
接続通話に関しエンドエンドの料金設定を行う際の電気通信事業者間の料金配分、あるいはエントランス回
線とは異なるＮＴＴのネットワーク内部の設備又はソフトウェアに関する機能についての支払として位置付けら
れるのであって、エントランス回線とは関係なく、本件設置負担金とは完全に別個の事由に基づくものである。
        (7)　本件設置負担金は、エントランス回線の設置工事費用の負担及びそれに関する手続のために支払
われるのであって、ＮＴＴのネットワークにおける相互接続通話の利用者に対するＮＴＴの役務提供及びＮＴＴ
のネットワーク内部のエントランス回線以外の設備又はソフトウェアに関する機能の提供のために支払われて
いるわけではなく、それら役務提供や機能提供を受けるための前金である性格を有するものではない。
            したがって、本件設置負担金の支払により取得する本件権利は、飽くまで本件設置負担金の支払対
象であるエントランス回線に関する権利であって、ＮＴＴの役務提供又はＮＴＴのネットワーク内部のエントラン
ス回線以外の設備又はソフトウェアに関する機能の提供を受ける権利ではあり得ない。
      (五)　網改造料の支払対象である設備又はソフトウェアについて
        (1)　ＰＨＳによる通話を実現させるためには、１回線のエントランス回線が機能していればよいのではな
く、他にも様々なＮＴＴの設備又はソフトウェアも機能することが必要である。
            しかし、それは、相互接続点のみが存在すれば相互接続通話が成立するのではなく、飽くまで相互
接続点の先に存在する相互接続の相手方である電気通信事業者のネットワークが機能しなければ相互接続
通話はできない以上、当然のことである。
        (2)　網改造料の支払対象であるＮＴＴの設備又はソフトウェアに関する機能は、ＮＴＴのネットワークを用
いる相互接続通話において、ＮＴＴが相互接続通話に関する電気通信役務を当該相互接続通話の利用者に
提供するに当たって、そのＮＴＴのネットワークの中において発揮されるという点において、ＮＴＴのネットワー
クに関する機能である。
            例えば、ＮＴＴ所有のＰＨＳ制御局においては、個々のＰＨＳ端末の位置を把握しておいて、あるＰＨ
Ｓ端末への通話の呼出しがあったときには、当該ＰＨＳ端末に最も近い相互接続点までＮＴＴのネットワーク内
で呼出しを導き、それにより当該通話がつながることを可能とするのであるが、それはＮＴＴのネットワーク内に
おける通話呼出しの誘導というべきものであって、ＮＴＴのネットワーク内での相互接続通話の利用者に対す
る直接的な電気通信役務の提供そのものである。
        (3)　したがって、相互接続通話がエントランス回線を通じて接続されているにしても、ＮＴＴ所有のＰＨＳ
制御局に関する電気通信役務の提供は、その設備において直接に利用者に対して行われているものであっ
て、原告が役務提供を受けているものではない。
            このような電気通信役務の提供は、相互接続通話に関する電気通信事業者それぞれのネットワーク
において、そのネットワークに関する部分の役務提供という形で並列的に行われているのであり、原告が相互
接続通話に関するすべての電気通信事業者の役務提供をまとめて、自己の役務提供として行っているもので
もない。
            また、ＰＨＳ端末の位置情報をＮＴＴのＰＨＳ制御局において把握しておくためには、個々のＰＨＳ端
末からエントランス回線を通じて位置情報がＮＴＴのＰＨＳ制御局に集積されていることが必要である。しかし、



それはＮＴＴがＰＨＳ制御局という設備をもって利用者に対する電気通信役務の提供をするためにＮＴＴ側で
行う準備行為であって、このようなＮＴＴ側の準備行為のためにエントランス回線の伝送機能が用いられている
にすぎない。
        (4)　以上のとおり、エントランス回線は、ＮＴＴの電気通信設備と原告の電気通信設備を物理的に結び
付けるという、ＮＴＴを通じた相互接続通話のために必要不可欠な機能を有するが、特にそれを超える機能を
有するものではなく、ＮＴＴのネットワークの機能がエントランス回線に化体されるわけでもない。
            エントランス回線以外のＮＴＴのネットワーク内の設備又はソフトウェアのためには、エントランス回線
のための工事費や使用料とは別個に、その工事費や開発費を勘案した使用料が支払われているのであるか
ら、エントランス回線の設置工事費用の負担及びそれに関する手続のために支払われる本件設置負担金は、
ＮＴＴのネットワークに関する機能提供と見合いの関係にあるわけではない。
            したがって、本件設置負担金が網改造料の支払対象である設備又はソフトウェアに関する機能のた
めに支払われるという見方は、明らかに見当違いのものである。
      (六)　税法上の電気通信施設利用権の定義規定の位置付け
        (1)　法人税法施行令１３条８号ソは、電気通信施設利用権について定義している。
            ＮＴＴは、電気通信事業法上、第一種電気通信事業者に分類され、エントランス回線は、ＮＴＴが設
置する事業用電気通信設備であり、本件設置負担金は、その設置に関する工事費及びその付随費用である
手続費である。したがって、原告がＮＴＴに本件設置負担金を支払う関係は、法人税法施行令１３条８号ソの
電気通信施設利用権の定義のうち、費用の負担関係に関する部分、すなわち「電気通信事業法（昭和５９年
法律第８６号）第１２条第１項（事業の開始の義務）に規定する第一種電気通信事業者に対して同法第４１条
第１項（電気通信設備の維持）に規定する事業用電気通信設備の設置に要する費用を負担し」という部分（以
下「電気通信施設利用権の定義の前段部分」という。）に合致している。
        (2)　しかし、電気通信施設利用権の定義の前段部分において規定される費用の負担により生ずる法律
関係について記述する電気通信施設利用権の定義の後半部分、すなわち「その設備を利用して同法第２条
第３号（定義）に規定する電気通信役務の提供を受ける権利」という部分（以下「電気通信施設利用権の定義
の後段部分」という。）に関しては、本件権利にそのまま当てはまるものではない。
            なぜなら、相互接続においては、電気通信役務は利用者に対して提供されているのであって、ＮＴＴ
から原告に対して提供されているものではなく、原告がＮＴＴから「電気通信役務の提供を受ける権利」をエン
トランス回線について有することはあり得ないからである。特に、電気通信施設利用権の定義の後段部分の
「電気通信役務」という文言については、電気通信事業法上の定義規定を引用しているのであるから、電気通
信事業法上の意味と異なる意味を有することはあり得ず、電気通信事業法上、上記のように相互接続を行う
電気通信事業者間において当該相互接続に基づき生ずる関係は、電気通信役務の提供関係ではないと位
置付けられている以上、電気通信施設利用権の定義の後段部分がそのまま本件権利に当てはまることはあり
得ない。
        (3)　また、本件権利の内容は、税法上の「電気通信施設利用権」の定義規定に規律され、又は影響さ
れるものでもない。なぜなら、本件権利は、電気通信事業法により設定された枠組みの下で締結され、私法に
より規律されているところの当事者間の契約に基づくものであるが、税法上の定義規定は、税法上一定の取
扱いを行うものについて、このような業法や私法の下での権利関係が該当するか否かを規律するにすぎず、こ
のような権利関係自体を規律するものではないからである。
        (4)　以上によると、電気通信事業法上の位置付けからすれば、本件権利は、電気通信役務の提供を受
ける権利ではなく、また、税法上の電気通信施設利用権の定義規定によりその権利内容に修正を受けるわけ
でもないので、電気通信施設利用権に該当しないとも考えられる。
            しかし、類似規定との比較により読み取ることのできる電気通信施設利用権の定義の後段部分の趣
旨からすれば、本件権利が少なくとも電気通信施設利用権の定義の前段部分に該当する以上は、本件権利
も電気通信施設利用権に該当するか、又は少なくともそれに準ずるものとして無形固定資産に該当するものと
いうべきである。
      (七)　無形固定資産として定義される種々の利用権と本件権利
        (1)　法人税法施行令１３条８号ヲからソまでに無形固定資産として定義される種々の利用権に、本件で
問題となっている電気通信施設利用権も含まれている。
            法人税法施行令１３条８号ヲからレまでの無形固定資産は、いずれも一定の事業者等に対して施設
設置の費用を負担してその施設を利用して便益を受ける関係を、無形固定資産として捉えている。そのうち同
号カからレまでについては、その定義規定において「施設を利用して」という文言と「権利」という文言の間に何
らかの文言が入っている。
            しかし、そのような間に置かれている文言、すなわち電気ガス供給施設利用権についての「電気又は
ガスの供給を受ける」という文言、熱供給施設利用権についての「同条第１項に規定する熱供給を受ける」と
いう文言、水道施設利用権についての「水の供給を受ける」という文言、及び工業用水道施設利用権につい
ての「工業用水の供給を受ける」という文言については、説明的な文言にすぎず、付加的な要件を課す文言
ではないものと思われる。
            なぜなら、電気又はガスの供給施設は、電気又はガスの供給のための施設である以上は、その利用
は必ず電気又はガスの供給を受けるということを意味すると考えられ、熱供給施設の利用と熱供給を受けるこ
と、水道施設の利用と水の供給を受けること、及び工業用水道施設の利用と工業用水の供給を受けることも、
同様の関係に立つと考えられるからである。
            これらの文言は、結局のところ、所定の施設を利用するがこれらの文言に該当しない場合というもの
が考えられない以上、これらの文言に該当しない場合を定義から排除するというよりは、所定の施設の利用に
より納税者がいかなる便益を享受するのかを説明し、もって無形固定資産とされる権利の内容をより明らかに
する趣旨であると思われる。
        (2)　上記のような法人税法施行令１３条８号ヲからレまでの無形固定資産の定義規定についての理解を
前提とすれば、同号ソに規定する電気通信施設利用権の定義の後段部分中の「同法第２条第３号（定義）に
規定する電気通信役務の提供を受ける」という文言についても、電気通信施設の利用により納税者がいかな
る便益を享受するのかを説明し、もって無形固定資産とされる権利の内容をより明らかにする趣旨であって、



このような文言に該当しない場合を定義から排除する趣旨ではないと考えられる。
            したがって、実際には電気通信施設の利用により電気通信役務の提供が行われる場合でなくとも、
電気通信施設利用権の定義の前段部分に該当し、かつ、電気通信施設の利用関係さえあれば、電気通信
施設利用権の定義から排除する趣旨ではないものと考えられる。
            よって、本件権利についても、ＮＴＴに対する本件設置負担金の支払という関係で、電気通信施設利
用権の定義の前段部分に該当し、かつ、当該支払により、その支払の対象であるエントランス回線という電気
通信施設を原告が利用できるようになるのであるから、本件権利は、電気通信施設利用権に該当するか、又
は少なくともそれに準ずるものとして、無形固定資産に該当するというべきである。
      (八)　まとめ
        (1)　以上によると、原告とＮＴＴの間で相互接続が行われる際の関係は、原告とＮＴＴがそれぞれ利用者
に対し、相互接続点を責任分界点として、自らの電気通信設備に関する電気通信役務を提供するという関係
であって、ＮＴＴが原告に電気通信役務を提供するという関係ではない。原告とＮＴＴとは、お互いの電気通信
設備が接続されることで、それぞれ自らの電気通信事業を行うに当たって、お互いに便益を受けるが、それは
双方向的なものであって、一方的なものではない。
            したがって、原告が、ＮＴＴと相互接続を行うだけのために、権利金的な性格を有する支払をする理
由はない。
        (2)　原告からＮＴＴに様々な支払がされるが、それらは相互接続そのものに関して支払われるというより
も、相互接続全体の中における様々な支払事由に基づく別個の支払である。
            例えば、従量制の網使用料は、ＮＴＴによる相互接続通話の利用者に対する役務提供について、相
互接続通話に関するＮＴＴ以外の電気通信事業者が設定する料金をＮＴＴに配分するための支払である。ま
た、網改造料は、ＮＴＴのネットワーク内において原告との相互接続通話のために付加的な機能が必要となる
際に、その機能のために必要な設備又はソフトウェアの工事費又は開発費について原告が負担するための
支払である。
            本件設置負担金は、これらの支払に加えて、それらとは別個のものとして支払われているのであっ
て、役務提供を受けたり、ＮＴＴのネットワーク内部のエントランス回線以外の設備又はソフトウェアの機能を利
用するための支払ではない。
            また、本件設置負担金は、相互接続協定の締結により支払われるものではなく、飽くまでエントランス
回線が現実に設置される際に、エントランス回線についてのみ支払われるのであるから、本件設置負担金が
相互接続協定全体の権利金や前金としての性質を有することはあり得ない。
            本件設置負担金は、本件接続約款上、エントランス回線の設置工事費用の負担及びそれに関する
手続費用のための支払と位置付けられているところ、実質的にも、実際に設置されるエントランス回線のため
の支払でしかあり得ない。
            したがって、本件設置負担金の支払により取得する本件権利は、飽くまで本件設置負担金の支払対
象であるエントランス回線に関する権利であって、ＮＴＴの役務提供又はＮＴＴのネットワーク内部のエントラン
ス回線以外の設備又はソフトウェアに関する機能の提供を受ける権利ではない。
        (3)　本件権利は、法人税法施行令１３条８号ソ規定の電気通信施設利用権に該当する。税法上のこの
ような定義規定における位置付けの中でも、本件権利は、対象となる物理的施設すなわちエントランス回線と
密接な関係があり、また、本件設置負担金の支払によって、その支払対象であるエントランス回線についての
み成立する権利であることが明らかとなっている。
        (4)　本件設置負担金は、エントランス回線の設置工事費用の負担及びそれに関する手続費用のための
支払であって、原告が取得する権利の対価と直接的に位置付けられているわけではない。したがって、本件
権利は、本件接続約款や本件接続協定において直接的に規定されてはいない。
            しかし、本件設置負担金の支払により、原告が、エントランス回線に関する固定制の網使用料の継続
的支払を条件として、ＮＴＴと相互接続を行うためにエントランス回線を使用することについて法的にも保護さ
れ、権利として主張することができることは間違いない。
            したがって、本件権利は、エントランス回線というＮＴＴと原告間の相互接続のために必要な設備が、
原告とＮＴＴの双方によって使用されるところ、それがＮＴＴに所有されているために必要となる、他人所有物
の使用のための権利であると考えられる。このような使用権は、正に有体物を物理的に使用することに関する
権利であるから、このような権利の目的物である有体物と密接な関係があるというべきである。
    ３　本件権利の単位について
      (一)　エントランス回線と本件権利の単位について
        (1)　本件権利は、有体物であるエントランス回線を使用する権利として、目的物であるエントランス回線
と密接な関係を有し、それを離れて存在し得ない。そうすると、本件権利の資産としての単位は、その目的物
であるエントランス回線の単位と合致すると考えられる。
            なぜなら、有体物の資産単位とは、その所有権の資産単位にほかならないのであるが、有体物の使
用権についても、その所有権と別に資産単位を考える理由はないからである
        (2)　上記の単体が資産単位とならない例外的な場合としては、まず、本件通達にも規定されている工
具、器具及び備品のうち一組又は一そろいが取引単位となるものがある。これは、応接セットとしてのテーブル
と椅子、三揃いのスーツ（上着、ズボン及びチョッキ）、辞書（上巻及び下巻）、全１０巻の百科事典、靴（右足
用及び左足用）等、異なる物品が組み合わさって一体となって機能を発揮し、しかも通常の取引単位が単体
ではないものである。
            また、賃貸マンション等の事業用建物に取り付けるカーテンのように、資産としての通常の利用目
的、一般的・客観的機能性、外観上のデザイン等から一定のまとまり（カーテンについては部屋単位）をもって
取引単位と認められるものや、間仕切りを構成するベニヤ板や建物に固定されて建物の一部となったじゅうた
ん、建物附属設備である電気設備に組み込まれる蛍光灯等の照明器具等のように、減価償却資産としての分
類の関係上、より大きな資産の材料又は一部にすぎないとされるものもある。
            さらに、本件通達にも規定されている枕木、電柱等の構築物のように、構築物としては線路設備や送
電設備を構成することが役割であるところ、このような役割における機能を単体では発揮することができない構
築物については、工事単位等の客観的に判断できる基準をもって少額減価償却資産の判定がされる。



            以上のように、例外的に単体を資産単位としないものは、単体では独立の資産として取り扱われない
理由がある。しかし、いずれにしても、それらについて１資産単位とされるものは、物理的な位置関係、近接性
及びまとまり、資産としての機能等により、一つの取引単位であると見ることができる範囲の物に限定されてい
るのであって、無限定又は不明確な範囲の物をまとめて１単位の資産として見るようなことはない。
        (3)　エントランス回線は、複数のエントランス回線が設置されている基地局を除いては、基地局に１回線
あるのみであり、原告の営業地域全般にわたって、多数の基地局が別個に設置されている。したがって、物理
的には、エントランス回線は、１基地局に複数回線が設置されている場合を除いては、ばらばらに存在してい
る。
        (4)　また、エントランス回線の機能については、エントランス回線は原告の設備である基地局とＮＴＴ電
話網とを接続するという機能を果たしているところ、相互接続通話はエントランス回線１回線を用いればできる
のであるから、エントランス回線１回線で一機能単位としての役割を果たしている。
            ＰＨＳ契約者が移動しながらＰＨＳ端末を用いて通話する場合には、通話に用いる基地局が順次変
わっていくこともあり、その場合には異なる時点で複数のエントランス回線を最終的には用いることになる。
            しかし、ある特定の時点において通話に使用しているエントランス回線は１回線である。エントランス
回線１回線それぞれがその機能を果たしていることは、エントランス回線の１回線が故障した場合、故障したエ
ントランス回線が接続されている基地局のサービスエリアが通信不可能となるだけであり、別のエントランス回
線が接続されている隣接の基地局がカバーするサービスエリアに影響を与えることはないことに現われてい
る。
            このようなエントランス回線の使用状況は、電線を支える電柱の１本が倒壊すれば、他の電柱を用い
た安全な送電はできず、また、枕木があるべき箇所から１本引き抜かれれば、他の枕木がそのままでも、その
枕木上を通るレール、ひいてはその路線を電車が安全に通過することができないのとは、完全に異なる。
            したがって、エントランス回線について、資産としての機能は１回線単位で発揮されることに間違いは
ない。
        (5)　もちろん、原告がＰＨＳ事業を行うためには、ＰＨＳの通話エリアを広く確保すること、すなわち基地
局を多数設置して、基地局からの電波のカバーする通話エリアの面的拡大を図ることが必要となり、それによ
り必然的に多数のエントランス回線が必要となる。
            また、同一のエリア内における回線の使用頻度が増加すれば、回線の混雑により通話が不可能とな
る場合をなくし又は減少させるために、カバーするエリアが重なり合うような基地局を増設し、又は一つの基地
局に設置するエントランス回線を増設することも必要となる。
            しかし、減価償却資産を単体で使用しても事業として成り立たないことを理由に、単体を少額減価償
却資産に該当するか否かの判定のための単位として用いることを否定するのは誤りである。
        (6)　事業を行うためにエントランス回線は多数必要となるが、資産としての機能単位は飽くまで単体であ
るということは、レンタルビデオ事業におけるレンタルビデオテープに似ている。
            レンタルビデオテープは、顧客が借りて視聴するという過程においては、１本単位で機能している。な
ぜなら、１本のレンタルビデオテープがあれば、顧客がそれを借りて視聴することは可能であり、レンタルビデ
オ店としては、それについて料金を徴収することが可能だからである。
            しかし、レンタルビデオ事業としては、多数の種類のレンタルビデオテープを揃えなければ顧客のニ
ーズに応えられないし、同じ種類のレンタルビデオテープでも人気のあるものについては、ある顧客に貸し出
されている間にも他の顧客に同一種類のものを貸し出すことができるよう、複数揃える必要がある。
            したがって、レンタルビデオテープは飽くまで１本単位で機能しているものの、レンタルビデオ事業の
ためには多数のレンタルビデオテープを揃えておくことが必須となるのである。
            レンタルビデオ店におけるレンタルビデオの取扱いについては、１本単位の取得価額で少額減価償
却資産に該当するか否かを判断することは既に確立した解釈である。そして、レンタルビデオ事業に多数のレ
ンタルビデオテープが必要になるから、それら事業に必要なレンタルビデオテープをまとめて少額減価償却
資産に該当するか否かを判断する単位として取り扱うというような解釈又は実務上の取扱いは存在しない。
            事業の中で多数必要になるが、資産としての機能は１回線単位で発揮されるという点において、エン
トランス回線はレンタルビデオテープと同様である以上、レンタルビデオテープに関する減価償却資産の単位
についての考え方をエントランス回線にも用いない理由は存しない。
        (7)　以上のように、エントランス回線は、基本的には回線ごとに物理的にばらばらに存在し、しかも１回
線単位で機能する独立別個の物である以上、単体が資産単位とならない例外的な場合のいずれにも該当し
ない。
            したがって、一物一権という民法の大原則からすれば、単体である１回線のエントランス回線が資産と
しての単位であると考えるべきであり、そうだとすれば、それを対象とする使用権も、１回線のエントランス回線
ごとの権利を単位とすると考えるべきである。
      (二)　基本契約と個別契約の関係と本件権利の単位
        (1)　相互接続協定は、それを締結する電気通信事業者間の相互接続関係を定めるものであるととも
に、エントランス回線の設置についての基本契約としての意味を有する。しかし、基本契約は、個別取引にお
いて共通の事項を、個別取引のたびに個別契約において定める代わりに、あらかじめ定めておくにすぎず、
具体的な権利関係は、個別契約である個々のエントランス回線の設置の申込み及び承諾により発生すると考
えるべきである。
        (2)　一般的に、継続的な売買等の継続的な取引関係のために基本契約が締結され、それに基づいて
個別契約が締結されて売買等の取引がされる場合、その売買等の取引は基本契約ではなく、飽くまで個別契
約に基づくものと考えられている。なぜなら、基本契約においては継続的な取引全般に共通的な事項につい
て定めてあるが、契約の要素である目的物及びその代金又はそれらのうち一部は、最終的に飽くまで個別契
約において定まっているからである。
            基本契約の果たす役割を考えてみれば、基本契約は、継続的な取引全般に共通の事項を、個別の
取引のたびに個別契約において定める代わりに、あらかじめ定めておくものにすぎない。契約関係は、このよ
うな基本契約を基本的には援用しつつも、個別に独自の条件等も定める個別契約に基づくものと考えられる。
        (3)　エントランス回線については、設置の手順及び設置時の費用の負担関係並びに設置後の使用料



の支払関係等が、本件接続約款に規定されている。相互接続協定においては、このような本件接続約款が援
用されているので、その締結によりエントランス回線の設置及び使用に関する基本的条件は、個々のエントラ
ンス回線の設置の際に別段の意思表示がない限り、本件接続約款によるべきことが決まる。
            しかし、それは飽くまで基本契約としての意味しか有しないのであり、エントランス回線の設置契約
は、当該エントランス回線の設置場所というその契約の要素を決定する個別のエントランス回線の設置の申込
み及び承諾により成立するものである。
            したがって、実際のエントランス回線をめぐる法律関係、すなわち当該エントランス回線に関する本件
設置負担金の支払義務や当該エントランス回線の使用権は、個別のエントランス回線の設置の申込み及び
承諾に基づくものである。
        (4)　なお、本件接続約款３５条２項の規定により、原告のようなＮＴＴ網依存型ＰＨＳ事業者がエントラン
ス回線の申込みを行う際には、ＰＨＳ接続装置が設置されたＮＴＴの通信用建物ごとにあらかじめ申し込まれ
たエントランス回線の回線数を超えるときを除き、ＮＴＴはその申込みを承諾する義務がある。しかし、このこと
は、個別のエントランス回線に関する申込み及び承諾の意味を奪うものではない。
            相互接続協定が締結され、かつ、ＰＨＳ接続装置が設置されたＮＴＴの通信用建物ごとに設置を予
定するエントランス回線の回線数の総枠が申告されても、個別のエントランス回線の設置申込みが行われな
い限りは、ＰＨＳ事業者及びＮＴＴの双方とも、エントランス回線の設置を実際に行ったり、エントランス回線に
関する本件設置負担金の支払を行ったりする必要はなく、エントランス回線の設置に関する法律関係も確定
していない。
            したがって、個別のエントランス回線設置の申込みには大きな意味があり、それに対応した承諾の意
思表示により成立する個別契約は重要な意義を有するものである。
        (5)　また、本件接続約款３５条２項の規定によりＮＴＴにＰＨＳ事業者のエントランス回線の設置申込みに
対する承諾義務が生ずる前提として、ＰＨＳ接続装置が設置されたＮＴＴの通信用建物ごとに、設置の計画さ
れたエントランス回線の回線数があらかじめ申し込まれている必要がある。
            ＰＨＳ接続装置が設置されたＮＴＴの通信用建物ごとのあらかじめの回線数の申込みは、本件接続
約款２１条に基づく半期ごとの申込みである。このような申込みがされても、ＮＴＴは、「接続申込者が、接続に
関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあるとき」又は「接続に応ずるための電気通信回線設
備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく困難であるとき」には、ＮＴＴはこのような申込みを承諾しな
いことができる（本件接続約款２３条）。そのような場合には、本件接続約款２１条に基づく申込みをしておいて
も、本件接続約款３５条２項によりエントランス回線の申込みを承諾してもらえることにはならないのである。
        (6)　相互接続協定を締結した後、エントランス回線を設置してもらうまでには、本件接続約款１９条によ
る接続申込み及び本件接続約款２０条１項によるＮＴＴの承諾が必要となる。本件接続約款２０条は、原則とし
て接続申込みは承諾されるが、一定の場合には接続申込みが拒否され得る旨定めている。
            このような接続拒否事由は、電気通信事業法３８条に定める接続拒否事由と同じであって、ＮＴＴとし
ては相互接続協定を締結する前に相互接続を最初から拒否する場合と同じ事由に基づき相互接続を拒否で
きる以上は、相互接続協定が締結されたからといって、ＰＨＳ事業者としての、エントランス回線の申込みにつ
いて承諾を期待することができる地位について、大きな変動があるものではない。
            すなわち、ＮＴＴとしては、電気通信事業法３８条に基づき、一定の例外的な場合を除き接続の申込
みを拒絶することができないところ、事前の調査手続でそれを円滑に行うことができるように、相互接続協定で
援用する本件接続約款においてこのような事前調査手続を定めているだけである。このような接続申込みを
拒絶することができる事由の有無の検討を経た後に、個々のエントランス回線の設置申込みを本件接続約款
３５条２項に従って承諾する義務というのは、法定の義務が形を変えたものにすぎない。
            したがって、基本契約としての相互接続協定が締結される際、ＮＴＴにエントランス回線設置申込み
の受諾義務が創設的に課せられるのではなく、ＮＴＴにもともと存在する法定の義務がどのような形で履行さ
れるのかが当事者間で明確化されたにすぎない。
            よって、エントランス回線設置申込みの受諾義務をもって、基本契約としての相互接続協定の締結
が、エントランス回線の利用に関する法律関係との関係で、個別のエントランス回線設置の申込み及び受諾よ
りも法的に意味のある行為であるということはできない。
        (7)　以上のとおり、エントランス回線の設置は、個別のエントランス回線に関する設置の申込み及び承
諾により決定されるものであるから、エントランス回線の設置により発生するエントランス回線をめぐる法律関
係、すなわちエントランス回線に関する本件設置負担金の支払義務やエントランス回線の使用権は、個別の
エントランス回線についての申込み及び承諾に基づくものである。
            したがって、エントランス回線の利用権である本件権利は、その成立の根拠となる個別契約（個別の
エントランス回線についての申込み及び承諾）ごと、すなわちエントランス回線１回線を対象とする権利が単位
となると解すべきである。
      (三)　本件権利を成立させる取引と本件権利の単位について
        (1)　本件権利はエントランス回線の使用権であるところ、具体的にエントランス回線が設置されなけれ
ば、このような使用権が発生するはずはない。
            また、本件設置負担金は、個別のエントランス回線設置の申込み及び承諾があって初めて支払われ
るものであり、例えば今期には１００回線設置する予定であるから１００回線分支払うというように、見込みで支
払われることはない。相互接続協定を締結しただけで、個別のエントランス回線設置の申込み及び承諾がさ
れていなければ、具体的にエントランス回線が設置されるわけではなく、本件設置負担金も一切支払われず、
かつ、何回線のエントランス回線が最終的にその相互接続協定に基づき設置されるのかも全く決まっていな
い。したがって、個別の申込み及び承諾を待たずに、相互接続協定の締結により、本件権利が成立するなど
ということはあり得ない。
            よって、本件権利は、相互接続協定の締結という取引ではなく、飽くまで個別のエントランス回線設
置の申込み及び承諾という取引によって成立するものというべきである。
        (2)　本件権利は、原則的に譲渡することができず、第三者への譲渡単位をもって取引単位と考えること
はできないところ、本件権利を成立させるＮＴＴとの取引は、個別のエントランス回線についての申込み及び
承諾により行われるのであるから、本件権利の取引単位は、このような個別のエントランス回線についての申



込み及び承諾の対象であるエントランス回線１回線の使用権である。したがって、少額減価償却資産を判定
するための単位も、エントランス回線１回線当たりの本件権利と考えるべきである。
      (四)　まとめ
        (1)　以上のとおり、①エントランス回線が１回線単位でＮＴＴの電気通信設備と原告の電気通信設備と
の物理的接続という機能を果たし、基本的には回線ごとに物理的にばらばらに存在する個別の物であり、本
件権利はその使用権として、物自体と密接な関係を有し、物の単位と別個の単位が考えられないこと、②本件
権利が、本件接続協定ではなく、個別のエントランス回線設置の申込み及び承諾に基づくものであること、③
本件権利に関する取引は、基本的に個別のエントランス回線についての申込み及び承諾によるものしかない
ことからすると、本件権利の単位は、１回線のエントランス回線であることは明らかである。
        (2)　仮に、本件権利がエントランス回線のみを対象とする権利であることを前提としなくとも、本件権利が
エントランス回線の存在なくして成り立たない権利である以上、エントランス回線の設置の契機を基準に、その
取得単位は構成されるべきである。そして、エントランス回線が設置される際の単位である１回線が本件権利
の取得単位であること、また、特定の２事業者間で基本的に当初に一つだけ締結される相互接続協定は、共
通事項のみをあらかじめ定めておく基本契約にすぎず、個々のエントランス回線の設置申込み及びその承諾
が、具体的な権利義務を生じさせる個別契約としての意義を有することからすれば、本件権利はエントランス
回線１回線を単位とする資産といわざるを得ない。
        (3)　したがって、原告がＮＴＴパーソナルから取得した本件権利の取得価額は、エントランス回線１回線
当たりの７万２８００円であって、１０万円未満であるから、法人税法施行令１３３条の少額減価償却資産に該当
し、事業の用に供した事業年度に損金の額に算入することができる。
            また、ＮＴＴパーソナルからの営業譲受後、原告がＮＴＴに行った本件設置負担金の支出は、個々の
エントランス回線に関する権利の追加取得であり、そのそれぞれが７万２８００円であるため、少額減価償却資
産に該当し、事業の用に供した事業年度に損金の額に算入することができる。
    ４　被告の主張に対する反論
      (一)　本件接続協定上の地位について
        (1)　被告は、ＮＴＴパーソナルがＮＴＴから取得した本件接続協定上の地位は一つであり、本件営業譲
渡契約により本件接続協定上の地位の移転を受けた原告においても、ＮＴＴとの間において有する本件接続
協定上の地位は一つである旨主張する。
            しかし、以下のとおり、相互接続協定が、特定の二つの電気通信事業者の間において一つしか締結
されないのは、本件権利の本質とは何ら関係のない技術的な便宜のためにすぎず、本件接続協定の締結単
位をもって本件権利の資産としての単位とすることはできない。
        (2)　相互接続協定が特定の二つの電気通信事業者の間において一つしか締結されないのは、電気通
信役務の一般利用者とは異なり、相互接続の相手方は、同業者である電気通信事業者なので、回線ごとに既
に契約を締結している者との同一性を確かめる必要性はなく、基本契約として相互接続協定を一つ締結して
おけば、回線ごとに個別契約を締結するたびに同一事項を定め直す必要がないからにすぎない。
            つまり、相互接続協定が特定の二つの電気通信事業者の間において一つしか締結されないのは、
単に契約締結の便宜の面から、他事業者とは一つの基本契約を締結しておいた方がよく、その一つの基本
契約がありさえすれば、その基本契約で定められたことを参照しつつ、相互接続に関する諸事項に関する個
別契約を締結することができるからである。相互接続が特定の二つの電気通信事業者の間においては一つし
か存在しないといった相互接続の本質が存在し、このような本質に基づいて、相互接続協定が特定の二つの
電気通信事業者の間において一つしか締結されないというわけではない。
            したがって、相互接続協定の締結単位に実質的な意味はなく、それをもって本件権利の資産として
の単位とすることはできない。
        (3)　相互接続協定の締結単位に実質的な意味がないことは、「事業者」を単位として相互接続協定が
結ばれるのであって、「事業」を単位として相互接続協定が結ばれるわけではないことからも明らかである。
            原告は、携帯電話事業とＰＨＳ事業を営んでおり、それぞれの事業の関係でＮＴＴとの相互接続を行
っているが、ＮＴＴとの相互接続協定は共通のものが一つあるだけである。ただし、ＰＨＳ事業をＮＴＴパーソナ
ルから譲り受けた当初は、ＮＴＴパーソナルの締結していた本件接続協定をＮＴＴパーソナルから承継したの
で、原告がＮＴＴと既に締結していた携帯電話事業に関する相互接続協定と二本立てであった。
            しかし、それは事業承継に伴う一時的なものであり、相互接続協定の改訂の後、原告とＮＴＴとの間
には、携帯電話事業とＰＨＳ事業共通のものとして、平成１１年７月１日付けの一つの本件接続協定が存在す
るだけである。
            ＰＨＳ事業と携帯電話事業とでは、ＮＴＴとの相互接続の形態には大きな違いがあり、例えば携帯電
話事業にはエントランス回線が存在しないにもかかわらず、両事業が一つの相互接続協定でまとめられてい
るというのは、相互接続協定が共通事項を定めておく基本契約としての意味を有するにすぎないことを示して
いる。
        (4)　以上のように、まとまりとして意味に乏しい相互接続協定の締結対象範囲を一つの資産として構成
することは、根拠を欠くのみならず、実務上大きな問題を伴う。
            例えば、一つの電気通信事業者がＰＨＳ事業とそれ以外の別の電気通信事業を営む場合、ＰＨＳ事
業に関する相互接続協定と別の電気通信事業に関する相互接続協定が別個であれば、ＰＨＳ事業に関する
電気通信施設利用権（エントランス回線に関する本件設置負担金の支払により取得する権利）と別の電気通
信事業に関する電気通信施設利用権とは、それぞれ別個の減価償却資産となるはずである。
            ところが、ＰＨＳ事業に関する相互接続協定と別の電気通信事業に関する相互接続協定が一つの相
互接続協定にまとめられた場合、ＰＨＳ事業に関する電気通信施設利用権と別の電気通信事業に関する電
気通信施設利用権とは、まとめて一つの減価償却資産を構成することになってしまう。
            このように、相互接続協定がまとめられるまでは、全く別個の二つの減価償却資産であったものが、
全く関係のない異なる事業の用に供されるにもかかわらず、また、電気通信施設利用権を用いた電気通信の
態様に一切変更がないにもかかわらず、同一の相互接続協定の対象とされるという事実のみによって、突如と
して一つの減価償却資産を構成するというのは、根拠を欠くのみならず、減価償却を不安定なものとする。
            このような不安定な単位を法人税法施行令１３３条の少額減価償却資産の判定単位とすれば、少額



減価償却資産の判定単位が容易に変わってしまうことになり、同条の適用を受けられるか否かという納税者の
納税義務に関する立場が不安定となり、税務執行も不安定となり、大きな弊害が生ずる。
        (5)　また、例えば、平成５年度に取得し、耐用年数２０年の減価償却を行ってきた資産と、平成１０年度
に取得し、耐用年数２０年の減価償却資産を行ってきた資産とを、平成１６年度において相互接続協定が一
本化されたために一つの資産とした場合に、どのように減価償却を行うべきかも不明である。
            このような場合には、平成１６年度において平成５年度に取得した資産について新たな支出を行った
というわけでもないから、資本的支出としての取扱いも当てはまらない。
            このように二つの異なる事業に関する相互接続協定が、途中で一つの相互接続協定にまとめられる
というのは、一つの事業者と一つの相互接続協定を締結することを規定する現行接続約款の下でも、原告が
ＮＴＴパーソナルから承継したＰＨＳ事業とそれ以外の携帯電話等の事業に関する相互接続協定をまとめた
事例のように、実際に起こる事例である。
            また、ＮＴＴパーソナルから原告へのＰＨＳ事業の承継以外にも、例えば、東京通信ネットワーク（ＴＴ
Ｎｅｔ）がＰＨＳ事業を営むアステル東京を平成１１年４月１日に合併した事例等、ＰＨＳ事業以外の電気通信事
業を営む事業者が、他事業者の営んでいたＰＨＳ事業を承継するなどの例は他にも存在するのであり、その
場合には、相互接続協定は一つの電気通信事業者とは一つしか締結しないというＮＴＴの方針がある以上
は、二つ以上あった相互接続協定が一つにまとめられているはずである。
            それにもかかわらず、このような事例について明確かつ妥当な税務処理を提示することができない被
告の考え方は、実務上大きな問題を伴うものといわざるを得ない。
        (6)　以上によると、相互接続協定の締結単位をもって本件権利の資産としての単位とするという被告の
主張は、明らかに不合理かつ不当なものである。
      (二)　資本的支出について
        (1)　本件権利は、当初の取得時（本件ではＮＴＴパーソナルからの営業譲受時）から事業の用に供され
効用を発揮するものである。
            ＰＨＳ事業においては、ＰＨＳの通話エリアを拡大していくため、基地局を多数設置して、それぞれに
つき最低１回線はエントランス回線を設置していくこと、及び同一のエリア内における回線の使用頻度の増加
に伴い、カバーするエリアが重なり合うような基地局を増設し又は一つの基地局に設置するエントランス回線
を増設していくことが必要となる。
        (2)　しかし、本件権利が当初取得分だけで効用を発揮する資産である以上、当初取得分だけでもＰＨＳ
事業としては成り立っている。エントランス回線が増設されることにより、通信可能範囲の拡大、利用者へのＰ
ＨＳサービスの向上を通じて、ＰＨＳ事業が量面及び質面で拡張しても、それは、病院においてベッドが追加
取得されることにより、入院までの待機期間が短くなることなどによるサービスが向上し、また、入院可能人数
の増加を通じて病院事業が拡張することと同様である。
            ベッドは、既に病院に設置されているものだけで効用を発揮している独立の資産を形成するため、ベ
ッドの追加取得が資本的支出と見られることはない。本件権利についても、既取得分だけで既に効用を発揮
している独立の資産を形成しているのだから、エントランス回線の増設のための支出は本件権利の追加取得
であって、資本的支出には該当しない。
        (3)　このことは、同種類の資産が加えられることにより、事業が拡大し、その事業に属する当該種類の資
産の全体の価値が高まっても、それは既に当初取得時に効用を発揮していた資産の価値が高まることを意味
するわけではないことに基づく。
            例えば、建物の増築は、既築分の建物と一体となるものであっても、既に独立の資産を形成していた
ところに同種の資産を加えているにすぎず、全体としての価値は高まっても、既築分の価値を高めるわけでは
ないので、建物の増築は、資本的支出ではなく資産の追加取得とされている。そのことは、本件権利について
も同様である。資産の追加取得においては、少額減価償却資産の判定単位は、飽くまでその追加取得された
資産であり、その取得価額が１０万円未満であれば少額減価償却資産である。
        (4)　以上のとおり、原告がエントランス回線の増設のためにＮＴＴに支払った本件設置負担金につい
て、資本的支出に該当することはない。
第二　平成１１年３月期更正及び平成１１年３月期賦課決定の適法性について
  一　被告の主張
    １　原告の平成１１年３月期の所得金額は１１６９億１６０９万３２９６円、納付すべき法人税額は３７９億２７３４
万４７００円である。この所得金額及び納付すべき法人税額の計算根拠は、以下のとおりである。
      (一)　所得金額　　　　　　　　　　１１６９億１６０９万３２９６円
          上記金額は、次の(1)及び(2)の各金額を合計し、(3)の金額を控除した金額である。
        (1)　申告所得金額　　　　　　　１０４３億５９７７万５４００円
            上記金額は、原告の平成１１年３月期確定申告書に記載された所得金額である。
        (2)　所得金額に加算すべき金額　　１２５億８２８５万６０１８円
            上記金額は、次のア及びイの金額を合計した金額である。
          ア　施設保全費のうち損金の額に算入されない金額
            　　　　　　　　　　　　　　１１６億７２５３万３６００円
              上記金額は、①本件資産の取得価額１１１億５１３５万８４００円、及び②ＮＴＴに支払った本件設置
負担金５億２１１７万５２００円の合計金額で、原告が「施設保全費」として損金の額に算入した金額であるが、
原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入されない。
          イ　その他の加算額　　　　　　　　９億１０３２万２４１８円
              上記金額は、次の(ア)から(ニ)までの各金額を合計した金額であり、いずれも原告の当期の所得金
額に加算されるべき金額である。
            (ア)　電気通信事業雑収入計上漏れ　４億０１７５万２５６０円
                上記金額は、原告の当期の雑収入として計上されるべき金額である。
            (イ)　営業費のうち損金の額に算入されない金額
                                                  １５４万１３２２円
                上記金額は、違算により過大に計上された営業費であるから、原告の当期の所得金額の計算上、



損金の額に算入されない。
            (ウ)　営業費のうち損金の額に算入されない金額
                                                １０２６万１３９４円
                上記金額は、貯蔵品として計上すべき金額であるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金
の額に算入されない。
            (エ)　営業費のうち損金の額に算入されない金額
                                      　　　　　１９２０万００００円
                上記金額は、「ゴー！ゴー！コニーちゃん！」キャラクター商品化許諾の最低保証使用料が違算
により営業費として二重に計上されたものであるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入さ
れない。
            (オ)　営業費のうち損金の額に算入されない金額
                                                ５８８０万２８６７円
                上記金額は、①違算により未払金として過大に計上された営業費４０９５万円、及び②当期の損金
とは認められない営業費１７８５万２８６７円の合計額であるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額
に算入されない。
            (カ)　共通費のうち損金の額に算入されない金額
                                                  １８７万５０００円
                上記金額は、業務委託した市場調査のうち、①平成１１年３月１７日に計上した１４０万円、及び②
同年２月２８日に計上した４７万５０００円の合計額であるが、前払金であるから、原告の当期の所得金額の計
算上、損金の額に算入されない。
            (キ)　管理費のうち損金の額に算入されない金額
                                                  ５０１万６０００円
                上記金額は、固定資産の取得価額に算入すべき費用であるから、原告の当期の所得金額の計
算上、損金の額に算入されない。
            (ク)　管理費のうち損金の額に算入されない金額
                                                １１０３万８８０４円
                上記金額は、原告が負担すべき費用とは認められないから、原告の当期の所得金額の計算上、
損金の額に算入されない。
            (ケ)　管理費のうち損金の額に算入されない金額
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１億５８６０万０４１０円
                上記金額は、器具備品又は貯蔵品として計上すべき金額であるから、原告の当期の所得金額の
計算上、損金の額に算入されない。
            (コ)　管理費のうち損金の額に算入されない金額
                                      　　　　　１８００万００００円
                上記金額は、期末までに未納入の商品（携帯電話機非常用電源「ＤＹＮＡＢＯＹ」）の購入費用で
あるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入されない。
            (サ)　試験研究費のうち損金の額に算入されない金額
                                                  １７６万４０００円
                上記金額は、平成１１年７月１日から開始するＰＤＣ－エアプロトコルモニタのソフトウェア保守契約
に基づく費用であり、当期末までに役務の提供を受けていないから、原告の当期の所得金額の計算上、損金
の額に算入されない。
            (シ)　減価償却費のうち損金の額に算入されない金額
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６８８万９１６２円
                上記金額は、期末までに事業の用に供していない国内電気通信事業設備及びデジタル交換設
備の取得に関する費用について減価償却費として計上していた金額であるから、原告の当期の所得金額の
計算上、損金の額に算入されない。
            (ス)　減価償却超過額　　　　　　　　　１４４６万４４０８円
                上記金額は、①原告が管理費として損金の額に算入した金額のうち、商標権（出願番号商願平７
－１１６２２２外８２件）について減価償却限度額を再計算したところ算出された償却限度超過額１１３１万２９００
円、及び②減価償却費の計算についてドコモショップ野立案内看板等の耐用年数の適用誤りを是正して再
計算したところ算出された償却限度超過額３１５万１５０８円の合計額であるから、原告の当期の所得金額の計
算上、損金の額に算入されない。
            (セ)　一括償却資産の損金算入限度超過額　　３９万８６６６円
                上記金額は、「ドッチーモ」マスターポジ１１９万６０００円について、一括償却資産として損金の額
に算入した金額であるが、当該ポジは、期末までに事業の用に供していないから、原告の当期の所得金額の
計算上、損金の額に算入されない。
            (ソ)　繰延資産償却超過額　　　　　　　２３３１万６８９６円
                上記金額は、平成１１年３月２５日に計上した通信設備使用料のうち繰延資産に該当する２３８１万
３０００円について償却限度額を計算したところ算出された償却超過額であるから、原告の当期の所得金額の
計算上、損金の額に算入されない。
            (タ)　その他の附帯業務収入計上漏れ　　３０１０万９３４１円
                上記金額は、原告の当期の売上として計上されるべき金額である。
            (チ)　関係会社整理損失のうち損金の額に算入されない金額
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６１２万４２１６円
                上記金額は、本件営業譲渡契約により取得したＰＨＳ用関門交換機プログラム（１億２０５３万００１
０円）の処理に関連し過大に計上された関係会社損失７６１２万４２１６円であるから、原告の当期の所得金額
の計算上、損金の額に算入されない。
            (ツ)　寄附金の損金不算入額　　　　　　１８４５万９１７２円
                上記金額は、管理費のうち、原告の海外子会社である「DoCoMo Europe S.A.」（以下「ドコモヨー



ロッパ」という。）が負担すべき金額で、国外関連者に対する寄附金に該当するものについて、寄附金の損金
算入限度額の再計算をしたところ算出された損金不算入額の増加額であるから、原告の当期の所得金額の
計算上、損金の額に算入されない。
            (テ)　管理費のうち損金の額に算入されない金額
                                      　　　　　３６０５万００００円
                上記金額は、管理費のうち①ドコモヨーロッパが負担すべき３３９７万円、及び②原告の海外子会
社である「ＮＴＴ　DoCoMo Telecomunicacoes do Brasil Ltda.」が負担すべき２０８万円の合計金額であり、原
告が負担すべき費用とは認められないから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入されない。
            (ト)　交際費等の損金不算入額　　　　　　６４０万４３０２円
                上記金額は、支出交際費等の額に算入すべき交際費等の額に基づき損金算入限度額の再計算
をしたところ算出された損金不算入額の増加額であるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算
入されない。
            (ナ)　受取配当等の益金不算入額の過大額　　２５万３７９８円
                上記金額は、受取配当等の益金不算入額の計算における「総資産の帳簿価額の当期末現在額」
を正当額２兆４２９２億４８３０万２７８６円として受取配当等の益金不算入の再計算をしたところ算出された益金
不算入過大額である。
            (ニ)　附帯税の損金不算入額加算漏れ　　　　　　　　１００円
                上記金額は、附帯税の損金不算入額について平成１１年３月期確定申告書において加算漏れと
なっていた金額である。
        (3)　所得金額から減算すべき金額　　　　　２６５３万８１２２円
            上記金額は、次のアからカまでの各金額を合計した金額であり、いずれも原告の当期の所得金額か
ら減算すべき金額である。
          ア　交際費等として損金の額に算入される金額
                                                　１５６万００００円
              上記金額は、交際費等に該当する費用（各ドコモショップに対する支店インセンティブ）３２７６万円
に関する仮払消費税額等であるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入する。
          イ　寄附金として損金の額に算入される金額
                                                  １２万４９５４円
              上記金額は、国外関連者（ドコモヨーロッパ）に対する寄附金に該当する費用４４４万３０５１円のうち
仮払消費税額等であるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入する。
          ウ　債権償却特別勘定戻入額の加算誤り　２４４３万１６０３円
              上記金額は、平成１１年３月期確定申告書において、債権償却特別勘定戻入額として、原告の当
期の所得金額に誤って加算されていた金額である。
          エ　雑支出として損金の額に算入される金額　３８万２５００円
              上記金額は、預り消費税額等と仮払消費税額等との調整再計算をしたところ算出された雑支出の
計上漏れ額であるから、原告の当期の所得金額の計算上、損金の額に算入する。
          オ　納税充当金の戻入額減算漏れ　　　　　　　３万９０００円
              上記金額は、平成１１年３月期確定申告書において減算漏れとなっていた金額である。
          カ　雑損として損金の額に算入される金額　　　　　　　６５円
              上記金額は、消費税等の納付額の再計算をしたところ算出された雑損であるから、原告の当期の
所得金額の計算上、損金の額に算入する。
      (二)　所得金額に対する法人税額　　　４０３億３６０５万２０８５円
          上記金額は、前記(一)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率を乗じて計算した金額である。
      (三)　法人税額の特別控除額　　　　　　１９億３９５４万１２２２円
          上記金額は、原告が平成１１年３月期確定申告書に記載した法人税額の特別控除額である。
      (四)　法人税額から控除される所得税額等　４億６９１６万６１２５円
          上記金額は、法人税法６８条１項（ただし、平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定する法人
税額から控除される所得税額である。
      (五)　納付すべき法人税額　　　　　　３７９億２７３４万４７００円
          上記金額は、前記(二)の金額から前記(三)及び(四)の金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規
定に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
      (六)　確定申告に係る法人税額　　　　３３５億９５４１万５０００円
          上記金額は、原告が平成１１年３月期確定申告書に記載した法人税額である。
      (七)　差引納付すべき法人税額　　　　　４３億３１９２万９７００円
          上記金額は、前記(五)の金額から前記(六)の金額を差し引いた金額である。
    ２　平成１１年３月期更正の適法性
        平成１１年３月期の原告の法人税に係る所得金額及び納付すべき法人税額は、前記１のとおり１１６９億
１６０９万３２９６円及び３７９億２７３４万４７００円であり、平成１１年３月期更正における原告の法人税に係る所
得金額及び納付すべき法人税額は１１６７億２４８４万９２１３円及び３７８億６１３６万５５００円であって、いずれも
これらの金額の範囲内であるから、平成１１年３月期更正は適法である。
    ３　平成１１年３月期賦課決定の根拠及び適法性
        平成１１年３月期の原告の法人税に係る過少申告加算税の額は、前記１(七)記載の４３億３１９２万９７００
円を基礎として、通則法６５条１項の規定を適用し、４３億３１９２万００００円（通則法１１８条３項の規定に基づき
１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に対して、１００分の１０の割合を乗じて算定した４億３３１９万２０００
円であり、平成１１年３月期賦課決定における過少申告加算税の額は４億２６５９万５０００円であって、この金
額の範囲内であるから、平成１１年３月期賦課決定は適法である。
  二　原告の主張
    １　被告の主張する平成１１年３月期更正の課税根拠、計算関係については、前記一１(一)(2)ア「施設保全



費のうち損金の額に算入されない金額１１６億７２５３万３６００円」以外の部分については、争わない。
    ２　原告の平成１１年３月期の所得金額は１０５２億４３５５万９６９６円、納付すべき法人税額は３３９億００３２
万０５００円である。この所得金額及び納付すべき法人税額の計算根拠は、以下のとおりである。
      (一)　所得金額 　　　　　　　１０５２億４３５５万９６９６円
          上記金額は、次の(1)の金額から次の(2)の金額を控除した後の金額である。
        (1)　平成１１年３月期更正における所得金額
                                      １１６７億２４８４万９２１３円
            上記金額は、国税不服審判所長が平成１１年３月期裁決において認定した所得金額であり、原告の
平成１１年３月期について確定している所得金額である。
        (2)　施設保全費のうち損金の額に算入されない額として平成１１年３月期裁決が認定した金額　　　１１４
億８１２８万９５１７円
            上記金額は、平成１１年３月期において全額損金算入を認められるべき本件権利の取得価額である
にもかかわらず、平成１１年３月期裁決において損金算入を否定された金額である。
      (二)　所得金額に対する法人税額 ３６３億０９０２万７８５５円
            上記金額は、前記(一)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率を乗じて計算した金額である。
      (三)　法人税額の特別控除額　　 　１９億３９５４万１２２２円
          上記金額は、租税特別措置法の法人税の特例に関する種々の規定により法人税額から控除される特
別控除額であり、原告の平成１１年３月期確定申告書に記載され、平成１１年３月期裁決においてそのまま維
持されている金額である。
      (四)　法人税額から控除される所得税額等　４億６９１６万６１２５円
          上記金額は、法人税法６８条１項（ただし、平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定する法人
税額から控除される所得税額であり、原告の平成１１年３月期確定申告書に記載され、平成１１年３月期裁決
においてそのまま維持されている金額である。
      (五)　納付すべき法人税額　　３３９億００３２万０５００円
          上記金額は、前記(二)の金額から前記(三)及び(四)の各金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の
規定に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
    ３　平成１１年３月期更正について
        被告による原告の所得金額の計算のうち、「施設保全費のうち損金の額に算入されない金額１１６億７２
５３万３６００円」は、平成１１年３月期において一括して損金算入を認められるべきものであって、平成１１年３
月期の所得金額に加算されるべきものではない。
        したがって、平成１１年３月期における原告の納付すべき法人税額は、前記２のとおり、３３９億００３２万０
５００円であり、平成１１年３月期更正により認定された金額を下回るから、平成１１年３月期更正のうち、原告の
納付すべき法人税額３３９億００３２万０５００円を超える部分は取り消されるべきである。
    ４　平成１１年３月期賦課決定について
        平成１１年３月期における原告の納付すべき法人税額は、前記２のとおり、３３９億００３２万０５００円であ
る。この金額と平成１１年３月期確定申告に基づく納付すべき法人税額３３５億９５４１万５０００円との差額は３
億０４９０万円（通則法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）であり、過少
申告加算税の額は、通則法６５条１項の規定に基づき、この差額に対して１００分の１０の割合を乗じて算定し
た３０４９万円である。
        したがって、平成１１年３月期賦課決定における過少申告加算税の額４億２６５９万５０００円は、上記の
法定の計算による過少申告加算税の額を上回るので、平成１１年３月期賦課決定のうち、過少申告加算税３０
４９万円を超える部分について取り消されるべきである。
第三　平成１２年３月期通知処分及び平成１２年３月期賦課決定の適法性について
  一　原告の主張
    １　平成１２年３月期通知処分について
      (一)　平成１２年３月期通知処分の取消請求に関する納付すべき法人税額７２９億１１７１万８９００円の計
算根拠は、以下のとおりである。
        (1)　所得金額 　　　　　　　２５４９億４３５４万７９７０円
            上記金額は、次のアの金額から次のイの金額を差し引いた上で、次のウの金額を加算した金額であ
る。
          ア　平成１２年３月期通知処分における所得金額
                                      ２５６２億６４６８万４７５９円
              上記金額は、国税不服審判所長が平成１２年３月期裁決において認定した所得金額であり、平成１
２年３月期について確定している原告の所得金額である。
          イ　平成１２年３月期において取得し事業の用に供した本件権利の取得価額 　　　　　　　　　１３億７
１４７万９２００円
              上記金額は、原告が損金経理し、平成１２年３月期において全額損金算入を認められるべき金額
であるにもかかわらず、平成１２年３月期確定申告において「減価償却超過額エントランス（１１年度分）」として
申告加算した金額である。
          ウ　前記イの金額のうち、平成１２年３月期裁決において、平成１２年３月期通知処分の一部取消しの
基礎に用いられた金額 　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０３４万２４１１円
              上記金額は、前記イの金額のうち、平成１２年３月期裁決において、所得金額に含まれるべきでは
ないと認定され、前記アの金額の計算において既に控除されている金額であり、前記アの金額から前記イの
金額を単純に差し引いただけであると、二重に控除されてしまう金額なので、足し戻しているものである。
        (2)　所得金額に対する法人税額　　７６４億８３０６万４１００円
            上記金額は、前記(1)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率（経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税
及び法人税の負担軽減措置に関する法律１６条１項による置き換え後のもの）を乗じて計算した金額である。



        (3)　法人税額の特別控除額 　３２億３８０４万０５９８円
            上記金額は、租税特別措置法の法人税の特例に関する種々の規定により法人税額から控除される
特別控除額であり、平成１２年３月期確定申告において申告され、平成１２年３月期裁決においてそのまま維
持されている金額である。
        (4)　法人税額から控除される所得税額等
                                            ３億３３３０万４５５９円
            上記金額は、法人税法６８条１項に規定する法人税額から控除される所得税額であり、平成１２年３
月期確定申告において申告され、平成１２年３月期裁決においてそのまま維持されている金額である。
        (5)　納付すべき法人税額　　　　　７２９億１１７１万８９００円
            上記金額は、前記(2)の金額から前記(3)及び(4)の各金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規
定に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
      (二)　以上のとおり、原告の平成１２年３月期の納付すべき法人税額は７２９億１１７１万８９００円であるか
ら、平成１２年３月期通知処分のうち、納付すべき法人税額７２９億１１７１万８９００円を超える部分は取り消され
るべきである。
    ２　平成１２年３月期確定申告における処理について
        原告が、平成１２年３月期確定申告において、「減価償却超過額エントランス（更正分）」として１１０億８８
９０万６９２０円を申告加算し、また、「電気通信施設利用権（更正分）」として１１６億７７２４万３６００円（そのうち
エントランス回線に関する部分は１１６億７２５３万３６００円であり、その余は平成１２年３月期裁決まで争われて
いたパケット回線に関するものである。）を申告減算した経緯は、以下のとおりである。
      (一)　被告は、平成１１年３月期更正において、本件権利が少額減価償却資産に該当せず、電気通信施
設利用権としての耐用年数２０年による減価償却を行うべき資産に該当するとした。そして、被告は、原告がい
ったん資産計上することなく、「施設保全費」という名目で損金経理したことは、償却費として損金経理したもの
と認められないから、耐用年数２０年の減価償却による損金算入すら認められないとした。
          その結果、原告が、本件権利について平成１１年３月期において損金経理したのみの状態を維持し続
ければ、償却費としての損金経理がないという理由で、耐用年数２０年による減価償却すら認められないという
状態に置かれてしまうことになった。
      (二)　そのため、原告は、平成１２年３月期の経理処理において、平成１１年３月期更正で少額減価償却
資産としての処理を否定された金額について、いったん全額資産計上した上で、直ちにその全額を減価償却
費として損金経理した。
          税務上は、資産として計上された金額は、平成１１年３月期更正において否定された損金の額を資産
として認識するということであって、平成１１年３月期更正を前提とすれば、税務上の所得計算において益金と
はなり得ない金額であり、企業会計上の利益から当該金額を申告減算すべきこととなる。
          また、平成１１年３月期更正を前提とすれば、減価償却費として損金経理された金額のうち当該事業年
度における法人税法３１条１項に規定する償却限度額、すなわちその取得価額の総額の２０分の１に当たる額
については、損金算入を認められるべきであり、その余は減価償却超過額として損金算入を否定されるべきこ
ととなる。
          そこで、原告は、平成１２年３月期確定申告において、企業会計上の利益を基とした所得金額の計算
上、「電気通信施設利用権（更正分）」として、１１６億７７２４万３６００円（そのうちエントランス回線に関する部
分は１１６億７２５３万３６００円）を申告減算し、「減価償却超過額エントランス（更正分）」として、１１０億８８９０万
６９２０円を申告加算した。
          このような処理は、万が一の場合の損失を最小限に食い止めるために、平成１１年３月期更正（取消
前）を前提として行ったものである。
      (三)　原告は、平成１２年３月期更正の請求において、「減価償却超過額エントランス（更正分）」１１０億８８
９０万６９２０円の申告加算を是正するように求めたが、「電気通信施設利用権（更正分）」１１６億７７２４万３６００
円（そのうちエントランス回線に関する部分は１１６億７２５３万３６００円）の申告減算を是正するようには求めな
かった。
          なぜなら、更正の請求は、過大申告をもたらしている事由について、事由ごとに是正を求めるものであ
って、過少申告をもたらしている事由の是正を求めるものではないからである。すなわち、「電気通信施設利
用権（更正分）」の申告減算は、更正の請求において納税者の側から是正を求める事由ではないのに対し
て、「減価償却超過額エントランス（更正分）」の申告加算については、更正の請求の理由となる事由であるの
で、「減価償却超過額エントランス（更正分）」の申告加算のみの是正を求めたのである。
      (四)　原告は、平成１２年３月期更正の請求において、「減価償却超過額エントランス（更正分）」の申告加
算のみの是正を求めたが、平成１２年３月期における経理上及び確定申告上の「減価償却超過額エントラン
ス（更正分）」についての処理と「電気通信施設利用権（更正分）」のうちエントランス回線に関する部分の処理
は表裏一体である。そして、平成１１年３月期に取得し事業の用に供した本件権利の取得価額について、少
額減価償却資産として、平成１１年３月期における一括損金算入を認められるのであれば、そのどちらも不要
なものである。
          そうすると、平成１１年３月期更正について、原告の請求どおりに取り消されれば、平成１２年３月期確
定申告における処理は、一体として是正されるべきである。また、この処理の一体的な是正は、原告の平成１
２年３月期の所得金額を増額する（すなわち１１６億７２５３万３６００円と１１０億８８９０万６９２０円の差額の分だ
け結果として増額する方向に働く。）ものであって、原告にとっては不利なものである。
          しかも、平成１１年３月期更正の取消請求と、平成１２年３月期通知処分の取消請求が、いかなる場合
においても統一的に判断されるという保証は必ずしもない。そして、原告は、平成１１年３月期更正が原告請
求のとおりに是正されないにもかかわらず、平成１２年３月期について、平成１１年３月期更正が取り消されるこ
とを前提とした所得金額の増額がされることを容認することはできない。
          したがって、原告は、平成１２年３月期通知処分の取消請求に関する税額の計算においては、平成１２
年３月期確定申告における処理の是正を前提として所得金額を計算していない。
    ３　平成１２年３月期確定申告における処理を是正した場合の平成１２年３月期の法人税額の計算
      (一)　原告は、平成１１年３月期更正の取消請求と、平成１２年３月期通知処分の取消請求が、いかなる場



合においても統一的に判断されるという保証が必ずしもないため、平成１２年３月期確定申告における処理を
是正することを前提として、平成１２年３月期通知処分の取消請求に関する法人税額を計算していない。
          しかし、平成１１年３月期更正が取り消されるのであれば、原告の平成１２年３月期確定申告における
処理も一体的に是正されるべきものである。
      (二)　平成１２年３月期確定申告における処理を是正した場合、原告の平成１２年３月期の所得金額は２５
５５億２７１７万４６５０円、納付すべき法人税額は７３０億８６８０万７０００円である。この所得金額及び納付すべ
き法人税額の計算根拠は、以下のとおりである。
        (1)　所得金額　　　　　　　　　２５５５億２７１７万４６５０円
            上記金額は、次のアの金額から次のイの金額を差し引いた上で、次のウの金額を加算した金額であ
る。
          ア　前記１(一)(1)記載の所得金額
                                      ２５４９億４３５４万７９７０円
          イ　「減価償却超過額エントランス（更正分）」として申告加算した金額 　　　　１１０億８８９０万
６９２０円
              上記金額は、平成１１年３月期更正（取消前）を前提として、平成１２年３月期確定申告において申
告加算していたものである。平成１１年３月期において本件権利の取得価額の一括損金算入が認められれ
ば、この処理は不要となるので、上記金額は、真実の所得金額の計算においては前記アの金額から控除され
るべきものである。
          ウ　「電気通信施設利用権（更正分）」として申告減算した金額のうちエントランス回線に関する部分
                                        １１６億７２５３万３６００円
              上記金額は、平成１１年３月期更正（取消前）を前提として、平成１２年３月期確定申告において申
告減算していたものである。平成１１年３月期において本件権利の取得価額の一括損金算入が認められれ
ば、この処理は不要となるので、上記金額は、真実の所得金額の計算においては前記アの金額に加算される
べきものである。
        (2)　所得金額に対する法人税額　　７６６億５８１５万２２００円
            上記金額は、前記(1)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率を乗じて計算した金額である。
        (3)　法人税額の特別控除額　　　　　３２億３８０４万０５９８円
            上記金額は、前記１(一)(3)と同様である。
        (4)　法人税額から控除される所得税額等
                                            ３億３３３０万４５５９円
            上記金額は、前記１(一)(4)と同様である。
        (5)　納付すべき法人税額　　　　　７３０億８６８０万７０００円
            上記金額は、前記(2)の金額から、前記(3)及び(4)の各金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の
規定に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
    ４　平成１２年３月期賦課決定について
      (一)　平成１２年３月期確定申告における処理を是正しない場合、平成１２年３月期における納付すべき
法人税額は、前記１のとおり、７２９億１１７１万８９００円である。この金額は、平成１２年３月期確定申告に基づ
く納付すべき法人税額７３０億４４８６万２５００円を下回り、原告に過少申告の事実はないことになるから、平成
１２年３月期賦課決定は全部取り消されるべきである。
      (二)　平成１２年３月期確定申告における処理を是正する場合、平成１２年３月期における納付すべき法
人税額は、前記３のとおり、７３０億８６８０万７０００円である。この金額と平成１２年３月期確定申告に基づく納
付すべき法人税額７３０億４４８６万２５００円との差額は４１９４万円（通則法１１８条３項の規定に基づき１万円
未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。そうすると、平成１２年３月期の過少申告加算税の額は、通則
法６５条１項の規定によれば、この差額に対して１００分の１０の割合を乗じて算定した４１９万４０００円である。
          したがって、平成１２年３月期賦課決定における過少申告加算税の額２６３１万９０００円は、上記法定
の計算による過少申告加算税の額を上回るので、平成１２年３月期賦課決定のうち、４１９万４０００円を超える
部分は取り消されるべきである。
  二　被告の主張
        原告の主張を前提とすると、原告の主張する平成１２年３月期の所得金額及び法人税額については、
いずれの計算方法についても数額に誤りがないことは認める。
第四　平成１３年３月期通知処分、平成１３年３月期再更正及び平成１３年３月期賦課決定の適法性について
  一　原告の主張
    １　平成１３年３月期通知処分について
        原告の平成１３年３月期の納付すべき法人税額は８０４億９９８９万０９００円であり、この金額は、平成１３
年３月期更正の請求において原告が主張した金額と同額である。
        したがって、平成１３年３月期通知処分は全部取り消されるべきである。
    ２　平成１３年３月期再更正について
      (一)　原告は、平成１３年３月期通知処分の後に平成１３年３月期再更正がされたことによって、平成１３年
３月期通知処分の取消しを求める訴えの利益が失われたと判断される場合に備えて、予備的に平成１３年３
月期再更正の取消しを求めるものである。
      (二)　平成１３年３月期再更正の取消請求に関する納付すべき法人税額８０６億９７０６万３２００円の計算
根拠は、以下のとおりである。
        (1)　所得金額 　　　　　　　２８４２億４６１７万３２０９円
            上記金額は、次のアの金額から次のイの金額を差し引いた上で、次のウの金額を加算した金額であ
る。
          ア　平成１３年３月期再更正における所得金額
                                      ２８４２億９３３３万７７９１円
              上記金額は、国税不服審判所長が平成１３年３月期裁決において認定した所得金額であり、原告



の平成１３年３月期について確定している所得金額である。
          イ　平成１３年３月期において取得し事業の用に供した本件権利の取得価額　　　　　　　　　　　　　４８１
８万５６００円
              上記金額は、申告加算されるべき金額ではないにもかかわらず、平成１３年３月期確定申告におい
て「減価償却超過（エントランス回線）」として申告加算された金額である。なお、原告は、平成１３年３月期にエ
ントランス回線を６６１回線設置し、本件設置負担金を合計４８１２万０８００円支払ったが、平成１３年３月期確
定申告において、誤って４８１８万５６００円を申告加算したものである。
          ウ　前記イの金額のうち、平成１３年３月期裁決において、平成１３年３月期再更正の一部取消しの基
礎に用いられた金額
                                                  １０２万１０１８円
              上記金額は、前記イの金額のうち、平成１３年３月期裁決において所得金額に含まれるべきではな
いと認定され、前記アの金額の計算において既に控除されている金額であり、前記アの金額から前記イの金
額を単純に差し引いただけであると、二重に控除されていることとなってしまう金額なので、足し戻しているも
のである。
        (2)　所得金額に対する法人税額 ８５２億７３８５万１９００円
            上記金額は、前記(1)の所得金額（通則法１１８条１項の規定に基づき千円未満の端数金額を切り捨
てた後のもの）に法人税法６６条１項に規定する税率を乗じて計算した金額である。
        (3)　法人税額の特別控除額　　 　４２億６４８１万７７３７円
            上記金額は、租税特別措置法の法人税の特例に関する種々の規定により法人税額から控除される
特別控除額であり、平成１３年３月期確定申告において申告され、平成１３年３月期裁決においてそのまま維
持されている金額である。
        (4)　法人税額から控除される所得税額等
                                            ３億１１９７万０８８４円
            上記金額は、法人税法６８条１項に規定する法人税額から控除される所得税額であり、平成１３年３
月期確定申告において申告され、平成１３年３月期裁決においてそのまま維持されている金額である。
        (5)　納付すべき法人税額　　８０６億９７０６万３２００円
            上記金額は、前記(2)の金額から前記(3)及び(4)の各金額を差し引いた金額（通則法１１９条１項の規
定に基づき百円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）である。
      (三)　以上のとおり、原告の平成１３年３月期の納付すべき法人税額は８０６億９７０６万３２００円であるか
ら、平成１３年３月期再更正のうち、納付すべき法人税額８０６億９７０６万３２００円を超える部分は取り消される
べきである。
    ３　平成１３年３月期確定申告における処理を是正した場合の平成１３年３月期の所得金額の計算
      (一)　原告は、平成１１年３月期更正及び平成１２年３月期通知処分の取消請求と、平成１３年３月期通知
処分及び平成１３年３月期再更正の取消請求が、いかなる場合においても統一的に判断されるという保証が
必ずしもないため、平成１３年３月期確定申告における処理を是正することを前提として、平成１３年３月期通
知処分及び平成１３年３月期再更正の取消請求に関する法人税額を計算していない。
          しかし、平成１１年３月期更正及び平成１２年３月期通知処分が取り消されるのであれば、原告の平成
１３年３月期確定申告における処理も一体的に是正されるべきものである。
      (二)　平成１３年３月期確定申告における処理を是正した場合、原告の平成１３年３月期の最終的な所得
金額（平成１３年３月期再更正による加算金額も勘案したもの）は、以下のとおり、２８４９億０１８３万１８４９円で
ある。
        (1)　前記２(二)(1)記載の所得金額　２８４２億４６１７万３２０９円
        (2)　「減価償却超過（エントランス回線）」として申告減算した金額　　　　　　　　　　　　　　　　６億５５６５万
８６４０円
            上記金額は、平成１１年３月期更正（取消前）を前提として、本件権利のうち平成１１年３月期及び平
成１２年３月期取得分に関し、耐用年数２０年の減価償却による損金算入を平成１３年３月期について行った
ものである。平成１１年３月期及び平成１２年３月期において本件権利の取得価額の一括損金算入が認めら
れれば、このような減価償却を平成１３年３月期について行うべきではないので、上記金額は、真実の所得金
額の計算においては前記(1)の金額に加算されるべきものである。
        (3)　所得金額　　　　　　　　　２８４９億０１８３万１８４９円
            上記金額は、前記(1)の金額に前記(2)の金額を加算した金額である。
      (三)　以上のとおり、平成１３年３月期確定申告における処理を是正した場合の所得金額は２８４９億０１８
３万１８４９円であり、平成１３年３月期再更正における所得金額２８４２億９３３３万７７９１円を上回る。
          したがって、このような場合には、平成１３年３月期通知処分及び平成１３年３月期再更正の取消請求
については、判決で棄却されるべきこととなる。
  二　被告の主張
      原告の主張を前提とすると、原告の主張する平成１３年３月期の所得金額及び法人税額については、い
ずれの計算方法についても数額に誤りがないことは認める。


